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緒 一一一一口

生物学的脱リン法の登場は、約80年に及ぶ活性汚泥法の歴史のなかでも特車すべき ιIH!買

であろう。それまで、下水中のリン除去法としては凝集沈殿法が!唯一の方法であると考え

られていたが、生物学的脱リン法の開発により、活性汚泥法においては絶対に避けるべき

とされていた嫌気状態を生物反応糟に導入することで、活性汚泥訟に簡単にリン除去機能

を付加できるととが示された。このことは、活性汚泥にはなお多くの未知の可能性が泌め

られているととを示唆したという点で画期的であったといえよう.

ところで、生物学的脱リ ン法に はいくつかのプロセスがあるが、これ ら諸プ ロセスのな

かでも、嫌気一好気活性汚泥法はプロセス構成が忌も単純であり、標準活性汚泥法施設の

簡単な改造により運転が可能で、加えて汚泥沈降性改善効果が期待できることから裁国の

下水処理への適用効果に対する期待は極めて大きいものがある固

このような背景から、大学、国公立研究機関、地方自治体、民間企業等で嫌気一好気活

性汚泥J去に関する研究が精力的に進められてきた。特に実用化研究面では、自ij述したよ う

にプロセス構成が単純であり、また既存活性汚泥法施設の改道により簡単に運転が可能で

あるため、多くの地方自治体が実用化研究に参加したことは他の新校体iの開発経緯と異な

る特徴であるといえる。これらの諸結果、嫌気 好気活性汚泥法に関して多くの知見が答

積されており、また、同法が下水中のリン除去に効果的であることが明らかにな ってきて

いる。

このため、実際の下水処理に嫌気一好気活性汚泥t去を適mする例も出てきており、今後

も更に適用箇所は増加してゆくと考えられる 。し かしながら、既往の研究により嫌気 一好

気活性汚泥法のリン除去機併についてはかなり解明されてきているにもかかわらず、実施

設運転において|司法に忌大の機能を発御させるための設計手法や逆転管厚手法は未だ明ら

かにされておらず、また、これ らの点を研究対象とした研究も行なわれていない状況であ

る。特に、嫌気一好気活性汚泥j去が、今後、実際の下水処理に広く用いられるためには、

次の諸点が明確にされることが必須である。

①リン除去性能

②リン除去への影響因子

③汚泥処理プロセスにおけるリ ンの挙動

④汚泥処埋プロセス返流水リ ン負待の影響と その対策

⑤設計手法と運転管埋手法

とのうち、①については、 1見fEリン除去法の主流を占めている 151時凝集の代替法として
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t語気一好気活性t号iltOi.去を位世づける場合、そのリン除去性能を明らかにし、適用可能な範

凶を明確にしておく必要がある。②については、実施設ではベンチスケールやパイロット

プラント逆転の助合と比較し て逆転管理に関わる図 Fがより多くなるため、ft_1i在設レ ベル

での嫌気 -H~i.気性汚泥 i去によるリン除去への影響肉子とその彰響度を明らかにしておか

ねばならない。③及び④については従前より、標準活性汚泥j去においても、汚泥処陸プロ

セスからの返流木はリン・窒Ri・有機物濃度がかなり点く、ノド処恩プロセスへの影響が大

きいことが知られているが、特に嫌気一好気活性汚泥法では高リン含有率の余剰汚泥が生

産されることから、その汚泥処理プロセスにおけるリンの挙動については標準活性汚泥法

における知見がそのまま適用できないことが予:怨される.このため、汚泥処理プロセスか

らの返疏水のリン除去への影響を抱握するとともに、嫌気 -H気活性汚泥t去に適した汚泥

処理プロセスのあり万、汚泥処J!Ilプロセスにおけるリ ン再脱出防止対策を検討することが

必要である ・また、これらの検討結果を総合して、 ⑤の嫌気一好気活性汚泥法の設計下法

及び運転管理手法の底本的与え方を明らかにすることが I主要である。

筆者は日本事業団技術開発部に在籍中に高度処埋技術開発を担当し、復数の実施設を閃

いて嫌気一好気活性汚泥法の実用化研究を行なう険会に恵まれた。本研究は、これらの実

施設運転実験により得られた多くの知見に基づいて、以上の諸点を明らかにし、嫌気 -H

気活性汚泥法の実用化のための設計手法と維持管思手法の確立に資することを怠図したも

のである .

なお、本論文の情成としては、第 i章及び第 21;tにおいて下水中のリン除去の必要性と

既往研究成果、実用化の現状を箆理し、第 3草では、軍省の行な った嫌気一好気活性汚泥

j去に関する実験の概要を紹介した。これに基づいて、第 4f，!:及び第 5章で同法の実施設運

転における特性について型車思するとともに、その運転管理因子について考察した。第 6章

では汚泥処llllプロセスにおけるリンの挙動について検討を加えた。また、第 7章では汚泥

処理プロセスからの返流水リン負荷の リン除去への影響を整理し、その削減方法について

考察した.第 81立では前章までの知見を総合して、嫌気一好気活性汚泥法の施設設計手法

及び運転管理手法をt'l示した。第 9章は総括である 。

2ー

第 1章下水中のリン除去の必要性とリン除去の現状

1. 1 下水からのリン除去の必主主性

湖沼、内湾、内海等の閉鎖性水域で発生 した富栄養化現象に伴 う水減の水質懇化や 、水

利用上の障害が社会問題化してきたのは、昭和 40年代にさかのぼる 。こ れら水減での富

栄養化の進行は、水道水の異臭、赤潮やアオコの発生、酸欠による魚、矧の艶死、ヘドロの

発生等をもたらした。とのような問題の解決に対して、大きな労力が払われ、現在では状

況はかなり改善されたものの、なお多くの水減でi:J栄養化現象による被害が生じている .

「富栄養化Jと言う 同誌は、本来陸水学の分野で用いられ、水場の栄養泊費買がt曽加して

一次生産力がI曽大する自然、現象を治した。し かし、木質汚濁の分野では、 人間活動により

多量の栄養泡類が水減に流入し、五車類および水生縞物による 一次生産力が急速に明大する

現象を富栄養化と呼んでいる 。

富栄養化の原因となる栄養権頬としては、リン・ 2望素・微堕金属頬・ビタミン煩等があ

げられるが、なかでもリン・窒素が重要であることがよく知られている 。表 lー lはAG

P測定により、米国とイタリアの湖沼の富栄養化制限物質を推定した結果をまとめたもの

である 。 川このように、大部分の湖沼はリンが制限物質であり、富栄養化現象における

リンの役割が大きいことが示されている。

表 1- 1 A G P測定による湖沼の制限栄英泡推定結果川

(i却lrf1数)

代表的な富栄養化現象である議煩の異常繁殖を引き起こすリ ン ・翠ョ轄の水中濃度の限界

値については、例えば吉村は N O.15mg/1. P O.02mg/lとしており(2)、 1)ンは窒素と

比較してその限界値が低く 、より微毘で富栄養化を引き起こすまE因となる .

したがって、富栄長化防止対策としては、水域に流入する栄養泡鎖、特にリンを削減す

ることが重要である 。閉鎖性水減の富栄養化防止のための行政的指[賓として混焼庁は昭和

5 7年 12月に水質汚濁に係る環境基準にリンおよび窒素を追加するとともに 、昭和 58

年 l月にリン ・塗素に係る排水基準の設定について中央公害対策審議会に諮問した。昭和1

5 9年 9月の同審議会の答申に丞づき、昭和 60年 5刈には、水質汚濁防止施行令の改正
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が行なわれ、同年 7月 15日からは富栄妥化しやすい湖沼への排水に対してリン・窒素の

一般排水基準が設けられ、 一 日あたりの排水量が 50rr!以上の特定事業場について適用され

ることとなった.同施行令による一般排水基準は全リン 16mg/l(日間平均8mg/l)、全窒

素 120mg/l(日間平t1J60mg/l) となっている。

現在、排ノkに対してリン規制のかかる湖沼は 1065あり、この内窒素規制も併せてかかる

湖沼は 78である。 一般排水基準自体は現状の下水処理場処理水のリン ・窒素濃度レベルを

考慮すると、ゆるやかなものであるが、地域的必要性に応じて都道府県知事により、より

厳しい上乗せ丞準の設定を行なうことができるとされている。

表 1-2に、中西らによる我国の海減へのリン排出量を示す。【3)このように、環涜中

へのリン排出源とし て故も大きいものは、生活系排水である。生活系排水のリ ン負街の内

訳としては、ある調査例によると尿尿が39%、合成洗剤が38%、雑排水23%と報告されて

いる。山との内、合成洗剤l由来のリン負荷については、 Mg湖富栄養化防止条例(昭和

55年 7月施行)あるいは、霞ヶ浦富栄養化防止条例(昭和 56年 7月施行)を発端とす

る無リン洗剤|の普及により、品近ではかなり減少しているものと考えられ、例えば山恨ら

は、団地における合併処埋浄化槽流入水の調査を行なった結果、生活排水系リン負待原単

位は1.05g/人 ・日であり、とれは無リン洗剤l導入前と比較して O.16g/人 ・日の減少である

としている.日》

ぷ1-2 :J.li凶のリン ・窒素の海域への排出量(昭和59年における値) (剖

tJ~ 出 源 ン 裂占 J転 備 考

家 庭 32.4 (43.3) 315 (38.7) 

i百tl麟鞄伊鵠年
食品工 業 8.0 (1日.7) 44 ( 5.4) 

化物l防}工業 16.8 (22.4) 77 ( 9.5) 

苦手 }主 3長 8.0 (10.7) 26 ( 3.2) 

$・u‘ I也 6.5 ( 8.7) 213 (26.2) 

石 1f11・石 ιiκ t生 26 ( 3.2) 

その他の刃た有機物 3.2 ( 4.3) 12 ( 1.5) 

降 雨 100 (12.3) 

メE泊ユ、 n十 74.9 (100%) 813 (10似)

このように、生活系排水のリン負荷量には減少要因はあるものと考えられるが、なお、

環焼中に排出されるリン負荷量中長も大きな負荷を占めていることには変りない。また、

農地からの排水のような函源からのリン負荷は、その制御が容易ではなく、現実的に効果

的な汚濁負荷制御が uJ能なのは、生活系排水および工場排水である。このような状況を考

-4 

l痘すると、下水道が生活系排水及び一部の工場排水の浄化処理を行なうことにより、環境

中への排出リン負待削減に果たす役割lは大きいものがある。

1. 2 下水のリン濃度と要求されるリン削減レベル

( 1 )下水中のリンの形態と濃度

生活系排水中のリ ンの起源は、保尿、合成洗剤、 錐排水等であるが、 下水中のリンの形

態としては、正リン駿態リン、重合態リン、化学結合性リン及び有機態のリンがあり、こ

のうち有機態のリンは蛋白質、脂質、 ATP、ADP、彼酸等として存在している.下水

中のリンで巌も多いのは正リン駿態リンであり、忌初沈殿池流出水では、処理場によって

差はあるものの、全リンの内 50~90% を正リン酸態リ ンが占めている.また、浴解性リン

( 1μGF/Bろ紙によるろ過試料)では、全リンの大部分が正リン酸態リンであり、重合態

リンはごくわずかである。

図 1- 1に建設省土木研究所による昭和 53年度における全凶45箇所の標準活性汚泥j去の

下水処理場実態調査結果による流入下水及び二次処理水の全リン濃度の累積頻度分布幽線

を示すロ(.)調査対象の Fノド処理場の内訳は、汚泥処理施設を有するものが24箇所、有し

ないものが21!箇所である。また、下水排除方式については、合流式が27箇所、分流式が 18

箇所であった.図中の流入水全リン(以下TPと略す)濃度について見ると、全データの、ド

均値は 4.73mg/lでありその分布は1.67~ 11. 6mg/lとかなり広い範囲に渡っている。また、

二次処理水TP濃度については、その平均値は 2.34mg/lであり、分布の範囲は O.90~4. 44mg 

/1である。したがって、流入水TP濃度と 二次処恩水TP濃度の平問値に基づくと標準活性汚

泥法処理によるリン除去準は 47%である。

凶中には、問じく主主設省上木研究所による昭和58年度の下水処理場の実態調査による流

入水 T P濃度の累積頻度分布曲線をも併せて示した。昭和 53年度調査結果と比較して fr濃

度の分布には明らかな減少あるいは培加傾向は認められない.

表 1-3に忌初沈殿池におけるリンの除去状況について示した。本表に見られるように

長初沈殿池ではその流入水と流出水の濃度を比較すると、 TPに関しては 30~40% の除去唱

が得られているものの、 t容解性リンについては流入水と流出水で漉度にほとんど差は見ら

れず除去されていない。

また、流入下水と品初沈殿池流入下水のリン濃度を比較すると、汚泥処理プロセスから

の返流水がある場合、流入下水より忌初沈殿池流入水の万がリン浪度が高くなっている。

このため、返流水リンf!{苛が上乗せされた分が、長初沈殿池で除去されている結果となっ

ており、流入下水と段初11.殿池流出水TP濃度はほぼ等しくなっている.生物学的脱リン法
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凶 1- l 流入下fド及び二次処理水全リン濃度の累納頻度分布川

表 1-3 忌初枕澱池におけるリン除去状況 (6'

品初]沈殿池

オL入下水 1主流水
iffJvド流出水除去率(%)

3.28 4.76 3.29 30.9 

重水無
TP 

3.46 4.07 2.92 28.3 

2. 19 1. 97 2.06 -4.6 

S-TP 
2.10 1. 65 1. 65 。
4.40 71. 5 8.18 4.79 41.4 

rp 
濃縮 3. 17 34.5 7.52 4.40 41.5 

返 脱/ド 2.37 9. 1 3.42 2.96 13.5 

S-11' 
涜 2.05 11.7 3. 17 2.44 23.0 

ポ 4.40 54.3 6.74 4. 13 38.7 

濃縮 TP 
有 3. 18 40.0 5.33 3.08 42.2 

r肖イヒ
1. 97 16.8 2.31 2.35 一1.7

脱水 S-TP 
1.53 11.8 1. 86 1. 80 3.2 

(it)申憾179!瞥 i
(mg/l) 

-6 

において重要なのは生物反応槽流入水リン濃度であるが、以 tの検Jより、生物反応憎派

人水リン濃度は 一般的に、流入 F水リン濃度とほぼ等しいと考えることができる。

(2 )要求される処箆水リン浪度レベル

現在、下水処埋場に対して要求されるリンの排水基準やそれに頒似するものとしては、

以 Fのようなものがある。

①水質汚濁防止法施行令による 一般排水基準

②地方自治体の条例による排水基準

③地方自治体による管理自僚

以上の内、水質汚濁防止法施行令による一般排水基準は、前述のように全リン 16mg/1

(日間平均8mg/1)、全窒素 120mg/l(日間平均60mg/l) と比較的緩やかなものであるが、

必要に応じて都道府県知事によって、より厳しい上乗せ基準を設定することができる。

地方自治体の条例によるリ ン ・窒素排水基準としては、琵t主湖71栄養化防止条例および

22ヶ浦富栄養化防止条例が知られている。ごれらの条例に定めるリン ・室乗排水基準は、

水質汚濁防止法施行令による 一般排水基準の施行後も有効である。この内、琵琶湖沼栄護

化防止条例 は特定事業場に対する排水基準のみならず、街リン洗剤lの使間・販売の祭止な

ど琵琶湖の富栄養化防止のための施策を総合的に盛り込んだものとして、我国初のi画期的

な条例であった。表 1-4及び 1-5に、琵琶湖富栄養化防止条例および霞ヶ浦富栄養化

防止条例に定める下水処理施設及び尿尿処理施設に対するリン ・墾素の排水基準を示す.

このように、これらの条例によれば、下水処理場からの放流水全リン滋度を、日平問値で

O.5mg/lあるいは1.Omg/ l以下とすることが要求されている.

表 1-4 琵琶湖富栄建化防止条例によるリン ・宅素排水基準

既 "三FえF :ffr 設

ン(mg/I) 窒素 (mg/l) ン(mg/I) 宅素 (mg/I)

jt 30~50nl/d 20 O. 5 20 

50ペ.000nl/d 20 O. 5 20 

1. 000 nl /d~ 2 0 0.5 20 

30~50nl/d 2 20 l 0 

50什.OOOnl /d 2 2 0 l 0 

1.000 nl /d~ 2 20 l 0 

(i主)し尿処恩施ぷには、し尿浄化糟は含まれない。
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ぷ 1-5 ~ヶ浦直栄養化防止条例によるリン・窒素排水基準

世t 回F又、 新 a?Jx 1L 

全リン (mg/l) 全窒素 (mg八) 全リン (mg/l) 全窒素 (mg/l)

20-100.00汀1日 2 20 l l 
/d 

100.000 rrl/d O. 5 1 5 0.5 1 5 

を520rrl/d~ 2 20  1 0 

(注)益事燃料計時間11~準法計れない。

このような、法令や条例による排水基準の他に、水減の水質保全や漁業資源の保護の観

点から、地方自治体により下水処浬施設に対して管理目標値や努力目標値といった形のリ

ン ・窒素の排水基準が設定されることがある。表 1-6に、このようなリン・窒素の排水

基準の例をまとめた。本表に見られるようにリンについては、全リンとして O.5mg/1 ある

いは 1.0mg/l といった管理回線を設定している箇所が多い。

表 1-6 リン・窒素に対する排水管理目標値の例

1. 3 リン除去筏術の現況

現在、下水中のリン除去技術としては、図 1-2に示したようなものがある.この内、

物理化学的リン除去方法は、下水処理においては独立して用いられることは少なく、生物

処理法と組み合わせて用いられる場合がほとんどであり、特に凝集沈殿法では活性汚泥法

の曝気憎に凝集責1]'を投入する方法(同時凝集法)が多く使用されている。品析脱リン j去は

カルシウムヒドロキシアパタイト (Ca，o(OH)，(PO.).)の析出反応を利用して 、 リン除去を

行なうものであるがその原水は活性汚泥法の二次処理水またはそのろ過水であり、やはり

生物処践との組み合わせで用いられる妓術である。

8-

リン除去伎術

「一怪物学的脱リ ン法

生物学的方法一一寸

」ーノ'1<'t楢物法
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図 1-2 下ノk中のリン除去技術

生物学的リン除去法としては、生物学的脱リン法の他に、藻類、ヨシ、ホテイアオイ等

の水生植物によるリ ン段取を利用する方法があるが、このような水生他物を利期する方法

については、まだ実験段階であり、実用化の減には到達しているとはいえない。什川引

現在、リン除去を行なっている下水処理場(リンに関する排水基準や目標水質が存在す

るもの)を表 1- 7に示すが、これらの下水処理場ではリン除去は、ほとんど同時凝集法

によっている。同時凝集法では多くの場合凝集~]は、アルミニウム阜であり、硫酸ばんど

や PA C (ポリ泡化アルミニウム)が用いられる。

同時凝集法によるリン除去性能については、統駿ばんどを用いる場合、アルミ ニ ウムに

対するエアレーションタンク流入水溶解性全リンのモル比が 2以上になるように添加すれ

ば処理水中の浴解性全リン濃度を 0.2mg/l以下にできるとされている o (91 同時凝 ~i.去は

既作の活性汚泥法処理施設に凝!阜商1]添加設備を付加するだけでリン除去が可能であり凝集

斉1]1置を変えることによりリン除去置のコントロールができる。また、リン除去性能も安定

性があり優れたリン除去方法といえるが、短所として次のような点があげられる。

①発生汚泥母の増大

②凝集~]コストによる処理費増大

このうち、①の点については凝集反応によりリンを含む不溶性庖が析出し、かっ同時に

生成する水酸化アル ミニウムのフロッ?に浮遊物が吸fIされるため、発生汚泥量がt世大す

る.同時凝集法では、流入下水位 lrrlに対してト6gA1の標準的な添加日においては余剰汚

泥f[tが 25~40% も地加すると惟定されており、日'このような大幅な汚泥処分量の t曽加は

汚泥処分費I曽大や処分地確保図鑑につながる大きな問題である 。
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ぷ 1-7 リン除去を実施している下水処尽!場

処理湯名 日待v1<1雪(略/1) 処理能力(m'/d) 処煙プロセス {共同開始年度

指忠誠f~舎が11<道 11' O. 5 200 
霊童際過

昭和57年度
TIJ 10 

橋智訴事問ター
即日 5.∞D10. SS 6 37. 000 

態調ヒ蟻議ろ過
昭和57年度

11' 0.5. TIJ 10 

編概哲吉多望 BOD 5.∞日 10.SS 6 15.000 
鰹言語!ヒ韓首弛

昭和59年度
11' O. 5. TIJ 10 

競寄慨政事- 関口 5，0∞-5D， 100556 5.200 
鰻設建!ヒ韓議ろ過 ~!f!~定6年度完

TP 0.5. lN 10 

E3:需割PE明科 BOD ID，lCO日T1N5.5515 42. 000 
穣識!ヒ援態ろ過

昭和ら8年度
11' 日ー 20 

議案取t物事r7ド道
関D10ω0D. 15.55 15 5.400 !酷演イヒ目見室法 昭平田0年度

11' ¥. O. TIJ 20 

日護t岡崎若乃里 即日 5 480 
警重機過

昭和62年度
11' O. 5 

家鴎統一F水道 即11'日0.55 
680 

犠隣過
Hff手間3年度

露出専続珍夢 即日 15P.∞D1T0N.553 3.000 霊協郷同日輪去法 昭和62年度
¥. O. TIJ 5 

進?E溺iE勢- mD15P.∞D 1W 0.553 1. 000 生心述牧洋砂的ろN過P同時除去法 昭和56年度
¥. O. TIJ 5 

員党真実越;ザ
11' 0.2命日 4 3.300 凝集沈殿 昭和61年度

iE2器官拒勢- BODW 1αD 10. SS 5 13. 100 
躍識!七韓議ろ過

昭平郎3年度
0.5.TNI0 

1. 4 第 i章のまとめ

(1) 湖沼や内湾、内海等の閉鎖性水域の富栄養化防止には、水域に涜入するリン負荷の削

減が重姿であり、なかでも忌も割合の大きい生活系排水に起因するリン負荷削減が不可欠

である。この点において、下水道の果たすべき役割は大きい。

(2 )我国の下水処理場における流入水の平問TP濃度は 4.7mg/1、二次処理水の平均TP浪度

は2.3mg/1程度である。また、流入水リン濃度に対して汚泥処理プロセスからの返流水リ

ン負荷が上乗せされる場合、最初沈殿池流出水リン濃度は流入水リン温度とほぼ等しくな

っている。

(3) 標準活性汚泥法処理によるリ ンの除去率は50%程度である・

(4 )排ノド基準により要求される処用水リン濃度レベルは、全リンで O.5 ~I. Omgハ で あ る

場合が多いと考えられる。

(5 )現在、下水中のリン除去には同時凝集J去が主として伺いられているが、このJJi.去につ

いては、発生汚泥包がかなり地加するという問題点、がある。
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第 2章 生物学的脱リンプロセスの実用化の現状

2. 1 生物学的脱リンプロセス開発の経緯

生物学的脱リ ン法がプロセスとして完成されたのは比較的政近であるが、そのlJ;lpllであ

る活性汚泥によるリンの過剰奴取現象は、かなり以前から観察されており、 Greenburgは

既に 1955'1ミに活性汚泥法において、細胞合成により除去されると考えられる量以上のリン

除去が生じる場合があることを報告している 。(1)また、 Srinathは 1959年に四分式実験

により、活性汚泥に対して過剰な曝気を行なうことにより、高レベルでのリン除去が生じ

うることを 報告しているが、この時点ではまだ嫌気状態との関連については、 議論はされ

ていなかった。

この後、 Shapiro& Levinは、 下水処理場のM終沈殿池流出水の正リン酸態リン濃度が

暖気僧流出水のそれよりも向い原因について調査し 、活性汚泥が無酸素状態で混合液中に

リンを放出し、それに引きつづく好気状態では混合液中のリンを吸収するという現象を報

告しており、これは生物学的脱リ ン法開発の )i~礎とな った発見であると言える 。 (2)

1960年代後半~ 1970年代初めにかけて、 Vackerや Milbury らによる米国のプラグフロー

の下水処埋場でのリン除去状況の調査において、 80%以七のリン除去率が得られている処

開場があることが報告されたが、このような場合には曝気榊流入部でのリン政出現象が認

められた。 '3ハ川 Barnardt;t、このような 'n実と、硝化脱Z霊法においても同保な現象が生

じるという・Ii実から、的問責性3さ，f，をも含まない嫌気十曹を設ける ことによ り‘ 113いリン合有

本を有する爪性汚泥が生成するという考え方を示した 。 日}

とのような発見を経て、活性汚泥が嫌気条件を経ること により生じる高度なリン除去現

象は、'1:物学的脱リンプロセスへと発展していった 。

2 2 ']:物学的脱リンプロセスの原埋

生物学的脱リンプロセスは、 「活性汚泥中のリン合何本を通常の活性汚泥のそれよりも

1")めることにより、 Fノ'J<q-'より除去され余剰汚泥として系外にIJrtHされるリン引を照準活

性汚泥法よりも憎大させる )i法」と定義つけるととができょう 。活性汚泥のリン{tイl'与を

1認めるために必要となるのが、嫌気条件とそれに引き続く H気条件を活性汚似微守物が経

験することである 。すなわち、生物学的脱リンプロセスの活性汚泥は1谷存酸系及びijE備酸

性ヨ草案.{ii'j駿1'1:雪草案の仔紅しない条件ドで、汚泥より混合液中に正リン酸態リン(以下、

I'O，-pと時)を放出する 。と れに引き続いて前科汚泥を好気条件 Fにおくと、活性汚泥は

混合液中の1'0 ， - 1'を l吸収可る 凶 従 っ て、練~\条件と、それに引き続く kf 気条 f'l' 下での混合

液中の1'0，-1'濃度及び{i!幾物濃度は肉 2- 1のような変化をぷす 。こ のように、好気条件

反J2 - 1 

初 期 来 件

グルコース 500m9/t 
0-P lOml/t 

MLSS 6280ml/t 

好気状態
5∞ 

‘∞~ 
¥ 
~ 

E 
) 

訓 Z
ロ
0 
にJ

2∞芸
熔

100 

ヰエニ.:l0 
300 

Cmi n) 

嫌気及び好気条件での混合液リ ン及び有機物濃度変化の例(1引

Fでは、排水中のリンは汚泥中に移行して除去されるため、段終的に混合液のPO，-p濃度

は非常に低いレベルにまで低下する。

また汚泥のリン含有率は、このような嫌気条件と好父条件を繰返し経験することによっ

て次第に地大してくるが、これを余剰汚泥として系外へ引き抜くことによって、撚概活性

汚泥法により達成されるレベル以上のリン除去を行なうことが司能となる。

この嫌気 -H気条件に伴うリン及び街機物の学郵jに関しては、次のような現象が生じて

いることが確泌されている。

①好気条件下で吸収された PO，-pは、ポリリン般の矧杓として活門汚泥細胞内に詩的され

活性汚泥のリン含有率を高める。

②嫌気条件下では、活性汚泥は者約したポリ リン僚を加水分解して PO，-Pとして混合液中

に政出する。

③嫌気条件下での活性汚泥からのリ ンB支出に伴って、似合液中のイfi幾物は汚泥に筏取され

る。 一般的に混合液中の街機物濃度が高いほ ど、リンの政出速度が大きい。また、リン



政出速度は基質の将矧によっても異なり、酢酸などの低級脂肪酸が基質である場合にリ

ン政出速度は大きい。また、グリコール酸、グリオキシル椴などのように基質によって

は嫌気条件てのリン欣出を促進するものの汚泥中には段取されないものがある。 '6) 

④嫌気条件下て、 po.-P放出に{半い混合液中から汚泥中に段取された有機物は、グリコー

ゲンや P11 B 等の内分子物質の形で細胞内に貯蔵される。これらの細胞内貯蔵物質は、

好気条件下で駿化・分解されて減少する。

⑤汚泥中のリンの分画分析の結果では、嫌気 好気条件の導入により活性汚泥細胞中に蓄

総されたリンはポリリン駿の形態に加えて、金属と結合した形態のリンもある。，" 

⑥嫌気 -11子気条件下における活性汚泥からのリ ン島支出 ・吸収に伴 って、 Mg'・及びrがpo.-

Pの移動に付随して、細胞中でI曽滅する。これらの|司金凶とリンの化学重論的関係は、

モル比で P: Mg : K = 3 1 1である，削

2. 3 リン放出・吸収 ・蓄航機情

前i頁で述べたような、活性汚泥微生物からのリン放出と l吸収及びそれに伴う細胞内のポ

リリン酸と有機物のlifl'i・消費がどのような機備で、またどのような理由で生じるかにつ

いては、かなりの知見が得られてきているものの、現在のところ完全には解明されておら

ず、なお今後の研究の進展に待つところが大きい。

嫌気条件下で生物学的脱リ ン法活性汚泥は、リ ンを政出し細胞内にポリリン酸頼粒とし

て蓄倒するが、この現象については嫌気条件下で法質奴取を行なうためのエネルギーを、

ポリリン倣の加ボ分解により得るためであるとの与え方が広く受け入れられている.この

考え方に基ずいて、総尾らは図 2-2の代謝モデルを提案した。日}このモデルにおいて

ある憾の微生物(ポリリン酸者術菌)は、 t容停R章表や酸化態塗素が存在しない条件下では

細胞内に蓄約したポリリン酸を1)日水分解することによりエネルギ を得て、これを外部i品

質の取り込みと巡動維持エネルギ に用いる固また、好気条件下あるいは無酸素条件下に

おいては、 jおイ子駿Aiや自主化1態窒素を用いて酸素呼吸あるいは硝駿呼吸を行ない、在i陥した

細胞内基'I'tを酸化分解して ATP生産を行ない、生産された A T Pの一部は微生物の増殖

や運動エネルギーに利用され、また一部は混合液中のpo，-pを奴取してポリ 1)ン般を合成

するのに閉いられる.

しかしながら、嫌気条件下で細胞からのリン放出を促進するものの、細胞内に蕎積され

ない泉質がff.l'Eすることは、前述のモデルでは説明できない。また、嫌気条件の存在が細

胞内へのリン帯約に必須であるという前提に対しても、 t軍撤は嫌気工程が存在しない場合

でも細胞中へのリンJ寄付iが観察されたと報告しており、リンの過剰摂取には嫌気条件の存

u:よりも、むしろ fi織物の段取..，.存紛が生しることが ilt'l:!であると ifべている。

(1)通常白好気性簡/ 1 (2)脱リン萄

脱雫薗 1 O，/NO;lD危いとき O，/NO;lDあるとき

O，/NO; 

ムEm，.d.Eo 

。:細胞内有機物

→←:呼吸鎖
(D:ポリリン酸頼担

0:能動輸送機構〔ボンフ)

Ll. E. 能動輸送エネルギ-

Ll.Es:生合成エネルギー

d. Em:運動維持エネルギー

ムEp: ボリリン限合成エネルギー

凶 2-2 リン放出及び吸収メカニズムのモデルげ}

CO， 

ー方、味笠らは酢僚を基質とする場合の代謝経路とし て肉 2-3に示すようなモデルを

提案している。い引この代謝モデルでは酢酸はまず嫌気条件下でポリリン般の加1)<分解に

よるエネルギーをmいてAcelyl-CoAに変換されるが、この後Acelyl-CoAがs-hydroxybutyl

-CoAに変換される際に必要なNAO.から NAOHへの還JC力は、細胞内の蓄積されているクリ

コーゲンが EM P (Emden-Meyerhof-Parnas)回路を経由して消費されることにより生局さ

れるとしており酢駿から PI1 Bの転換にグリコーゲン消費が関与するとしているところに

特徴がある。また、同じく l床笠らはプロピオン酸、ピルピン隊、乳隊等の酢酸以外のカル

ホキシル酸を基質としたILj合についても験討した結果、嫌x¥条件下での法質吸収がpo.-P

政出、 co，発生、多吐の細胞内炭水化物の消費を伴なうが、 PH Bの長続は観察されなか

ったことから、 jえノド化物分解により得ら れる還疋力は、ぷrtがco，や PlIVのような還A

性高分子に変換される場合の般化還元バランスを維持するためにmいられている可能性を

指摘している。 (17)

生物学的脱リン現象に関与する細菌としては、多くの研究でや物学的脱リンプロセスの

汚泥中に、 Acinclobaclorsp. が見出されており、また純粋消長 したAcinelobactorSP 

は、多量のポリリン般在寄付iし、生物学的脱リンプロセス活性汚犯と同線なリンの放出-

l吸収のパタ ンを，示したと 報告されている 。いけ
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A. PIIOSTRJP，日斗.::z RECYCLE STRJPPER h式

PS 

B. PHOSTR1Pプロセス (ELUTRIATIONSTRIPPER JiJ'i.) 

PS 

C. PHOSTRIP7ロセス(制化プロセス則)

PS 

WAS 

WAS 

WAS 

凡j?1) p: i駐1t柑'i S・沈殿納 PC: J，土初沈殿池 PE: 1t土初沈殿池流H¥水

その他の"己りについては. tX12-4と1，')様である

同2ー5 サイドストリーム )j式のぷ7 ロセス(141

l8 

メインストリーム }j式には凶 2-4に兄られるように数多くのプロセスか従来されてい

るが、特にリン除去にJJlIえて室主除去をも行なうプロセスに|主lして多符穎のプロセスかあ

る 。 メインストリーム万式のうちで、リン除去のみを fH'~ とするものがいわゆる嫌気 -bÇ

え活性汚泥法であり、これは /̂Oプロセスあるいは 2Slage Phoredoxプロセスという4円

柄、でl呼ばれる場合もある 。

メインストリーム方式の必プロセスの内で、リン除去に加えて翠ぷ除去をも行なう必プ

ロセスは原理的には同ーであるが、嫌気槽の後の硝化憎と U::":i仰の配置や汚泥返送先の相

途により数多くの変法が存紅している。

A/Oプロセスと呼ばれるプロセスは、主として米国で用いられており、 1987年 9Hの時

点、で、表 2- 1に示した施設が稼動中あるいは悠設中である 。 H 川 雪量点除去をも日的と

する諸プロセスは、修正Bardenphoi.去を中心に主として南アフリカと北米で用いられてい

る。表 2ー2に北米における修正Bardenpho法の普及状況を示した。い川 この他に、南

アフリカ共和国やジンバブェで既に多数の施設が嫁動中である。

サイドストリ ーム )j式の Phostripi.去は、 /̂Oプロセスと!日l様 に主として米凶で用いら

れており、表 2-3にはやはり 1987年 9月時点での Phoslripi.去の北米における嫁動状況

について示した。 H 川

我国でも、下水処理への生物学的脱リン法の適用について数多くの研究が行なわれてき

ており、表 2-4に示すような箇所で実絡設による生物学的脱リン法の運転実験が実施さ

れてきた。これらの実験により、同法のリン除去効果が確認されたため、実際の処理にお

いて同J去を採用する下水処埋場も既に出てきている。これらの F水処理場では、そのほと

んどが嫌気 好気活性汚泥法によっている 。表 2-5に技凶における下水処埋施設への嫌

気 好気活性汚泥法の適用状況を示す。ただし、この中には特にリンに関する排水基準や

目標水質が設定されていない箇所も含まれている。

生物学的脱リン法の諸プロセスのうち、嫌気一好気活性汚泥法の採用例が多い理由とし

ては、 嫌気一好気活性汚泥t去が活性汚泥法の一変法であり、既イ子活性汚泥法施設のエアレ

ーションタンクの一部を改透し、 嫌気槽を設置す るととによって容易に運転が可能である

という点が大きく評価されているためであると与えられる。

表 2-5に見られる施設は比較的規模の大きいものであるが、これらの他にも中小規肢

の下ボ処理場でバルキング抑制対策として生物反応憎の前部に嫌気糟を導入し、嫌気一好

気活性汚泥法による実験的運転を実施している箇所もあり、嫌気 -bC気活性汚泥法の係用

例は今後とも t目加するものと考えられる 。

- l9ー



.&2-1 北米における A/Oプロセスの稼動状況

筒 rlT 名 処理水句 (rrl/d) ぷ2-3 北米における Phostripプロセスの稼動状況

Pon L l acF .M l C111Ean 13. 20日

Largo. Florida 56.800 筒 rlT 名 処原水田 (nl/d) 

TiLusvi 11e. Florida 11. 400 

1.10n L~Om e ry. Eennsy! vania 18. 200 
Warminster. Pennsylvania 30.300 

i主 Newark. Ohio 37.900 

FayeL Lev i 1e. .Arkansa" 41. 600 
Huron River Valley. Michigan 45.400 

Rで;~ RochesLer. New York 56.800 
Springettsbury. Pennsylvania 56.800 
York. . Pennsy 1 van i a 98.400 

中 Genesee County. Michigan 113. 600 
Lancas P ter.Pennsy I van ia 113. 600 
West Pa1m Beach. Florida 208.200 
Bal t imore. Mary 1and 265. 0日日

嫁
Lansdale. Pennysl vania 9. 500 
ßdrian~ Michigan 26.500 

動
Tahoe-Truckee: California 28.000 
Savage. Maryland 56.800 

中
Southtowns. New York 60.600 
Brockton. Massachusetts 68. 100 
Rochester. Minnesota 72.300 
Reno-Sparks. Nevada 1 13. 600 

Seneca Fa 1 ls. New York 3. 400 
Lititz. Pennyslvania 13. 200 
Carpentersvi11e. [11inois 18. 900 
Texas City. Texas 28.400 
Amherst. New York 90.800 

草設 [thaca. New York 37.900 

表 2-2 北米における修正sardenphoプロセスの稼動状況

筒 PIT 名 処理水母 (rrl/d) 

Orchard Deve 10pment. Pennsy 1 van ia 800 
r 1 uckem i n. New Jersey 3. 200 

稼 PP airnet t0A .F lor ida 5. 300 
ayson. _ArtZOna 6. 400 
[arpon Springs， F1ori~a 15. 100 

動 1F 1FlS L l y d Orange Coun tySub-ReEIona l守
22.700 

10rida 
Mma  Br11ish Columbia 22.700 
FÕrL-Më y cr~ -(South Sub-Regional). 45.400 

表2-4 生物学的脱リ ン法の刻在設尖鋭運転箇所

処 埋 場 名 処理水量(m3/d) j切 1m 。荷 考

荒川左岸ifr潟L司|拠恩センター 6. 10(}-13. 100 82. 6-83. 2 刊はNP同時徐去

川崎市入江崎処理場 31. 500-43. 200 83.4-84.2 

川崎耐ぽ縦JlJl場 28.0日[ト69.700 85.9・
Florida 
Tort'Meycrs (Central Sub-Regional). 45.400 苅醐断誠点剖抑化センタ 5. 80(}-12. 000 86.4-.87.3 
Florida 

Oldmar. F10rida 8. 500 

ill CE F ocoa.F l orida 17. 000 

J生
as t ly d Orange (Jour1Ly Sub-HeEIona 1. 22.700 
lorida 

Hofers Arkansas 25.400 

中 Or lango. ドlorida 45.400 
Springdale. Arkansas 59.000 

東京都多摩)11上制民問 75. 000 86 6- 嫌気憎を暖気m作

福岡市東剖f下水処理場 16.600 84.12-

京都市，鳥羽下水処舟場』 15.180-16.150 .83.11-.85.3 NP同時除去

E信 機 鵬糊南9"制下村ヒセンター 2. 91(}-3. 751) 84.6-85. 10 NP同H現徐去



ぷ2-5 嫌気 H気汚f野庁泥r去による逆転を行なっている'ぷ施設(、F成2年末1見在)
(6 )紛尾吉 I缶、宮品子 「嫌気H託活性汚泥のk植え的有 機物娯取J í~J t主E学研究治文集

( 1987) 

(7 )味壁俊、総尾友矩、川上特規 「活性汚泥のリン組成とリ ン代謝に関する研究(第 2

報) J F 水道協会誌 Vol. 20 NO.229 1983/6 

(8) 怯尾吉高、上回晃輔 「嫌気好気活性法における 汚泥リン合有率と余剰l汚泥発生産tの

関係j 第23阿下水辺研究発表会講演集

(9 )松尾吉高他 「生物学的脱リ ン法 嫌気、 好気法ーの し尿およ び F水への適用」

衛生工学研究論文集 (1987)

処!1M場名 処理能力(m3/d) 処Rl方式 備 J!j 

千~rh中火ド水処埋場 10.000 k雄主¥t!fj.¥T，自信号泥法

厳枝rtii'1州七センター 12.400 ノノ

メ品反市中J兵下水処理場 25.600 ノノ

大阪ItI泌~江下水処理場 41. 250 11 

}dI反市 I-J¥条F水処f明 152. 000 11 

J瓦 70.000 11 

川崎可功lli報処理場 48. 000 ノノ 実腕豆転を継続中

福岡市東割拠見場 16.600 11 実験運転を継続中

2. 5 第 2f，1のまとめ

本章においては、既伎の研究成果をまとめ、生物学的脱リ ン法の開発の経緯、原型、機

情についての諸知見を樫理するとともに、同法のJHfI化の現状について 概括した 。

(第 2i;i 参考文献〉

(1) Greenburg. A E.. l.evin. G. and民auffmann. W. J.. "Effect of Phosphorus Re 

moval on the Activated Sludge Process" Sewage and Industrial Wastes. 27.277. 

1955 

(2) Shapiro. J.. Levin. G. V. et al 白 "AnoxicallyInduced Release of Phosphorus 

in Wastewater Treatment" Jour. WPCF. 39. (11).1811.1967 

(3) Vacker. O. ct al.. "Phosphorus Removal through Municipal Wastewater Treat-

ment at San Antonio. Texas" Jour. WPCF. Vol. 39. p.750. 1967 

(4) Milbury. W. F. et al.. "Operation of Conventional Acivated Sludge for 

Max i mum Phosphorus Remova 1" Jour. WPCF. Vo 1. 43. p. 189日. 1971 

(5) Barnard J. L. "silogical Phosphorus Removal in the Activated Sludge Process 

Review and Proposal" paper presented at thc S.A. Branch of I.W. P.C. 1975. 

July 17 Mecting (1975) 
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第3章嫌気一好気活性汚泥法運転特性検討のための運転実験の概要と結果

3. 1 はしめに

嫌気 一好:-X'¥j占怜汚泥/1;の運転特牲について検討するために、実施設を用いた同法のi逆転

実験を 4箇所の下Jド処理場で行なった。また、これに加えて、ベンチスケール実験とパイ

ロットプラント実験も実施した。これらの運転実験は、いずれもその目的や運転条件を少

しずつ異にするものである。また、各実施設は当然流入水質や施設情成が異なっており、

運転実験結果を比較することにより、都市下水処埋に特有な属地減性という面から 嫌気-

H気活性汚泥法の運転特性を判断することがロj能となる 。本立では、と れらの運転実験に

ついて、その概要を紹介する。第 4章以降の検討・考察に際しては、必要に応じてその IrII

度の実験結果の詳細を託述した 。

3. 2 ベンチスケール実験

(1)実験装置と供給原水

ベンチスケール実験は 、図 3ー lに示す実験装置を用いて行なった。この実験装置は、

嫌気槽容量は 4.2 .eで固定であるが、好気糟容量はオーバーフロー位置の変更により、 7

8 .eあるいは 11.6.eの 2通りが選択できる 。装置は、 20
0

C恒温室内に設置した。原水は定

回ポ ンプにより、 3.3 .e /hを定日供給した。また、返送汚泥日は 1.4 .e /hとしローラーポ

ンプに より返送した 。

原水貯留僧より

凶 3ー l ベンチスケール実験装置

24ー

実験用原本としては合成ト水を 111 いた。 ~3-1 に合成干ノkの標得的車[1成をぷす e 合成

ドノドは 100倍濃度の波/'/./県波を作り、 1 l~ 1 [!']ノドi直木で所定の濃度に希釈して、以水!fi'l習

榊に供給した 。合成下ノドの組成のうちぺプトン、 l勾エキス、グルコース及びしHPO.につい

ては実験条件により i限度を過官変更した。本実験のやill汚泌は、 k最主、-afX¥活性汚泥法i返事五

を行なっていた日本ト水道事業問技術開発研修本部のパイロットプラン卜より採取した 。

(2 )水質分析

原ノドは原ノk貯留槽より、また処理水は沈殿糟より微定日ポンプにより ー定f立を採取し、

24時間コンポジットサンプルとした試料について分析を行なった o ~匝気 f普及びH気情混合

液は汚泥を合むのでコンポジッ卜サンプルとできないため、グラブサンプルについて分析

を行なった。(他の実験も liiJじ)I)<'IT分析は週 3制実施した 。

(3 )実験条件

表 3-2に実験装置の運転条件を示す。これらの運転条件の内、 Hun-l吋は供給llil水の

リン濃度は 一定として‘行機物濃度を変えて運転し、 主として活性汚似リン合行本に弁1-4

る行機物濃度の影響を検討したものである。また、 Hunト 9では供給原本の有機物泌!支 を

定としてリン濃度を変化させ、主として活性汚泥リン合行本に対する 151水リン濃度の影

響を検討した。

表 3-1 合成下水際司E組成 表 3-2 ベンチスケール実験条件

成分 滋度(mg/I)I 

ぺプトン 45 

Run 軒智子 H (hR rT ) 日?-55日F(ME/L5l5 ) l円R) T 特p数g/g. 

7.8 3.6 0.20 3.26 10.8 19 
|長lエキス 65 

2 7. 8 3.6 0.38 3.96 6.8 20 
クルコース 185 

3 11.6 4.8 0.35 3.26 9.2 31 
(NH.) ，SO. 63 

4 11. 6 4.8 O. 16 3. 00 6. 7 10 
CaCl，・211，0 31 

5 7.8 3. 6 日08 1.80 63. 5 17 
FeSO.・7H，O 2.2 

6 11. 6 4. 8 0.27 2.97 9.4 20 
NaCl 63 

7 11. 6 4.8 0.23 3.22 11. 6 17 
MgSO.・7H，O 94 

8 11. 6 4.8 0.23 3.71 9.6 26 
NallCO， 94 

9 11. 6 4.8 0.25 3.21 8.4 19 
K，HPO. 22 

(i主)sOO-SS負筒、 SHTIHf主M普及び嫌気情の合J汚泥日に対する (1ft
KCl 19 

(4 )実験結果の慨袋

友 3-3に各 Runf証の原水、処月!ノkの水質分析結果、汚泥リン合行事その他についてま
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して運転し、対照系列とした.とめた 。汚泥リン合ff率は経時的に見ると 、運転条件の変更後に噌加あるいは減少傾向を

示している時期があったが、各Runにおける活性汚泥のリン合符率は、このような遷移時

期のデータを除き.ほぽ安定した偵を示した期間の手均値である 。 位争VJi;U没池 ~~終沈殿池

3. 9m3 

同
叩

好主L榊 4.75m3 

， 
メk

k雄主t憎 4. 7 5m 3 

H暴

4. 3m 3 Run-2.3では‘原/)<BOD濃度がかなり高かったために、活性汚泥がやや黒みがかった色

を呈した。合成 Fノドを附いた実験であるため、活性汚泥の沈降性は悪く、リン除去，t~ は原

水TP濃度と処慰水PO.-P1m支(ろ過試料による)の差で判定する必要があるが、表 3-3 

に見られるように、H;iノドTP濃度が 一定の場合には原水BOD濃度が高いほど処理水リン濃度

は低い傾向が見られた。また、活性汚泥リン合符唱については、原水BOD濃度をー定とし

て原水TP濃度を変えた Run-ト 9の期間で、原水TP濃度が尚いほど活性汚泥リン合有事が高

い傾向が見られた .

パイロットプラント 概時|刈~13 -2 

2 )水質分析

水質分析は、占え初沈殿池流出水と応終沈殿池流出水について 1IIj flil 1止の 24時間 コンポジ

ットサンプルを試料とした。水質分析は週 3回;i.f施した。

(3) 運転条件

表 3-4にパイロットプラン卜の運転条件を示した。供給水虫は定患供給とした 。実 験

系列と対照系列では、流入水母、返送汚泥塁及び引き絞き汚iJf:[置を等しくした。

項 日 Run-I H u n -11 

処理/jdi1(m3/d) 60 36 

返i差汚泥ヰ~(%) 25 25 

生物反応、槽f1RT(hr) 3.8 6.3 

SHT 実験系列 10.4 39 

(日) 対照系列 9.3 33. 5 

MLSS 実験系列 2.8 2.8 

(g/l) 対照系列 2.9 2. 5 

逆転期間 56.10.13-11. 12 56.11. 24-12. 3 

日 BO日(mg/I) TP(mg/l) PO.-P(mg/l) 汚泥リン含有率
u 

(mgP/gSS) n 1 rh(ll< 処限ノド 原水 処理/ド l京/)< 処l'l17l<

100.6 25. 3 5.48 2.62 3. 71 2. 20 49.6 

2 218.6 37.4 5.26 2. 58 2.40 1. 43 37.4 

3 221. 8 16. 9 5. 57 1. 02 2.40 0.50 37.7 

4 92.8 6.7 5. 72 1.81 3.48 1.38 45. 7 

5 22. 1 8.3 4.65 4.87 3.89 4. 35 42. 1 

6 164. 0 8.7 5. 68 1. 03 3.45 0.70 47.0 

7 124. 0 5. 1 4.47 0.89 2. 33 0.71 44. 0 

8 166. 7 10.3 8. 09 3.67 5.69 3. 18 52.3 

9 159. 0 8.9 1. 49 0.65 0.79 0.29 36. 2 

ベンチスケール'ぷ験結果.&3-3 

パイロットプラン卜運転条件表 3-4

(4 )実験結果の概要

表 3- 5 に実験結果を示した。パイロットプラ ン 卜 への IJ~ ノド供給を行な っ ている荒川処

!'llセンターは合流式の胞国主であるため、雨天時には r，l，iボ流入の彫符を受けて流入ノド濃度が

3. 3 

(1) 実験装置

l><]3 -2に実験に附いたパイロットプラントをぷす。本プラントは銅製で忌初沈殿池、

暖気情、治終沈殿池からなり、暖気憎は容!'tl9.5 nl、政終沈殿池は容国 3.9 nlである 。パ

イロ ッ トプラ ン トへの供給原水は荒川処理セ ンターの沈砂池流出水である 。暖気糟は隔月号

により 4 等分されており、このうち前半 2 糟の磁気を停止し、水中段枠機を設置して~気

憎と した。Mt父憎の i現~ ':手の駿 #1与込みへの特別な対策は行なわなかった。また、後、ド 2

槽は好メ将?として 1史fIlした。G:終沈殿池はリ ンクベ ルト式の汚泥滋寄せ機が設置されてい

る 。このプラン トには、 I ，il ，，~ lr. l直の施設がもう l系列あり、この系列は標準活性汚泥法と

Ul) PO.-P濃度は、 lμmGFBろ紙によるろ液試料による。

パイロットプラン卜による運転実験

21-
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表3-5 パイロットプラン ト実験結果

Jfj Li 初沈流出水 実験系列処!'l1/)< 対照系列処煙水

1)<漏 (.C) 19.8-22.0 

T-P 3.88 1. 18 1. 75 

浴解性T-P 2. 15 0.80 1.55 

n~i 1'0，-P 1. 58 O. 73 1. 39 

天 BOD 85 14 10 

H寺 治解性BOD 15 O. 5 O. 7 

COD 41. 8 9.9 8.9 

il号解性COD 15.4 7. 0 5.8 

ss 89 12 !日

pH 7.50-7.58 7.34-7.75 7.28-7.45 

ノド溜 (.C) 17.0-19.7 

T-P 2. 35 1. 08 1. 37 

rfi 1'0‘-1' 0.88 O. 76 1. 03 

天 COD 31. 5 9.4 9. 1 

治解性COD 13.5 5. 5 5.2 

ss 54 12 14 

1)<温("e) 14.9-15.8 

'1'-1' 3.54 日77 1.77 

治解t'ET-1' 1. 53 0.41 1. 29 

PO，-1' 1. 40 0.33 1. 25 

801) 130 27 11 
11 

溶解1'EBOD 29 1.9 1. 9 

COD 49. 5 14.9 14. 1 

~解性COD 20.5 10.4 9.7 

ss 78 10 14 

pH 7.24-7.51 5.99-7.21 5.72々7.0 (略/1)
一一ー一一」

(i工)運転条件 Hの80口、溶解性BODは分析数が少ないため参考値である。

低下する .Eii転条件 IのJUl問中には、その後半に台風による大雨があり流入水濃度が非常

に低い状態が続き、この期間中は嫌気憎におけるリン)&山!Jlが小さく、また H気槽でのリ

ン渋取も主主られずリン除去ヰ1が非常に低下した。このため、運転条件 lの運転結果はnti天

時と雨天時に分けて格思した。ぷ 3-5に見られるように、嫌気 好気活性汚泥法系列

(実験系列)と対照系列の処理ノ)<1'0，-P濃度を比較すると、時天時では燥気 好34活性汚泥

法系列の処理水PO，・p濃度は対照系列処理水PO，-1'濃度の約、ド分であったが、 rli天時には

脱水TP濃度が低下したにもかかわらず、嫌気 -H気活性汚泥法系列の処!'l1水PO，-P濃度は

I骨川]し、対照系列処JIll水PO，-P濃度との差が小さくな っていた.

これに対して逆転条件日では降雨の影響はなく、リン除去状況は運転条件 lに比較して

良好であり、嫌気 -H父活性汚泥法系列では対照系列と比較して持しく低い処理水1'0，-1'

濃度が得られた。

3. 4 実施設による運転実験

3. 4. 1 島恨県宍道湖流i或下水道東部浄化センターにおける実験

(1)実験施設

島根県宍道湖洗城下水道東部浄化センターは、昭和55年 4灯に供用を開始した流以下水

道の処理場であり排除万式は分流式である。同浄化センターにおける尖施設運転実験は、

昭和53年 9月~昭和51年 3)Jの問実施した。実験期間中の流入水虫は約9.000nl/ 11であ

った。図 3-3に同浄化センターの処埋フローを、またぷ 3-6には til'施設の諸元を示

す。

同浄化センターの1)<処理方式は標準活性汚泥法であるが、汚泥処理プロセスはを力濃縮

槽 l憎、嫌気性消化情(無加温消化) 1憎、ベルトプレス式脱水機 l台より構成されてい

る。汚泥処理に伴なって発生する濃縮分離液、消化脱離液、脱水ろ液は、貯留槽を経ずに

ノ々y
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直接沈砂池に返流される.また、鼠終沈殿池流出水(処理水)は、上向流式急速砂ろ過設

備を経た後に中海に皇女流される。急速砂ろ過逆洗排水は段初沈殿池に返流されている.

表 3-6 各処理場の主要施設誠元

処理場 荒 川 H日時1 宍道湖東部

① 予備エ7レーションタンタ

形 状 (m)W90×1L 00×4D 0 ------イ
----------②最初沈駁池

形 状 (m)
W L D W L D w ・L D 
4.3x50.0x3.5x2池 12.7x32.3x3.5x4池 5が 40.0x3.ox2池

水面積負荷
30.5 28.2 4.52-02667 ryfh12・日

14.2-38.8m'Im'・日 17.1-42.5nl!nI.日

滞留時間
2.8 3.0 273-5 160 時間2.2 -5.9 時間 2.0 -4. 9 時間

③ 生物反応格

形 全池
W L D W L D W L D 
9.0x85.ox5.0xl池 6.85刈22x4.58刈池 5.6x72.ox6.oxl i也

状 嫌気情
W L D W L D W L D 
9.0x21.25x5.0 6.85x 15.6x4.58 5.6 x 18.0 x6.0 

(m) 好気槽
W L D ほ8

W L D 
9.0x63.75x5.o 5x26.6x4.58 5.6 x ~4.0 x 6.0 

滞留時間
7.0 

5.5-15.0 時間 375-5 90時間
5.6 

4.3-25.8 時間

BOD-SS負荷 0155kEk正R 

0.02-0.25""'kJS
'日

0136KR1J 《p
0.03-0.2 日

020k7E/kf 3S 0.11-0.4 ・日

BOD容積負荷 0.35 市戸宅日
O.l-';::.:().71 kg 

0.27 
0.06-0.46同1m'・日 ?~55 ̂  ̂̂kl!Im'日0.38-0.90

Kg 

煉l<i槽撹伴機 11 kw x 2基
O.5kw+22kw)/池 1.5kw x3台/権×

x8池 l憎/池

(!) il終沈殿池

形 状 (m)
W L D W L D W L D 
4.3x56.0x4.45x2池14.1 x39.1 x3.ox 4池 5.6x54.ox3.4x2池

水面積負荷
27.2 

127':..:.346 m'hn'.s 
3.4 

12.8"'::31.6m'lrr作目
13.0 

3 .4'~'2 1. 6 m'hn'・日

滞留 時 間
3.9 

3.1-8.4 時間 233~4 56 時間 425-4 246 時間

⑤ 汚泥滋縮設備

量初沈駁地汚泥 1 重力式 重力式 1 重力式

余剰汚泥 J遠心浪縮織 遠心濃縮機

⑥ 汚泥消化槽

形 状 (m)

--------------------
φ250×D 62 

① 汚泥脱水軽量

機 種 水加機圧および真空脱 加圧脱水機
ベルトプレス脱水
帯主

③ 汚泥焼却 ・溶融設備

犠 空」多段焼却炉 よァーヲ溶融炉

----------

-30ー

(2 )運転条件

本実験実施時には、プミ道湖』紅白1浄化センターの1)<処昭総設は 2系列あり、その生物反応

糟は隔壁により 4区画に等分されているが、その内の l系列の伝的部の区l函の散気板を撤

去し、代わりに水中術作機 (1.5KWx3基)を設置して嫌気情とし、燥気 好気活性汚泥

法の運転が可能なように改造した。昭和60年 9月~昭和61年 1)] 9'旬までは、生物反応、槽

は l系列(容吐2，160 rrl) のみを使用したが(運転モード 1)、それ以後昭和61年 3月木

までは水処理設備増設との関連で 2系列を直列に使用し、運転モー ド Iの 2f去の生物反応

糟容量で運転した(運転モード 11)。運転モード l及び運転モード Hの両万ともに生物反

応、憎における嫌気憎と好気憎の容量比は、 1 3であった。

本運転実験では流入水全 f丑を実験系列において処理したため、パイロットプラン卜と異

なり、運転条件を任怠に設定することは不可能であったが、運転状況その他を巧慮して全

期聞を半月毎の実験区画 (Run)に分苫1)した 。表 3ー7に、終実験区商毎の運転条件(、F均

値)を示した。

これらの実験区画のうちで、特殊な条件で運転したものとしては、 Run-6で実験開始に

伴なって運転を中止した系列の生物反応憎で長期間iにわたって好父性消化処尽を行な って

いた活性汚泥を役人 ・処恕した 。 また、 Run-7では汚泥処理プロセスで嫌気性消化補をバ

イパスし、重力濃縮された汚泥を直接脱水した .

ぷ3ー7 宍道樹l東自怜化センタ における実験での運転条件

重量 実験期間1 間)情売Fi号器禁堕 生腕伊 純(g正/芯1) (略∞/1) 5(問d)、

1 60.9.1-9.15 26.6 9.440 3，700 5.5 2.38 1.4 9.6 

2 9. 16-9.30 24.8 9.340 3，710 5.6 2.38 1.1 10.6 
連

3 10.1-10.15 23.4 9， 180 3，610 5.6 3.43 3.6 6.8 I 
転

4 10.16-10.31 22.3 9，240 3，600 5.6 3. 12 4.2 6.0 

? 5 11.1-11.18 20.6 9，310 3，670 5.6 3.02 4.3 5.8 

6 11. 19・11.30 19.0 9，280 3，590 5.6 3. 13 5.0 4.9 

7 12.1-12.18 17.0 9， 150 3，420 5.7 2.84 5.6 4.5 

8 12.19-12.31 15.4 9，440 3，490 5.5 2.84 4. 1 4.7 

9 61. 1. 4-1.16 14.4 8，010 3.490 6.5 3.02 6.0 7.0 

10 1. 17-1. 31 14.1 8，900 3，450 11. 6 2.84 5.4 14.7 

運転 11 2.1-2.15 14.0 8，680 3，770 11.9 3.59 5.6 19.8 

モド 12 2. 16-2. 28 13.6 9，380 4，430 11.1 3.82 3.6 18.9 

11 I 13 3. 1-3. 15 14.0 9，240 4，640 11. 2 4.05 4.5 18. 1 

~ 3.16-3.31 15.0 10， 170 5， 140 10.2 3.68 3.4 15.7 

(注)誌を九品続勝路弘L422?として運転した。
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(3) 水質分析

ノド質分析は、流入水、最初沈殿池流出水、処理水、政流水(;急速ろ過水)については 、

111寺悶毎の 24時間コンポジットサンプルにより、生物反応糟混合液、返送汚泥は定時のグ

ラブサンプルによった。また、濃縮分離液、消化脱離液、脱水ろ液の汚泥処理プロセス返

流水はポンプ稼動時など採取可能な時間帯に採取した。分析頻度は、原則として丹、ノド、

金の週 3回であった。

(4) 逆転結果の概要

表 3-8にリンの除去状況を示す。数値は各実験区画毎の平均値である。嫌気 好気活

性汚泥法による運転開始直後から、良好なリン放出と吸収が観察され、 Run-¥-3ではTI'濃

度 0.3mg八以下の低リン濃度の処理水が得られた。また、活性汚泥の沈降性について著し

い改径が見られた。この後は、汚泥処理プロセスからの返流水リン負街が増大するに伴な

って、生物反応糟流入水リン漉度は次第に増加し、これにつれて処理水PO，-p濃度も次第

に高くなる傾向が見られた。なお、 Run-6で処理水リン濃度が一時的に急に高くなってい

るのは、前述した好気性消化処理汚泥の投入の影響である。

その後、運転モード Hで生物反応槽容積を約 2j音とした後は、再度処理水リン濃度は実

験開始当時と同様なレベルにまで回復した。

表3-8 苅道湖i東紛糾ヒセンターでの運転芙験におけるリン除去状況

聾
流入水 争}}i克流出水 生物反応槍 処理水

融

区 日コ 内，-1' Il' 間，-P A B C D Il' 内，-P
画

4.82 2.06 6.09 3.12 24.6 ¥3.8 0.15 0.06 0.28 0.09 

2 3.99 1.14 6.32 3.15 23.9 ¥2.8 0.44 0.06 O. ¥9 日¥1

3 4.21 2.40 5.96 4.50 34.8 22.2 5. ¥¥ 0.35 0.24 0.2¥ 

4 3.8¥ 2.32 6.59 5.24 32.9 21. 1 6.82 0.41 0.88 0.82 

5 4. ¥3 2.3¥ 1.04 6.06 31.2 26.3 1.68 0.20 0.60 0.4¥ 

6 3.82 2.38 ¥1. 63 8.54 36.4 26.3 9.46 1. 93 4.26 4. ¥1 

7 3.81 2.45 8.18 1.4¥ 30.1 21. ¥ 3.54 O. ¥5 0.89 0.69 

8 4.0¥ 2.36 8.48 1. ¥3 43.5 38.8 33.0 2.49 3.11 2.01 

9 3.42 2.44 8.59 5.8¥ 24.3 ¥8.1 5.59 0.68 1. 49 1. ¥9 

10 ¥ 3.93 2.44 1. ¥4 5.30 24.8 1.66 0.21 日¥0 0.23 O. ¥6 

¥¥ 6.35 2.53 8.29 4.10 32.9 0.50 0.09 0.23 日¥6 0.03 

¥2 ¥ 6.0¥ 2.28 8.06 4.59 33.6 2.45 0.29 0.23 0.21 日¥1

¥3 ¥ 4. ¥9 2.32 8.12 1.06 41. 0 1. 46 0.32 0.13 0.38 日¥4

¥4 ¥ 4.01 2.32 8. ¥3 1.21 34.6 ¥3.1 0.89 0.26 1.54 0.48 

(注)生物凶l;t柑において、 A: 賊気槽、 B~D: 好気槽 (mg/l) 
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1(3-9には BODその他のノk質項目に関する運転結果をまとめた 。プミ道湖東部浄化セン

ターでは、部分的な硝化が生じており、このためにトBODはI白い値を示すことがあ ったた

め処用水BODはATU-BOD濃度で表示しである。運転モード l、 Hを通じて全体的に処理状

態は良く、治澄な処理水が得られた。

表3-9 先菖湖東剖首利ヒセンタ での逆転渓駿におけるBODその他の除去状況

実
流 入 * 五主初悦民弛流出水験

区
BOD ss NH，-N BOD ss 州，-N

画

¥30.5 251.9 22.8 ¥66.ii 98.0 31. 0 

2 204.0 250.3 ¥9.9 81.0 ¥02.0 31. 9 

3 ¥95.0 ¥16.3 24. ¥ 91.5 86.8 29.2 

4 ¥23.3 ¥13.8 25.5 99.1 81.6 30.8 

5 ¥06.0 ¥52.1 26.3 ¥ 09.0 85.1 32.3 

6 92.0 ¥43.2 21. ¥ ¥¥1. 0 ¥01. 2 34.6 

7 ¥38.1 ¥ 02.5 29.1 ¥42.3 93.2 32.5 

8 ¥31.0 85.9 26.5 199.0 88. 1 31. 8 

9 83.5 112. 1 26.0 156.0 143.3 21.4 

10 126.5 102. 1 21. 1 151. 0 101. 0 32. 1 

II 111. 0 155.3 28.0 136.0 106.3 31. 8 

12 140.0 110.9 21.0 141.0 104.9 32.0 

13 185.0 125.0 26.4 194.5 95.8 32. 1 

14 215.0 116.1 29.2 233.5 98.9 32.2 

3. 4. 2 荒川処埋センターにおける運転実験

(1) 実験施設の概要

処 JlI1 

A刊-BOD ss 聞い N

3. ¥ 5.6 23.0 

2.9 5.1 23.3 

2.9 3.4 ¥5.6 

3.4 4. ¥ ¥9. ¥ 

1.9 6.1 23.5 

2.5 8.5 26.6 

3.6 1.9 21.6 

3.0 8.8 :10.0 

1.9 6.0 31. 8 

2.9 3.3 32.6 

3.2 3.3 31. 8 

4. 1 3.9 28.8 

3.9 5.4 28.0 

15.8 32.8 29.0 

/1< 

NO"3-N 

4.29 

4. ¥6 

1.56 

9. ¥ 0 

1.96 

8.01 

3.05 

0.65 

1. 04 

3. 15 

4.33 

4.09 

4. II 

2.99 

(略11)

荒川処理センターは、 I奇玉県荒川左岸流I或下ノド道の終末処理場である。排除万式は、合

流式である。同処理場の水処理万式は標準活性汚泥法であり、実施設}逆転実験にはその l

系列を使用した。この系列は、もともとモニタリング用として設計されており、返送汚泥

系統を合めて任意の運転条件で、他の系列とは完全に独立した運転を行なうことが nJ能で

ある。図 3-4に問処理センターの処思フローを、表 3-6に主要胞設の諸元を示す。

実験系列の生物反応槽は隔壁により 4区画に等分されているが、本実験にあたっては、第

i区画の散気筒を撤去して、水中j覚作機 (11Kw x 2台)を設置し、第 l区画を嫌気憎とし

て用いた。嫌気機と好気憎の容量比は 1 3であった。実験系列への疏入は ー定ノ'1<IJlで行

ない、実験条件により異なるが流入水車は 9，60ト 16.600rrl/日の範闘であった。実験系列
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の余剰汚泥は、政初]沈殿池前のプリエアレーションタンクに返送され、忌初沈殿池汚泥と

ともに最初沈殿池より系外へ引き妓かれた後、標準活性汚泥法系列の汚泥と混合処理され

る。汚泥処理プロセスの4構成は、遠心濃縮及び歪)]濃縮併用による濃縮・加圧脱水 ・焼却

(多段式焼却炉)であり、濃縮分離液と脱水ろ液は説;砂池に返送されている。

最初沈慮池 生物反応縛 最終沈.!ot池

凶 3-4 荒川処盟センターの処pgフロー

(2 )述転条件と水質分析

実施設運転実験は、昭和57年 6月~昭和 58年 2月の則1mに実施した。本実施設運転実験

では、嫌気 H~\活性汚泥法とれ/01.去の 二通りのフローで実験を行なった。実験期間は、

その運転条件によっていくつかの実験区画 (Run) に分割lしたが、ごれらの実験区画では、

Hun-1 ~ 3 &.び 7が嫌気-H気活性汚泥法で運転したものであり、その他はん/0法で運転

したものである .~ 3 -10に嫌気-u気活性汚泥r去により運転した Run-1 ~ 3及び 7の運

転条件を示す。

A2/01:去で迎転した Run-4では、その矧問中、 8月初めと 9月中旬に台風による大l剥があ

り、雨水流入により流入ノド濃度が陪天時に比較して大幅に低い状態がほぼ iヵ月に渡って

継続した。
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ぷ3ー10 荒川処理センターでの運転実験における運転条件

実験区画 I 実験区画 2 実験l孟l碍3 実験区画 7

水温 ('C) 21. 6 22. 1 22. 8 14.4 

流入水fll(rrl/d) 14，340 16， 580 9，620 10， 850 

返送汚泥電(rrl/d) 3，480 4，230 2，450 2， 740 

生物反応、憎HRT(hr) 6.4 5. 5 9. 5 8. 5 

MLSS(g/l) 2.04 2.33 1. 94 2.62 

SRT(d) 12. 1 11.7 12. 3 13.7 

BOD-SS負待 (kg/kg.d) O. 16 日20 O. 10 O. 13 

実 験 期 問 57.6.7 57.6.29 57.7. 15 58. 1. 24 
~6. 28 ~7. 14 ~7. 30 ~ 2.9 

(3)実験結果

表 3-11に、巡転実験の結果について各Run毎の平均値を示す。 Runー1-3は高水海}羽の

運転結果であり、とれに対して Run-7は低水温j切の運転結果である。荒川処理センターは

全体的に溶解性水質指標の値は小さく、最初沈殿池流出水PO.-P濃度も前述の宍道湖*8'[1

浄化センターと比較するとかなり低かった。また、同t争化センターの場合には前述したよ

うに、実験系列は処理場全系列の 1/20程度の処理量であり、しかも余剰l汚泥は僚準法系列

汚泥と混合されるため、嫌気 好気活性汚泥法運転による明らかな汚泥処埋返流水リン負

荷の増大や、それに伴う忌初沈殿池流出水リン濃度のI曽大といった現象は観察されていな

し、。

表 3ー11 荒川処理センターでの運転実験結果

最初沈殿池流出水 処 理 7]< 

rp PO.-P BOD SS NH，-N TP PO.-P BOD SS NH.-N 

実験区画 l 3.43 1.57 87 71 15. 0 0.44 O. 30 6. 0 4. 5 5. 5 

実験区画2 4.78 2. 05 106 109 13.9 0.41 0.23 5. 3 3. 1 10.9 

実験区画 3 3. 30 1. 71 74 62 9.6 O. 80 0.63 4.2 2. 0 1.4 

実験区画 7 4. 16 2. 13 116 83 20.8 0.80 0.46 6. 7 9. 2 17.4 

(mg/l) 
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3. 4. 3 川崎市川瀬下水処理場における運転実験

(1) 実験施設の概繋

川崎市加瀬下;j<処JlM場は、川崎市公共下水道加瀬処煙区の終末処理場である。同公共 F

ノド道の排除Jj式は合if，b:t;:である。図 3-5に加瀬下水処理場の処理フロ ーを示す。また、

表 3-6に 1:'長施設の必えを示す。同処F霊場はt票権活性汚i尼J去の施設であり、嫌気 好気

活性汚泥j去の迎転実験を行な うにあたっては、全 16系列中 8系列を改造して実験系列とし

運転実験を行なった。改造の方法については、生物反応憎は隔壁により 6区画に等分され

いるが、実験系列ではこの内の第 l区画と第 2区画に水中悦作機を設置し て、 嫌気憎とし

た。嫌気憎 と好気憎の容f宣比は 3 5で運転した.実験系列は返送汚泥系統を合めて、 保

準活性汚泥法系列と独立した運転が可能である。

しかしながら、汚泥処理プロセスでは実験系列の余剰汚泥と標準活性汚泥法系列の余剰l

汚泥が一緒に処埋される .実験の前半では、混合汚泥を重力濃縮したが後半では最初沈殿

池汚泥は重力濃縮、余剰汚泥は遠心濃縮により分離濃縮した 。濃縮汚泥は、脱水助斉11とし

て消石灰及び庖化第二鉄を添加後、立型フィルタ ープ レス 機により 加圧脱水され、その後

乾燥、アーク炉溶融処理を経てスラグの形態で処分される。濃縮分離液及び脱水ろ液は、

沈砂池スクリーン部に返読される。

し尿投入

量初沈殿池 生物反応槽 a世終沈lIt池

図 3-5 tJIJ瀬処JlRlJAの処JI.j)フロー

(2) 運転条件

運転実験は昭和61年 4J1より昭和62年 2月まで実施した。このj羽聞を 7実験i玄画 (Run)

に分割lした。本実験の主要日的 0)-つは嫌気 好気活性汚泥法のエネルギー消費盟に つい

てのデータを得ることであったため、必袋忌小空気 l[lを検 . .t する fl 的で、各 Run は 送主~f吉

本(流入水量に対する i且J見Ii.!の比率)で区分し、処理の状似を凡ながら次第に送風¥!ilを減

少させた。表 3ー12に各Run毎の運転条件を示す。各数fl1iは符Runの手均値である。

また、 Run-I では嫌気 好気活性汚泥法系列と標準活性汚泥法系列の流入水fiiを同じと

して運転を行なった.

ぷ3-12 tJUi報処車場での運転友験における運転条件

実験区l国l 実験反画2 実験区幽3
実験区l均4 実験区尚5 I 

2 2 

水温("C) 20.8 24.2 21. 4 17.9 15.5 13.7 13.7 

if，υゾJ<!il(rrl/d) 45. 100 51. 700 46.800 43.600 42.20日 44. 800 45.300 

返送汚泥量 (rrl/d) 12， 100 12.000 12.000 10.300 10.500 10.700 11.600 

生物即r.;相反r(財) 5.7 5.0 5.5 5.9 6.9 5.7 ~ 
MLSS (g/l) 1. 96 2.00 2.40 2.50 2.70 2.40 2.40 I 
SRT (d) 4 6 13 11 10 7 6 

即日お負街(同/kg'd) 。17 。12 0.08 0.09 0.09 日11 0.16 

i迫刻吉本(ー) 3.67 2.98 3.22 2.89 2.41 1. 98 2.39 

期 陪l 61. 4. 1 7. 1 9.21 10.23 11.26 62. 1. 6 2. 1 
-0.30 -9.20 -10.22 -11.25 -12.24 ー1.31 -2.25 

(3) 運転結果の概要

表 3-13にリ ン及びその他の水質項目の処理状況について 名Hun毎の平均値を示す 。加

瀬処理場の最初沈殿池抗出水の特徴としては、 sOD濃度が低 く、れRunの平均値で 43-78m

g/Iと100mg/lにも見たない値であった。しかしながら、実験期間i全体を通じてリ ン除去

は良好であり、各Runの平均M.でTP濃度はいづれも 0.5mg/l を下回った.また、 BODその

他の水質項目についても処JI.ll状況は良好であ った。

また、加瀬処理場では段初沈殿池汚泥と余剰汚泥を分離して泊絡を行なった後、石灰 ・

庖化第 て鉄を脱水助商11として 脱水を行な っているため、汚泥処JI.llプロセスからの返流水に

よるリン負荷慣は流入水リン負街の 5%程度に過ぎなかった。



A 嫌気憎

DN:脱型憎
0:開化憎

返 送 汚 泥

1.1 実睡系列処理フロー

ノタノール

切
沈
抗
出
水

表3-13 11ぽ報処理場での運転実験結果

五主初沈殿池流出 水 処 理 水

百》 問.-P 000 ss 附I.-N 11' 間.-p 即日 ss 附.-N

実験区画 l 4.54 3.09 78 110 14.2 0.22 。13 5.8 3.9 12. 1 

実験区画 2 2.86 2.03 47 68 11.5 日34 O. 19 6.8 3.9 5.4 

実験区画 3 2.05 1. 41 43 47 11. 8 0.16 O. 19 3.9 3. 1 8.6 

実験区画 4ーl 2.69 1. 99 52 61 15.0 0.35 0.27 6.3 3.7 10.7 

実験区画 4-2 2.75 2.04 57 62 14.8 0.29 0.16 7.8 3.6 11. 9 

実験区画 5-1 2.78 2. 17 59 65 16.3 0.45 0.21 4.6 7.0 16.4 

実験区画 5-2 3.55 2.52 72 98 17.0 0.41 O. 14 4.2 8.7 15.7 初
沈
抗
出
水

(略/1)

返 送 汚 泥

M也湖湖南中部浄化センターの実験系列

及び対照系列の処l':Ilフロー

施設名物1 形状寸法 樹首 )J 

昆布j沈殿池 W 13.4 x L 31. 0 x 0 3. Om x 2池

生物反応槽 W 6.3 x L 58.0 x 0 6.5m x 8池 嫌気持?悦持機 3.7kw x 2 f~ 

長終沈殿池 W 13. 4 x L 45. 0 x 0 3. Om x 3池

急速ろ過池 W 2.3 x L 8.7m x 8池 ド[I'Jif，tA

汚泥濃縮設備 正万形 10.0 x 10. 0 x 3. Om x 2 i脊 混合汚泥

汚泥脱水機 tJIIJt脱水機 3台

汚泥焼却.j~V情 、Ii-'担多段焼却炉 (25t炉)

Ibl 従来系列処理フロ

以13-6 

表3-14 琵琶湖湖南中部浄化センターの主袈施設諸元

(2) 運転条件

運転実験は、昭和59年 6月~昭和60年 10月の期間に行なった。このJtJl聞を、運転条件に

よって 7実験区画 (Run) に区分した。表 3ー 15に実験系列の各Run毎の運転条件を示す。

湖南中部浄化センターでは、実験施設でも運転管.E'Il目僚を満足することが第一に優先され

たため、運転実験でもリン除去を安定させるためにぷ行 ~I~ 設的に係々な運転を試みた。

(1)実験施設

琵琶湖流域下水道は分流式の下水道であり、 湖南中日I1浄化センターはその終末処埋場で

ある。琵琶湖湖南中部浄化センターでは、そのH主流木に対して箆琶湖富栄養化防止条例に

よる放派基準値が全リン及び全窒素に対して各々、 TP孟 1.0mg/l 、TN三五 20mg/lである。こ

れらの政流基準値を満足するために運転管理上の目標が設定されており、これらは各々 TP

孟O.3mg/l 、TN孟 10mg/1である。現在、同浄化センターでは、窒素除去プロセスとしては

循環式硝化脱室法、リン除去プロセスとしては同時凝集法が孫用されている。本実験は、

同時凝集法に代わるリン除去プロセスとして、生物学的リン除去プロセスの適用可能性を

調査したものである.

運転実験は、同浄化センターの l系列を改造して行なった。表 3ー 14に同浄化センター

の主要施設の必兄を示す。同浄化センターの生物反応憎は 2.240 rrlの容量を有し、隔壁に

より 4等分されているが、運転実験にあたってはその前半 2区画を更に隅墜を設置して等

分して、 1/4を嫌気情、 1/4 を脱室憎、残り 1/2 を好気情として運転した。また、既設の

隔墜にも改造を加えてその関口面積を減少し、嫌気憎と TJ気情聞の逆留任混合を防いだ.図

3 -6に、実験系列と対照として用いた従来系列の処理フローを示す。本運転実験は、他

箇所とは異なり窒素除去をも行なう必要があるため、リン・塗素同時除去を目的とした運

転実験であり、嫌気-H気活性汚泥法のみのフローで運転実験は行なっていない。実験系

列の余剰l汚泥は、政相]沈殿池汚泥と混合されて他系列からの発生汚泥とともに重))濃縮 ・

加圧脱水後に焼却(多段炉)される。汚泥処思プロセスからの返流水は沈砂池に返送され

琵琶湖流域下水道湖南中部浄化センターにおける実験3. 4. 4 

39 -
38 
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とれらは、忌初沈殿池流出水の嫌気憎及び好気僧へのステップ流入と忌初沈殿池流出水

へのメタノール添加である。また、処理水リン漉度が上昇した場合には、処理場からの要

請により生物反応憎への PAC添加を行なった。

ぷ3-15 髭琶湖湖南中部浄化センターでの実験の運転条件

Run 101 間1 昨今告白 返約書箆 特売F枇(g5/5i) 品fii(1λ{レ添 11iS母子 S (dR T ) 

1 1 59.6.6ω8. 17 3.746 1.230 3.370 2.80 97 。 20.8 

2 9.19-10.3 3.615 1.430 4.780 3.23 158 1. 27 26.2 

3 10.4-12.14 3.448 1.370 4.740 3.25 158 。 23.5 

4 12.15-60.1.3 3.000 1.280 4.320 3. 13 187 1. 03 25.7 

5 1. 4-8. 21 3.017 1. 290 4.290 3.50 190 。 24.9 

6 8.22-9. 18 2.996 1. 240 4.320 3.00 112 。 16.8 

7 9.19-10.9 2.914 1.240 4.200 3.70 。 0.34 29.7 

i出j総ih協五億縦断葬祭紹子宅ゐ詰322?テツプ流入させた。

(3) 運転結果の概要

表 3-16に各Runj，j，の運転結果(各Run毎の平均値)をまとめた。琵琶湖湖南中部浄化

センターの水質的特徴として、忌初沈殿池流出水PO，-P濃度が他の処理湯に比較して低い

傾向がある .この際関としては、既存系列で常時PACの惚気憎末端部への添加を行なって

&3-16 琵琶湖湖南中部浄化センターでの実験結果

R 続初沈殿池流出水 処理水 2警Au 
円 ノドr品 IJOD SS r -P PO.-p T-N IJOD SS r -P PC.-P T -N 

I I 20.8 117 79 2.98 1. 10 22.8 6. 5 9 0.73 0.49 7.0 28.9 

2 21. 3 98 65 2.65 l. 17 24.3 4.9 4 0.20 0.06 4.7 32.7 

3 19. I 142 102 3.26 l. 51 28.8 3.9 4 0.31 0.22 8.6 32.2 

4 16.8 130 114 3.27 l. 64 28.8 4.2 6 0.30 O. 16 8.9 34.8 

5 18. I 128 108 3. 51 l. 35 27. I 3.9 4 。17 0.07 7.8 30.9 

6 22.9 96 94 3.58 l. 26 23. 0 4. I 6 0.42 日29 6.4 34. 0 

7 22. I 97 82 3. 10 l. 10 20.3 3.0 3 0.24 日15 6.8 32.0 

(i主)単位は、 ;)<it;.¥: "C、汚泥リン含有率:mgP/gSS .その他はすべてmg/I

40ー

いるが、残存凝集効果を行する余剰汚泥か毛力濃縮憎から濃縮分離液中に合まれて抗;砂池

に返流されるため1:物j又応榊流入所jに部分的な凝集反応が牛しているためと舷定される.

また、処用水リン濃度は比較的低いlll!であるが、これは日E転'IT:JlP 1]得、偵を満足するために

メタノール添加やPAC添加を行なうといった特殊な操作を行なった 'fiの影響が大きく、メ

タノール及びPAC添加がない場合に、どの得度の処理水リン濃度が得られるかという点に

ついては、実験的にIit必を行なうことが出来なか った。
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第4章嫌気一好気活性汚泥法の実施設運転における特'性と運転管理因子

4. 1 はじめに

嫌父 -hf~\ 活性汚泥r去を実施設に適用するにあた っては、その運転管理因子を十分に杷

躍してお くことが、 効率的なリン除去を行なう上で重要である。嫌気 -hf気活竹汚泥法の

リン除去特性について は、既にリン除去機惜の研究あるいは実験室規模での実験により多

くの知見がのられているが、実施設での逆転管理においては、後々な実際的要因が傾合的

に関i直してくるため、これらの知見が必ずしもそのまま適用できるとは限らず、実際的要

閣が大きく影響することが F怨される 。本市では、第 3市で述べた嫌気 好気活性汚泥法

運転実験の結果に基づいて、実施設運転における同法の特性及びリ ン除去に影響する諸因

子について検λし、加えていl法のリン除去能力、エネルギ-m'l'tと適用上の問題点につい

ても検川を加える.

10 

図 4ー 1 荒川処理センターにおける大雨前後の各憎リン濃度

4. 2 嫌気一好気活性汚泥法の実施設運転におけるリン除去への影響因子

4. 2. 1 降雨の影響

嫌気 好気活性汚泥法のリン除去への影響因子は、洗入下水水質、水温、流入水母及び

その変動パターンを始めとする外的要因とプロセス運転操作条件による内的要因に大別す

ることができょう。このうち、内的要因については人為的に変更が可能であるが、外的要

因については容易に変更することができない場合が多く、与えられた条件として運転操作

により対応することになる。

外的要因の中でも、特にその影響が明確であったのは降雨であり、大きな降雨時には処

座水リン担~l.ll'が高くなる湯合が多かった.その例として、図 4 - 1は荒川処理セ ンターに

おける運転実験で、 A，/Oi:去のフローによる i逆転期間中に生じた台風による大雨前後の各糟

混合液、 i忌初]沈殿池続出水、処箆水のPO.-P濃度を比較したものである。この図に見られ

るよ うに降雨後には嫌気槽でのリン政出がほとんど生じておらず、従ってそれに続く好気

憎でのリ ン吸収も忽きなか ったので、流入水PO.-P濃度は希釈効果により晴天時より低い

にもかかわらず、処理木PO.-P濃度は結果的に晴天時に比較して高くなっている。このよ

うな雨水流入によるリン除去性能の低下に関しては、パイロットプラントや実路設による

運転実験において事例が多数報告されている .

琵琶湖流減下水道湖南中部浄化セ ンターでのれ10法運転実験中にも、連続的な降雨によ

り流入水質、嫌気栂リン濃度、処理水リ ン濃度に顕著な影響が観察された。同浄化センタ

ーは分流式であるが、降!日時には浸入水により涜入水量がかなり地加する。このような反
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入1)<の起源は、日目援合、 t号本マスの湛水あるいは住民による}:;'i:[¥:(1的な汚水マス への J，H水排

除によるものと惟定され、loJ憾な現象は他の分流式下水処毘場でも観察されている 。似14

-2 に同浄化センターにおける昭和 60年 6 月 21 r-l~ 7月4日にかけての降雨世と流入水量

を示した 。この降雨は、台風の後近により前線が刺激されて生じたもので、 Hf当湿の降雨

がが0)2週間に rj_って 断続的に降り続いた 。附天時の流入水虫は、 17，OOOm' /d程度であった

ので、昭和 60年 6月25日の 115mm/dの降雨後には、iffi.人1)<1)1が約 2j音とな っており、雨水

によりがi人水量が大きく影響を受けていることがわかる 。

このような流入水量の地大に伴って流入水濃度の変化が観察された。流入水質その他の

経時変化を凶 4-3に示した。このうち流入水BOD濃度に ついては、 6月25日の大雨の翌

日の担11:<Eにおいては晴天時(6月20日)の 75%程度の値となっているが、流入/ドIJlが崎天

日寺の 2.4 f告にt曽加していることを考えると、単純に希釈されたとした場合に比較して 、濃

度の低下本は小さい.これに対して、 6月28日の降雨では、降雨日・流入水位ともに 6月

26日の値に比較するとかなり小さいにもかかわらず、 BOD濃度は附天時の約 1/3に低 Fし

ている。 i忌初訪:殿池流出1)<BOD濃度が、流入水量と単純な反比例関係にないことの原因に

ついては、 6月25日の降雨では管内唯積物が帰流されて流入したため、コンポジッ卜サン

プルで測定した翌日の流入水BOD濃度はそれほど低 Fしなかったものと考えられる。これ

に対して 6月28日の降雨では、 6月25日の降雨により既に管内唯続物が掃流除去されてい

たため、 I~，î ノドによる汚水の希釈効果がそのまま流入水質に反映されて、流入水BOD 濃度が

大幅に低下したと推定される。溶解性BODについて見ると、降雨直前の晴天時の品初沈殿

池流出水の1容解性BODが32mg八であるのに対して、流入水量が忌大となった 6月初日のそ

れは 12mg/lである 。また、 6月28日の忌初沈殿池流出水の溶解性BOD濃度は 28mg/lと回復

しており、雨水流入による希釈効果が溶解性BOD濃度に反映されていることがわかる。ま

た、 i忌初沈殿池流出水 SS~盟度について見ると、 6 月初日のそれは、 197mg/1 であり、晴天

時 (IOOmg/l前後)より高くな っている。これに対して 6月28日のそれは 67mg/lである 。こ

のように、各水質福標値の挙動から降雨直後(6月26日の測定値)に観察された比較的高

いBOD値は掃流された管内唯続物に由来する浮遊物起因のものであることがわかる 。こ の

ような降雨時の流入水BODの准動は、降雨時の合流式下水において 一般的に観察される現

琵琶湖湖南浄化センターでの大雨時流入ノ，)<'l't等の変動

以上の流入水質の変化に対応して、嫌気憎のPO.-P iQ度の変化を見ると、五支初沈殿池の

NO，-N濃度が 1.2mg八に達した 6月26日に嫌気槽PO.-P濃度は大きく減少している。箆琶

湖湖南中部浄化センターでの運転実験では、晴天時で嫌気槽でのリン政出が良好な場合で

も、嫌気槽PO.干潟度は高だかト7mg/l であったが、これが 6月初日には約 1mg/lにまで

低下している。この日の最初沈殿池流出水BODは比較的高いが、 SS性BODに起因するもの

であり、溶解性BOD滋度は大幅に低下しているために 、嫌気情への流入DO及びNO，引を酸

~14 -3 

象である .

NO，. ，-N(以下、 NO.-N と略)については、 sOD とはその挙動が若干異なり、流入水量が

忌も大きい 6月28日の測定値が忌も濃度が大きくなっている 。こ れは、流入水中のNO.-N

は主として 雨水の涜入に起肉するため、 BOD とは異なり管内上桂樹物の挙動とは関係なく、

流入雨水虫により滋度が決まるためと考えられる。
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IciJ 処JIll場は合 i/ff.式 F 水道の終木処í'~場であり、降 I:f:í 時には流入ドノド水質は降雨の影響を

人きく受ける e 凶 4-4と図 4-5を対照して見ると際水 u詰初沈殿池流出水)のNOx-N

濃度は降雨後にはかなりの上昇が}.!.られており、降IliのU巨人/J<NOx-N濃度への彫響はかな

り鋭敏である。 IJ;i/.1< 00濃度については、そのI目減はl泉水NOx-N濃度とほぼloJ織であるが、

7月 10日以降では NO.-Nの挙動とは必ずしも ー叙していない。このような降雨による原ノド

性状の変化に対して、嫌気槽PO.-I'滋度は前述の琵琶湖湖南中部浄化センターとらl織の変

-・ーー一一4

素呼吸あるいは踏酸性呼吸により消費することができず、嫌気憎が嫌気状態にならなかっ

たと考えられる.この後 6月28日には最初沈民主池流出水NO.-N温度は日 3mg/lに低下し、

嫌気憎PO.-P滋度は、 3.2mg/lまで回復した。その後、 7月3日以降では忌初沈殿池流出

水NO.-N濃度は Oとなったが、嫌気糟PO.-P濃度は再び低下した.

生物学的リン除去法に及ぼす降雨の影響に関する他の事例として、福岡市東部下水処理

場における悔雨期の流入水質及びリン除去状況のデータを図 4-4~5 に示す。 t け
化傾向が認められる。同下ノド処JIll場における降雨期(昭和60年 6JI 26 日 ~7 月 20 tJ )の段

初沈殿池流出水NOx-N濃度と嫌気糟pO.-P濃度の関係を図 4-6に示した.同様に、 M初

沈殿池流出水DO波皮と最初沈殿池流出水NOx-N浪度の関係を図 4ー7に示した。また、!刈

4-8には、|司じくぷ初]沈殿池流出/.1<00濃度と嫌気糟PO.-P濃度の関係を示した。まず似1

4 -7より流入J.l<OOi食度と NO.-N濃度の間には、正の相|主!があることがわかる 。

次に、図 4-8の忌初沈殿池流出水00濃度と嫌気槽pO.-P濃度の関係であるが、段初沈

殿池流出水00波度が高いほど、 k最;ふ憎1'0，-1'濃度は低くなる傾向が比られている.しかし

ながら、忌初沈殿池流出水凹濃度が2.5mg/l程度あっても、嫌気憎1'0.-1'滋度が5mg/1以

。
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上と両いケースが見られる。これらは、図に示したように長初沈殿池流出水NOx-N濃度が

0.5mg/1 と低い場合がほとんどである.これに対して、 ~J 4 -6に示した最初沈殿池流出

水NOλN濃度と嫌気憎PO.-p濃度の関係については、*自]の 2データを除いて、流入水NO

x-N濃度が O.5 mg/l以上の場合には嫌気槽PO.-P濃度が5mg/l以下とな っており、 嫌気付!

における PO，-p政出への阻1-r-効果が見られている.

嫌気槽ではj容仔酸素やNOx-Nの流入があった場合、まず好気性I呼吸により浴存般家の消

、ベ 2

20 

(iJ 

制附市東部処理場における降雨のリン除去への影響

16 12 日30 

1?(]4 -4 

'f'1.がおとり、その結果として浴存酸素濃度がある程度まで低下した時点で備駿性呼吸によ

るNOx-Nの消費が生じるという順序 で反応が進行すると考えられる。間酸性呼吸が生じ始

める DOレベルについては様々な説があるものの、 i照明式問化脱窒j去における運転経験から

は、脱翠憎での00レベルは日 5mg/1以下程度で脱翠が進行することが知られている。

図 4-8において、厳初沈殿池流出水00濃度が高いが、嫌気槽でのPO.-P濃度が高いも

のは、最初沈殴池流出水が嫌気憎にmt入後、速やかに00が脱墾が生じるために十分な低滋

度まで消費され、脱窒により NOx-N も消費されたために嫌気槽における嫌気条件が整いリ

ン放出量が多か ったと考えら れる 。同図で、 00孟 2mg/lかつ嫌気糟1'0.-1'波 度 >5mg/lの

5 
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条件に合致する 7データ中の 5データ (0印)は、&初沈殿池流出水NOx-N浪度く o.5mg/ 

lと低いため00が消費された後、速やかに脱窒が生じて NO.-Nが消費されたものと推定さ
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福岡市東部処理場における降雨の流入水質への影響
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忌初沈殿池流出水00濃度 (mg/l)

ロ

降雨時の初沈流出水00濃度と嫌気糟PO.-P濃度

(福岡市東部処理湯のデータ)

。
図 4-8

o 5 
最初沈殿池流出ノ'1<NO.-N 濃度 (mg/l)

降雨¥1寺の初沈流出ノ'1<NO.-N濃度と嫌気榊PO.-Pi程度

(福岡市東部処!l~~坊のデータ)

残りの 2点については、最初沈殿池流出水NO.-N濃度が各々1.7mg/l 、2.8mg/l とな っ

ている 。 これらの 2点は、図 4-6のNO.-N濃度と PO.-P濃度の関係でも、 *印をつけた

ように特異点的なものとな っている 。 との 2データに ついては、何故流入水00濃度、 NOx-

N濃度共に高いにもかかわらず嫌気糟PO.-P濃度が高いかは不明であるが、いずれにして

も嫌気槽で PO.-P濃度が高いということは、嫌気僧で 00及びNOx-Nがほとんど存在してい

ないことを示すもので、酸素消費速度や脱窒速度が何らかの原因で大きく、流入水中の 00

及びNOx-Nが速やかに消費されたことを示唆している .

以 tをまとめると、次のようなことが言える .

1)まとま った量の雨水流入があると、それに伴な って生物反応憎流入水のD口、NO.-N濃

度が高まる 。また、 T-BOO浪度は管内堆積物の流入により増加することはあるものの、好

気性呼吸や硝酸性呼吸に利用されやすい洛解性BOO濃度は希釈効果により低下する 。

2 )以上の理由から、嫌気僧で嫌気条件が保持できなくなるため 、 リン政出が生じなくな

ることがある。また、 00よりも NOx-Nの方が、より低滋度でリン政出を妨吉する 。
降雨時の初沈流出ノド口0濃度と NO.-N濃度

(福岡市東部処開場の データ)
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ただし、降雨時には流入水リン濃度自体も低下するため、雨水の涜入により生物学的リ

ン除去に阻害が生じても、結果的に処理水リン濃度はそれほど高くならない。降雨による

リン除去への阻害程度は、降雨強度や継続時間といった降雨特性、遮集倍率や処理場の運

転状況、また管きょ内士佳積物の状況等の排水区特性といった因子により影響されると考え

られる。このため、合流式下水道では降雨があれば必ずリン除去の悪化が見られるという

訳ではなく、また逆に分流式下水道ではリン除去は降雨の影響を受けないと 断定すること

はできない.

4. 2. 2 流入水基質濃度

流入水基質濃度は、嫌気一好気活性汚泥j去によるリン除去に大きく影響することが、多

くのベンチスケールやパイロットスケールの諸実験により確認されているが、ここでは実

施設運転における流入水基質濃度の影響について検討する。

(1) 嫌気槽におけるリン放出への影響

第 2章で述べたように、活性汚泥がまず嫌気条件を経験し、汚泥からのリン放出が生じ

ることは生物学的脱リンの前提であるが、 嫌気条件下での活性汚泥からのリン政出量には

基質濃度の影響が大きく、基質濃度が高いほどリン放出量も増大した。図 4-9は荒川処

理センターのデータについて、最初沈殿池流出水BOD濃度と 嫌気槽におけるリン放出量と

の関係を示したものである。ここで、嫌気槽におけるリン放出塁は、 嫌気槽P04-P浪度と

嫌気槽流入混合液P04-P漉度の差である。本図に見られるように、最初沈殿池流出水BOD

濃度と嫌気槽における P04-P放出量の間には正の相関が見られている。
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図 4-9 ~王争')J沈殿池流出水 BOD 濃度と嫌気持1でのリン放出量
(荒川処!'lセンターのデータ)
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また図 4-10は、同じく荒川処理センターの嫌気槽におけるリン放出塁と処理水P04千

波度の関係を示したものである。嫌気糟におけるリン放出量は、図 4-9と同織に計算し

たものである。嫌気槽におけるリン放出量は広い範囲に分布しているが、処毘水P04-P濃

度はこれには無関係な分布を示している。このように、嫌気槽におけるリン放出量が大き

いことは、必ずしも直接に処理水リン濃度が低いことを意味するものではない。
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嫌気糟でのPO，-P放出量 (mg/I)

図 4-10 嫌気槽でのリン放出冠と処理水PO，-p濃度

(荒川処埋センターのデータ)

ところで、嫌気槽でのリン放出量は、嫌気槽ORP と密接な関係があり、嫌気槽ORPが低

いとリン放出量が大きい。例として、荒川処理センターでの実験で得られた嫌気糟ORP と

嫌気槽P04-P滋度の関係を図 4-11に示すが、両者は良い対応を示している。 ζ のように

嫌気情ORPはリン放出量に関して良い指標となるが、流入水基質漉度はこの嫌気糟ORPを

決定する大きな要因である。図 4-12は、ベンチスケール実験で得られた原水BOD滋度と

嫌気僧ORP (白金電極による測定値)の関係を示すものである。このように、原水BOD濃

度と嫌気槽ORP レベルはほぼ比例関係にあり、原水BOD濃度が高いほど嫌気糟の嫌気度が

高い(嫌気槽ORP レベルが低い)ことがわかる。ただし同図中で、原水BOD濃度に対して

嫌気槽ORPが高いデータがあるが、これらはいずれも処理水NOx-N濃 度 >Img/I のケース

である。このことは、硝化が進行して好気僧中の NOx-N濃度が高く、これが汚泥返送によ

り嫌気憎に疏入したために嫌気糟ORPが上昇したことを示唆している。図 4-11の実施設

データで、忌初沈殿池流出水BOD濃度に対する嫌気槽P04-P濃度に幅が見られるのは、こ

のような嫌気槽へのDOあるいはNOx-Nの供給が一つの原因であろう。

以上のことから、流入水基質濃度が高いことは、嫌気僧における ORP レベルを低く維持

し、生物学的リン除去の前提となる嫌気条件を保持する上で有利であるという意味がある

と考えられる。
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Run 4、5 • 

• 
• • •• 

聖甚
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•• • 。LlI~ 
100 。一100 -200 300 -400 

ORP 1，([ (mV) 

l刈4ー11 跡公州ORPfl('と株主d'，"jPO，Pi閲覧 (荒川処.f1!!センター)

0は処理水NO，-N> 1 mg/tのもの

250ト 添 ]<1まRun番号

.3 

.2 

.6 

〉E .4 

.7 
::;: 

E出。l.
9cP8 

01 

50 100 150 200 250 

1，(水BOD漁11):(mg 1) 

1';(14ー12 ";'.水BOD濃度 と級公的 ORPfl('.(ベンチスケール実験)

供給が考えられる 。し かしなが ら、 とれらの愛闘のみが原同で、 k世主i憎の嫌気状態が保持

できない状態まで に至ることは、検討対象とした実施設実験では観策されなか った。 ー伊!

として 、宍道湖東部浄化センタ ーでの実験では、五支初沈殿池流出J}<は返送汚泥と混合後、

嫌気糟に約 50cmの高さから落下するため、落下点、付近では 2mg/l粍度の00濃度が測定され

たが、その他の部分ではORP (白金電極による測定値)は -60 ~-210mvの範囲であり嫌気

憎は嫌気状態に維持できた.また、荒川処理センターと加瀬処理場でも特に嫌気憎の嫌気

度を保持するために、覆?iや-1'活性ガス注入等の対策は行なわなかったが、糟は嫌気状態

に維持できた。通常程度の流入水基質滋度があれば、以上のような嫌気憎水面からの厳素

供給は特に問題にはならないと考えられる。

(2)好気憾におけるリン吸収への影響

好気槽でのリン吸収に対する基質濃度の影響は、実施設の運転結果からは判断しがたい

ため、前述のベンチスケール実験の活性汚泥を用いて室内実験により検討した。実験は、

以下の手順で行なった。

1) 嫌気憎の汚泥を探取し停置沈殿させて上澄みをすて、水道水で数回洗浄する.

2 )未処理下水を各々、以下の割合に水道水(一晩汲み置いたもの)で希釈する。

A 下水のみ

B. 下水:水道水=1 1 

C. 下水:水道水=1 4 

D. 下水:水道水=0 1 

3) 1 Q ビーカーに沈殿させた汚泥を分取し、上記 A~D を加える。実験開始時 MLSS

は、いずれも 2.500mg/lであった。また、各混合液の実験開始時BOO濃度は、 A

が 100mg/l、 Bが50mg/l、Cが20mg/l、DがOmg/lであった.

4) A~D に、 Na ， HPO. を PO.-P として 20mg/l添加してエアレーションを行ない、 一

定時間間隔で混合液を採取してろ液を作成し、 PO.-1'を測定する。

図 4ー13に、混合液ろ液中のPO.-P濃度のエアレーション時間|経過に伴なう変化を示し

た。本結果に見られるように、好気条件下での混合液中のリン吸収速度は、無希釈の都市

下水を用いた Aが他に比較してやや遅い傾向が見られたが、全体的に大きな差はなく、混

合液中の基質滋度は、好気条件でのリン吸収速度に大きな彫響は及ぼさないものと考えら

れる。

(3) プロセスのリン除去 rilへの影響

有機物浪度のリン除去への影響に fJ!Jしては、生物反応僧流入水のBOO/P比あるいはt容解

性BOO/溶解性TP比が重要であるとされる。伊iえば、 EPAは卜 Omg/l以下の処理水リン濃度

ところで、この他に実施設において嫌気憎ORPを尚める要因としては、前述した降雨『 を得るためには、生物反応糟流入水のBOO/TP>20を推焚している o (2) これに対して図 4

1必響は別にすると、嫌気憎の悦枠や返送汚泥の流入等に起|刻する水面の悦乱による駿!iiQ - 14は、荒川処理センタ一、宍道湖東部浄化センタ一、加瀬処煙場の 3実施設の段相j沈殿
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凶 4-13 混合液基質濃度のリ ン奴取への影響

池流出水BOD/P (TP)比とリ ン除去率の関係を示したものである。ことでリン除去率は、品

初]沈殿池流出水TP滋皮と処理水TP濃度についての値である .これらのデータは 、いずれも

即日/P比>1日の範囲に分布している 。また、嫌気 一好気活性汚泥法の運転実験を行な った

他の下水処男湯の品初沈殿池流出水BOD/P比について、表 4ー lに文献値をまとめたが、

このよ うに下水処理場のBOD/P比は、 20以上である場合が多い。

図 4-14によると、品初]沈殿池流出水のBOD/P比とリ ン除去率の関係では、特にある特

定のBOD/P比以下でリ ン除去率が低いとい った明確な関係は認められない。この原因のー
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'&4-1 忌初]沈殿池流出水即日/p比の例

処理 場名 80DI中 文献1l'f号

川崎市入江崎処理場 1 3~22 (9) 

福岡市東部処恩場 25 (4 ) 

J~ ðllrtï鳥羽処恕場 31 (14 ) 

J兵蛤市11，主ゥ丘浄化センタ 2 0~29 ( 15) 

ft琶湖湖南中部浄化センタ 2 7~44 (16 ) 

100j 

ロ時書評・企"企

ロ ・ロ . 
• • • 

企 • 
• • ロ d A 

• 
• E 。毛

aト司. 

凡例

-荒川処理センタ

企宍道湖東部浄化セ ンター

コ川崎市加瀬処恩場

。 10 20 30 40 

段初]沈殿池流出水BOD/P比(ー)

図 4-14 最初沈殿池流出 /}<BOD/P比 とTP除去'fI

っとしては、 実下水の場合には、長初沈殿池流出水のBOD滋l変と TP濃度はともに変動し 、

BOD/P比は分子のBOD波度が通常 3桁の数字であるのに対し て、分母のTP濃度は通常 l桁

の数値であるため 、BOD濃度と TP濃度のわずかな伎の変化により BOD/P比は大きく変動し

結果的にバラツキが大き くなると考えられる。 とのよ うに即日/P比は 、実施設の運転管毘

上は、必ずしもリ ン除去の良惑の直後的な指標とはならない。
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関 4-15はベンチスケール実験結果のうち、 SRTがト12tIの範囲の実験区画について得

られた原水sOD濃度と除去リン虫の関係を示したものである .ただし 、プロセスの除去リ

ン日は、原水TP濃度から処F聖水PO.・p濃度を差し引いたものであり、濃度として表現して

いる 。 ~l に見 ら れるように原水BOD 濃度が増大すると、除去リン量が大きくなっているこ

とかわかる。 j栄J救は、べプトンとグルコースを基質とする合成下水を用いた、 fil1and 

draw方式のベンチスケール実験で、 SRT及びBOD-SS負街を 一定として、原水BOD浪度を

100、200.300mg!1 の 3段階に変化させた運転を行なった結果、除去リン量と嫌気糟でのリ

ン政出喧は、ともに原水BOD浪度と比例関係にあったと報告しており、本検討と間後な結

果をのている。【叫
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1(わ 150 20C 250 

原水BOD濃度 (mg!l)

l苅4-15 J.京水BO日濃度とプロセスのリン除去岱(ベンチスケール)

さて、実施設の場合の&初沈殿池涜出水BOD濃度とプロセスの除去リン量の関係につい

て、図 4-16に 3処理場のデータを示した.この図において、プロセスの除去リン虫は、

忌初沈殿池流出水TP滋度から処理水TP濃度を差し引いたものである。図 4ー16から、母初

沈殿池流出水BOD濃度とプロセスの除去リン毘の聞には、全体的に正の相関があることが

わかる。この傾向は、宍道湖東部浄化センターのデータでははっきりしないが、荒川処理

センターと加瀬処理場のデータについては、明確である.

これについて、図 4ー11には荒川処理センターと }JO瀬処理場における最初沈殿池流出水

BOD濃度と同じく rpiQ度の関係を示した。この図に見られるように、これら両処理場の段

初沈殿池流出水BOD浪l支と TP濃度の聞には、正の相|弘iが見られている。しかしながら、宍
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道湖東部浄化セ ンターの煽合は、返流水リン負仰の影響が大きいため、このような関係は

見られていない ，こ こで、員立与~J 沈殿池流出水BOD濃度と TI'濃度の/ilJに正の相関が見られる

荒川処埋センターと }JUlfA処E霊場では、処原水リン濃度が低い湯合が多く、忌初沈殿池流出

11< TP濃度は除去リン濃度とほぼ等しくなっているため、結!某o9に.G初沈殿池流出水のBOD

滋度と TP濃度の聞にはiEの相関が見られるものと与えられる。

図 4-16中には、図 4-11に示した荒川処理センター及び加瀬処理場における最初沈殿

池流出水BOD濃度と TP濃度の関係式により計算される、あるぷ初沈殿池流出水BOD濃度に

対応する最初沈殿池流出水リン濃度に対して、処理水TPiQ度を'-Omg!1 とするために必要

な除去リン量の直線を示したが、実際の除去リン虫は大部分これらの直線の上自11に分布し

ており、長初沈殿池流出水BOD濃度が低い場合にも処理水TPi震度を'-Omg!l とするために

必要な除去リン量を上まわっていることがわかる。
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また、図 4-18には、 3処理場のデータについて、 品初沈殿池流出水BOD滋度と処理水

TP~度の関係を示した。図に見られるよ うに、宍道湖東部浄化セ ンターのデータは、前述

した返流水リ ン負荷の影響により、かなり広い範囲に分布 しているが、荒川処理セ ンター

と加瀬処理場の データについては、&初沈殿池流出水BOD濃度に関係なく処理水TPi震度は

ほぼ 1mg/l以下である。

このように、ベンチスケール実験結果に見られるように、 BOD滋度のみを変化させた場

合には、 リン除去量に はBOD濃度の彫響が明確に現われるが、実総設の場合には忌初沈殿

池流出水BOD濃度が低い場合には、これに連動してリ ン濃度も低くなるため、読入水B叩

濃度の低下によりリ ン除去量が低下しでも、結果的に処理水リン浪度には大きく影響しな

いと考えられる。
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ことで、標準活性汚泥法における最初沈殿池流出水BOD滋度と プロセスの除去リン

関係を考察してみる。リン除去Bは一般的に次式で表わされる。

の

(4-1) 

ム p 除去リン量 (mg/l)

y 除去BODから汚泥への転換率(-)

/::， BOD 除去BOD量 (mg/l)

p x 汚泥リン含有率 (mgP/gSS)

とこで、最初沈殿池流出水BOD濃度をC5(mg/l)とし、処理水BOD滋度は対象とする段初

沈殿池流出水BOD濃度の範囲では 10mg/lで一定であると仮定すると川、ムBOD = (C5-

10) となる 。標準活性汚泥法における px については、 26mgP/gSS 日》

/::， P=Y・ムBOD ・Px 

ここに、

荒川I(TP= O. 039・C5+0.210)

図 4-17 

200 

最初沈殿池流出水BOD濃度と 1・P濃度の関係

50 100 150 
&初沈殿池流出水BOD濃度 (C5)何g/1) 

。

25 ~34 mgP/ 

gSS'.人 25~38mgP/gSS ，，，等の1直が報告されており 、かなり数値に輔が見られるが、こ

れらの諸数値の中間的な値をと って 、 Px = 30mgP/gSS とする。ところで第 l章1.2. ( 1 ) 

の検討によると、標準活性汚泥法におけるリン除去率は約 50%であり、これは段初i;.t民生池

流出水TP濃度を 4.73mg/lとすると、 2.36mg八のリン除去量に相当する。段初沈殿池流出水

BOD濃度を 140mg/l と考えると '81 、2.36mg/lの除去リン蜜を得るためには、 (4-1 )式か

ら逆算すると Y値は O.6となる。この値はやや小さめではあるが活性汚泥法における YM

として用いられる値の範囲に入るもの であ り、 このことから本検討では Y= O. 6とする 。

以上の諸数値を (4-1) 式に代入すると、標準活性汚泥t去におけるリン除去毘は、 (4-2)式

で表現される.
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ムP=0.018・C5-0.18 (4-2) 

図 4-16中に (4-2)式の関係を示した。 (4-2)式による最初沈殿池流出水BOD滋度と除

去リン量の関係を示す直線は 3処狸場のデータの分布のかなり下方に位置しており、 嫌気
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一好気活性汚泥法によるリン除去量は、同一の最初沈殿池派出水BOD浪度に対して標準活

性汚泥法のそれ以上である.このことは、 (4-1 )式から判断できるように、除去BODから

汚泥への転換率 (Y)、あるいは汚泥 1)ン含有準(P x )が棟準活性汚泥法よりも大きい

ことを怠昧している.このうち Px については、嫌気一好気活性汚泥法では、標準活性汚

泥法より高い P災が得られることは良く知られている。

除去BODから汚泥への転換本(y)については、嫌気一好気活性汚泥法と標準活性汚泥法

で生物反応憎滞留時間が悶ーの場合でも、有機物の酸化分解を行なう好気時間は嫌気一好

気活性汚泥法のHが短いため、原理的には嫌気-H気活性汚泥法の Yi直は、標準活性汚泥

法よりも大きくなる万向であると考えられる。 EPAは、嫌気一好気活性汚泥訟と標準活性

汚泥法の余剰汚泥発生塁には大差はないとしているが、活性汚泥に蓄積されたポリリン酸

や、ポリリン厳に伴う K'，Mg2・等の噌加による数%程度の余剰汚泥発生霊の地加があるも

のと 推定している。川また、加瀬処理場における巡転実験のRun-Iでは、嫌気一好気活

性汚泥法系列と傑準活性汚泥法系列を同ーの生物滞留時間運転時間で運転したが、との期

間の両系列の Y他には 、ほとんど差が見ら れていなか った。

以上のことから判断すると、嫌気 好気活性汚泥法の余剰汚泥発生量は、標準活性汚泥

法と大差ないと考えられる。

従って、図 4ー16において、嫌気一好気活性汚泥法のリン除去量が標準活性汚泥法より

も大きいのは、汚泥リン含有率の差であり、最初沈殿池流出水BOD濃度は、 (4-1)式にお

けるt.BODに闘うしている.

4. 2. 3 活性汚泥 リン含有率

生物学的リン除去プロセスでは、引妓汚泥中のリンf置が除去リン量となる。このため、

活性汚泥リン含有量が大きいほど当然リン除去量は大きくなる。

図 4-19は、 3処開場のデータに より活性汚泥リン含有率(以下、 Px と略す)とプロ

セスの除去リン!立の関係を示したものである。本図から、 3処理場全体のデータを見た場

合には、活性汚泥 リン含有率が大きいほどプロセスの除去 リン量が大きくなる 傾向が認め

られるが、各処箆場のデータを見るとそのバラツキがかなり大きい。この原因としては、

P x のわずかな変化が混合液中のリン濃度に与える影響が大きいことが考えられる。例え

ば、 Px = 4 5mgp / gSSの活性汚泥を想定し、この汚泥の Pxが0.5%つまり 0.225mgP/gSS

ほどI曽加あるいは減少したとする。このt目減分は、 PO.-Pとして混合液中に政出されると

し、混合液MLSSが2.000mg/lであるとすると、混合液中のリン濃度は 0.45mg/l!tl加あるい

は減少することになり、従って除去リン量は 0.45 mg/l噌加あるいは減少する 。ここで、
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凶 4 ー19 活性汚泥リン含有率とプロセスのリン除去怪

第 l平1.2 ( 1 )で述べたように、生物反応樽涜入水TPiO度を段初沈殿池流出水TP濃度と等し

いとして、平均値より 4.73mg/lと仮定すると、 0.45mg/lの地減は除去率にすると士9.5%に

相当する変動を与えることになる。以上の理由から図 4-19の Px と除去リン母の関係に

は、全体的には正の相関が認められるもののその各点の分布にはバラツキが大きいと考え

られる。また、図から Pxの分布範囲は各処埋場で異なっていることがわかる。 Pxのilrr

は、宍道湖東部浄化センターの場合では 24-63mgP/gSS、JJoi頼処埋場の場合では 20-40mgP/g

SS、荒川処理センターでは 28寸 Img/gSSの範囲に分布しているが、宍道湖東部浄化センタ

ーのデータ が全体的に高い Px値となっている。穴i益f胡-*部浄化センターの場合、その松

高値は 63mg/lであるが、既往の実施設運転実験でもこれよりも向い Pxit1iは見られないこ

とから、都市下*を対象とした実施設では 60mg/l程度が P災iiliの上IINと推祭される。

3処理場での運転実験における Pxの経時変化を図 4-20~22に示す。こ れらの図に見

られるように、荒川処理センターの場合には Px は経時的に比較的安定しており、その変

動幅は小さか った。しかしながら宍道湖東部浄化センタ とJJ口湖処埋場の場合には、 P実

はかなりの幅で変動した。このうち、宍道湖東部浄化センターでは PxはH単位での変動

は大きくはないものの、長期的なI目減を示している。すなわち、嫌気一好気活性汚泥法の

運転開始に伴って Pxの漸I骨が観察されて、運転開始後約 2ヵfI、ドでピークにi主した後は
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p，は減少した。これに対して加瀬処理場では、穴道湖東部浄化センターのケ スとは異

なり、長期的なI自滅傾向は明らかではないものの、日単位の変動がかなり激しかった。以

上述べたように、実施設運転においては p，値は一定と見なせるものではなく、かなりの

幅で変動していることがわかる。前述したように p，値は直接リン除去量に影響する因子

であり、 p，I1白を高く保持することがリン除去量を高めるために重要であるが、それでは

juJが p，値を決定する因子として重要なのであろうか。 p，値の決定図チに関する検討と

しては、深瀬が好気槽滞留時間及びSRTが p，値に影響したと報告している。川 H気糟

滞情時間の大小は必然的に有機物負荷やSRTとも関連してくるが、実施設においては、流

入ノ'Jdjt及び嫌気槽滞留時間を変更せずに好気槽滞留時聞を変更することは難しく p，値と

好気情滞留時間との関連を l宣t霊的に検証することは闘難である。このため、ここでは p，

と行機物負荷やSRl との関係について検証を行なうものとする。

また、これらの他に p，値に影響を与える可能性が考えられる因子として、リン除去量

は生物反応憎流入JJ<リン負荷量以上にはなり得ないことから、沈入水リン濃度は p，j直に

影響を有する筈である。ここでは、これらの因子と p，I1直の関連について験討する。

a. {:j機物負街

図 4-23は、第 3l主に述べたベンチスケ ル実験で、 Run-J-6で原水TP濃度は一定とし

てsOD-SS負荷を段階的に変えて p，の変化を調べた結果を示したものである。この場合の

sOD-SSfi仰は、嫌気糟及びH気槽の合計MLSS量に対する値である。本実験結果では、 BOD

SS1H;jがO.3gsOD/gSSまではsOD-SS負待に比例して p，値はややI田大する傾向が見られて

いる。深ifnはパイロットプラン卜実験の結果、好気憎滞留時間は 2-6時間の範囲では短い

科、 l苅p，llliの汚泥が得ら れたとしている。(3)好気憎滞留時聞が短いことは、 BOD-SS負

仰が向いことを意味するため、 j架j頼による結果は本ベンチスケール実験結果とー殺してい

るが、凶 4-23ではBOD-SS負荷がO.3gsOD/gSS以上になると、 p，はかえって減少してい

る。この箆由としては、 BOD-SS負荷がO.3gBOD/gSS以上の高負街条件では、活性汚泥の色

が黒っぽくなっていたことから、 H気糟における酸素供給量が不足し、活性汚泥が若干嫌

父化したことが原因であろうと考えられる。これに対して、図 4-24は実施設運転実験を

行なった 3処理場のデータについて、 BOD-SS負荷と p，の関係を示したものである。ただ

し、 sOD-SS負仰は前図と同僚に、生物反応憎全体のMLSSt置に対する値である。実施設運転

*験のBOD-SS負荷は[ciJ!到のデータ分布から判断できるように、ほとんどがO.3kgBOD/kgSS

以下であり、これは実施設運転においては一般的であると考えられる。図からは、 px 1直

はBOD-SS負仰には無関係に分布している。このととから、ベンチスケール実験のように他
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図 4-24 BOD-SS負荷と px 

の条件の影響を排除した場合には px I1直にBOD-SS負荷の影響が見られるが、実施設運転に

おいては px I1直に対する BOD-SS負荷の影響は明らかではなく、 BOD-SS負荷は少なくとも 0

3kgBOD/kgSS以下の範囲では、 p，1直に対して支配的因子とはならないと考えられる。
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図 4-25に、ベンチスケール実験で得られたSRT と pxの関係を示す。 SRTは次式によ

り計算したものであり、生物反応槽全槽の汚泥量を対象としている。(以下、同じ)

生物反応槽(嫌気憎+好気槽)内のMLSS量 (kg)

引抜汚泥中のMLSS量 (kg/d)+処理水中の SS豊 (kg/d) 7 • 
.1 

8 ・_6 ス

ー.‘

(
由
)
ト
広
∞

(4-3) 

ただし、 Run-5のデータについては、 SRTが64日と運転日数より長いため参考値として

考える.前項で述べたように、 BOD-SS負荷が O.3kgBOD/kgSS程度までは、 PxはBOD-SS負

荷と正の相関が見られた。ごとで、 BOD-SS負荷と SRTは負の相関関係にあるので、 SRTと

P xの聞にも負の相関関係が存在するはずである。図 4-26に各RunのBOD-SS負荷と SRT

SRT(d) = 

9 • 
の関係を示すように、ベンチスケール実験のBOD-SS負荷と SRTは負の相関関係にある。し

かしながら、図 4-23でBOD-SS負荷と Pxの悶に比例関係が認められた Run-1.4.5.6のデ 2 • 4
 
• 

0.1 0.2 0.3 0.4 

BOD-SS負f宵(gBOD/gSS)

l
l培

-

R
J

ハ

U

ータにつ いてみると、 SRTと Px 間の負の相関関係は明らかではない。これは、図 4-26 

にみられるように、 Run-4で、原因は不明であるが、 BOD-SS負荷に対して SRTが小さいこ

とが一因と考えられる。もし Run-4のSRTが、図 4-26から推測して 12日程度であれば、

SRTとpxの聞には多少とも負の相関関係が見られると考えられる。しかしながら、 Run-

1.4.5.6以外のRunも含めた全体のデータについて見ると、 SRTが Px に与える影響は明

BOD-SS負荷と SRT図 4-26 

らかではない。
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これに対して、図 4-27は 3処理場の運転実験で得られたSRTとPxの関係を示したも

のであるが、ベ ンチスケール実験の結果と同様にSRTとPxの聞には明確な関係は認めら

れない。深瀬は、グルコース・ ぺプトンを基質とする filland draw方式のベンチスケー

ル運転実験において、 PxへのSRTの影響を調査した結果、滞留時間が一定の場合はSRT

が長いほうが Pxが大きくなったとしている。(.，ことで図 4-27中の宍道湖東部浄化セ

ンターのSRT:11日未満のデータについては、全て滞留時聞が5.5-5.6時間の範囲である。

とれらのデータについても、やはり Px とSRTの間には明らかな正の相関関係は見られ

ない。以上のことから、 SRTは実施設での嫌気一好気活性汚泥法運転においては、 Pxに

支配的な因子であるとは考えにくい。

C.流入水リン濃度

次に流入水リン濃度の Px値に及ぼす影響について検討を加える。図 4-28は、ベンチ

スケール実験において得られた原水TP濃度と Pxの関係について示したものである。とれ

らのデータは、原水BOD濃度は一定として原水TP濃度を順次変更したRun-ト9のデータで

ある。図に見られるように、 Pxは原水TP濃度に応じて増大し、原水TP濃度の lmg/lの増

加は Pxの2.47mgP/gSSの増加となった。
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図 4-28 原水TP濃度と Px (ベンチスケール)

これに対して図 4-29は、実施設 3処理場のデータについて、最初沈殿池流出水TP濃度

とPxの関係について示したものである。本図においては個々のデータは前述した理由か

らバラツキが大きいため、各Run毎の平勾値を用いている。図に見られるように、実施設

の場合もベンチスケール実験の場合と同縁、 Px と最初沈殿池流出水TP濃度の間には、正

の相関関係が認められる。また、図 4-30に、同じく最初沈殿池流出水PO.-P濃度と PX

の関係を示したが、この場合は図 4-29よりも、より正の相関関係が明らかである。これ
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は、 TP濃度の場合には、化学結合性のリンや有織態リンのように生物学的に分解不可能あ

るいは分解速度が遅い形態のリンが含まれるため、 TP濃度が必ずしも直接にポリリン般の

蓄慎重に寄与しないためであろう。
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図 4-30 最初沈殿池流出水PO.-P濃度と Px 

嫌気槽で放出されたリ ンが、好気槽で活性汚泥中に大部分再吸収されて、十分に低い処

理水リン濃度が得られている場合には、プロセスのリン除去量は最初沈殿池流出水リン負
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が大きく変わるといった運転管理への

" " d 

ロ
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，f，除去の場合のように水温によって必要反応糟容

重大な影響はないと考えられる .

ロ
C
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荷喧とほぼ等しくなるはずである.プロセスのリン除去母は、 (4-3)式より PX値と余剰

汚泥発生賓の績であるが、余剰汚泥発生量については、実施設では夏期には冬期より 一般

的に流入水滋度が低いととから 、余剰汚泥発生母に季節差が見られることがあるものの、

短い期間では大きな変動はなく、余剰汚泥発生量はほぼ一定と考えて良いであろう.従っ

て、 Px 1直が品初沈殿池流出水リン濃度と正の相関関係があるという事実は、最初沈殿池

流出水リン負街喧(リン濃度)により Px 1直が決定され、これによって、結果的に除去リ

に相当するリン負符E置が系外に排出されているごとを示唆していると考えられる。

また、このことから惟察すると Px 11直の短期間での変動の一つの原因としては、汚泥処
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恩返流水の返送等の原因による忌初沈殿池流出水リン滋度の変動が考えられる.

ただし、 Px 値を決定する要因が最初沈殿池流出水TP濃度のみであるとは考えにくく、

この他にも Px値を決定する要因は存在するはずである.仮に、原水リン濃度が十分に高

い状況では、 Px 1出は活性汚泥細菌のリン蓄繍能力等の要因によ って決定 されるのであろ

う.ただし、都市下水を対象とする実施設運転の場合は、返流水リン負荷が大きいケース 25 
を除けば、段初沈殿池流出水TP濃度は比較的低く、また処理水リン濃度も十分低い場合が

多いために、前述の理由から px 1直には最初沈殿池流出水TP濃度の影響が卓越する。

流入水量変動が嫌気一好気活性汚泥法によるリン除去に与える影響について検討する.

パイロットプラントによる嫌気一好気活性汚泥法運転実験において、流入水量を変動させ

た運転を行なった。本パイロットプラン卜による実験の詳細については、第 3章3.3に述

べたので省略するが、流量変動は原水供給ポンプの流毘制御により流毘パターンをかけて

運転した。流量変動幅は、段大流量:平均流量:忌小流量=1.46 : 1 : O. 55であった。ま

た、平均流量に対する生物反応槽滞留時間は、 3.5時間であった.流量変動パターン及び

流量変動運転時の最初沈殿池派出水、各槽混合液、最終沈殿池流出水のリン濃度の測定結

果を図 4-32に示す。流壇低下時には嫌気槽滞留時聞がI首大するため嫌気糟リン浪度が高

くなり、流量増大時にはとれと反対の現象が観察された.この結果、流量低下時に嫌気槽

において多量に放出されたリンが、その後の流量増大時に好気槽に流入した場合、好気槽

で滞留時聞が短いため吸収しきれなかったリンが処理水中に残存し、処理水リン滋度を高

める結果となった.

荒川処理センターでの実施設運転実験においても涜貫変動逮転を行なった。流量変動幅

は涜量比で、最大流量:平I勾疏量:最小流量=1. 54 : 1 : 0.62であった。悶処埋センター

ll~ 初沈殿池流出水ノk温と PO. -P 除去，名~14 -31 

変動流入水4. 2. 5 
4. 2. 4 水温

嫌気状態における汚泥か らのオ jレトリン放出速度と、虫干気状態でのオル卜リン吸収速度

について水温の影響を回分ぷ験により調べた結果では、リン政出速度やリン吸収速度は水

温に依作し、水温が高いほど大きいとする報告が多い.刊日引い 0)

しかしながら、実施設 3処理湯のデータでは、夏季あるいは冬季の水混の上昇あるいは

低下によって特にリン除去への影響は観察されなかった。図 4-31に 3処埋場のデータに

71 -

ついて、各尖験区画の最初沈殿池流出水水温と PO.-P除去率の関係を示す。これらのデー

タは、実験区画のBOD-SS負街がO.1 kgBOD/kgMLSS以ヒかっPO.-P除去率が75%以上の実験

区画のものである.後者の条件については、除去率が著しく低い場合には返流水リン負荷

の影響のような特定の原因が存在するので、このような実験区画は除外したものである。

図 4-31では段初殿池流出水水温は約I4"Cから 27tの範囲に分布しているが、忌初殿池

流出水水温が低い湯合でも 80%あるいはそれ以上のPO.-P除去率が得られていることがわ

かる.また、データの分布についても、水温と除去リン煙の閣には特に明確な傾向は見ら

れていない.以上のととから、嫌気 好気活性汚泥法においては、嫌気条件でのリン政出

速度や好気条件でのリン吸収速度は自体は水泡の影響を受けるとしても、実施設で生起す

るような水温の範囲では、プロセスのリン除去に与えるポ温の影響は小さく、生物学的窒

-70 -



、ーーーー

500 

~ 
伺口>"

争時

300 回
ヨ

ー寸十寸200iE

I I ~ 1∞ 

-7・」。

之ト ifrI人水位
竺15ト 「一一一一一-1
自十 i 1 
結 ~ : 一一一一一一寸
ι10~ _!門

5 

0 1012148 161820Z20  

日寺主IJ

水出流池

糟

禍

-
殿

戸川
一見

盛
岡
憎
詳
及

型
毒
l
2理

円形
嫌
脱
第
第
処

O
ロ
圃
A
U

企.

Hi9IJ 

荒川処埋センターにおける流鼠変動運転結果

は5.7時間であった。また、流入水量は、最大水量と最小水量の比が約2.3倍と、荒川処

理センターとほぼ同程度の変動幅を示したが、流入水量のとのような変動に対して、処理

水po.-P濃度は安定的にほぼ Oである.

以上のごとから、パイロットプラント実験のように、生物反応、僧滞留時間がかなり短い

場合には、流入水量低下時に嫌気僧で放出されたリンが、その後の流入水量t曽大時に好気

僧での滞留時聞が小さいため、吸収しきれないで処理水中に流出し、処理水TP濃庭がt曽大
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するという形で流入水量変動の影響が見られることがあるが、標準活性汚泥法と同程度の

生物反応槽滞留時間であれば、流入水量変動があってもリン除去は安定しており、特に嫌

気一好気活性汚泥法の前提として流入水量均等化は必須ではないと考えられる。

パイロットプラントにおける流量変動運転結果

では、流賢変動運転を行なった当時、嫌気一好気活性汚泥法運転ではなく、嫌気槽ー脱墾

糟一好気僧という構成としたれ/口法の運転を行なっていたために、生物反応槽滞留時間は

図 4-32 

平均 11.8時間と長か った.各槽の容量比は、嫌気憎:J悦号室槽:好気槽=1 1 2であ っ

た。図 4-33に、流量変動運転時の各点でのリン浪度の祖IJ)E結果を示す.図に見られるよ

うに、ベンチスケール実験と間後に、流量増大時には嫌気槽滞留時間が短くなるため、嫌

一73ー

気糟におけるリン放出血は低下した。また、流量低下時には、これと逆の現象が生じてい

る.しかしながら、流量低下時に嫌気僧で多く放出されたリンは、続く好気槽で完全に吸

収されているため、処理水リン濃度には流入水量変動の影響は見られない。参考までに、

人工的流量変動ではなく、自然流量変動のリン除去への影響のデータとして、川崎市加瀬

処理場における通日調査の結果を図 4-34~35に示す。との場合、生物反応憎の滞留時閣
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図 4-35 加瀬処理場の通日調査結果

4， 2， 6 好気僧00滋度

好気憎00濃度のリン除去への彫響については、片山らはベンチスケール実験の結果、好

気槽00濃度は活性汚泥のリン吸収速度に影響を与え、リン吸収速度は好気槽00濃度が高い

ほど大きいと報告している (11)また、佐々木らは、パイロットプラント実験で好気僧末

端00濃度を 5mg/l、Img/LO. 2mg/l と段階的に低下させた運転を行なった結果、 00濃度が日

-74ー
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2mg/1では処理水リン濃度がI曽大したと報告している o (12)好気僧00温度が低下した場合

に処理水リン濃度が崎大する現象については、好気糟内の活性汚泥フロック内部で酸素消

費の結果、嫌気部分が生じ、そ ζ でリン再放出が生じることが主な理由であると考えられ

る。第 3章で紹介した実施設運転実験では、荒川処理センターにおける運転実験の Run-2

を除いて、いずれも好気槽末端の00濃度は Img/1 を上回っており、特に 00濃度が低い状態

ではなかった。ただし荒川処煙センターでの運転実験における Run-2では、好気僧末端の

00滋度が平均 O.6mg/1 と他のRunよりかなり低かったが、平勾処埋水PO，-P滋度は 0.23mg

/1であり 、他のRun と比較して高い値ではなく、低00濃度の影響は見られなか った。これ

に対して、川崎市入江崎処理場での嫌気一好気活性汚泥法実施設運転実験では、好気糟末

端00湿度がかなり低下したケースがあり、との場合には処理水PO，-P滋度の上昇が見られ

ている。(7)表 4-2にこの状況をまとめた。このようにト0.2mg/1程度の00濃度では、

好気糟ORP レベルがマイナスとなっており、+習が好気状態に保たれていない。この条件下

では、対照として示した 00濃度 =3.3mg/1の場合と比較して、処埋水PO，-P濃度がかなり

増大していることがわかる。これらのことから判断すると、好気槽末端iの00浪度は Img/1

以上を確保することを目標とすれば、好気槽活性汚泥における嫌気部分生成ーリン再政出

による処理水リン滋度増大は防止できょう。

表4ー2 人江崎処理場での低好気憎∞時の処埋ノ')<po，-p浪度山

10 111 

. 83. 6. I . 83. 6. 15 83. 12.2 

送風情，事(ー) 1.3 2. 0 2.5 

MLSS(mg/l) 2.360 2.360 2.510 

Uxi.fflボ綿閃(mg/l) 0.2 。 3.3 

H気槽末端ORP(mV) 20 土日 + 170 

h子主1憎末端内，-P(mg/1) 2.56 0.47 0.01 

処理水内，-P(mg/1) 3.63 0.80 O. 37 

4. 2， 7 長終沈殿池におけるリン政出

k子気憎で混合液中のリンを吸収した汚泥は最終沈殿池で聞液分熊されるが、忌終沈殿池

内に推積沈降した汚泥が、酸素呼吸による 酸素消費及び硝酸性呼吸による般化態窒素消費

を経た後、最終的に嫌気状態となった場合には、一旦吸収したリンの再放出が生じる可能

性がある。荒川処理センターでの運転実験の結果では、返送汚泥浪合液ろ液のPO，-P濃度

は好気糟末端でのPO，-P濃度よりも大幅に高く、員立終沈殿池の汚泥界面下でリンが再放出

されていることを示唆している.このように、忌終沈殿池で沈殿した汚泥から再放出され

75ー



図 4-37に、荒川|処理センターでの実験における忌終沈殿池汚泥界面高と最終沈殴池内

でのリン再放出量との関係を示した. Run-5-7は汚泥界面高はほぼ同じであるが、 Run-7

でリン再放出量が特に大きいことについては、前述のように返送汚泥ろ 液COD濃度が高い

ととが影響していると考えられる。返送汚泥ろ液COD濃度に大産のないRun-2，3， 5， 6につ

いて見ると、返送汚泥ろ液COD濃度はRun-2が長も大きく、 Run-3 とRun-6がほぼ等しく

Run-5が最も小さいが、 PO.-P放出璽について見ると、逆に Run-5，6>Run-2，3となって

いる.この理由としては、 Run-5，6では長終沈殿池汚泥界面が 2m程度と高く、これは水

面下約 2mにあたるが、この程度の距離であると返送汚泥中で再放出されたリ ンが池内水

流によって拡散し、処理水PO.-P滋度に影響するものと考えられる.このように、汚泥界

面下で再放出されたリンの処恩水リン濃度への影響程度は、五主終沈殿池汚泥界面高により

『、-←

たリンが上部の液中に鉱散した場合には、処理水リン滋度を高める乙とが考えられる.

図 4-36は、荒川処理センタ の実験で得られた返送汚泥ろ液COD濃度と同PO.-P湿度

及び最終沈殿池内でのリン再放出量の関係を示したものである.ととで、最終沈殿池内で

のリン再放出置は、処理水PO.-P濃度と好気糟末端のPO.-P滋度の差である。本図中のデ

ータには、 A2/O法のフローによ り、窒素除去をも行なった期間 (Run-4-6)も含まれている

、、
出「

E 0.5ト l

i腿 0.4ト|

軍基 0.3~ ・7 I 
斗 0.2~ I 
~ 0.1ト l
U 喝 1 2.ー ・6 1 
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窓 口.5 1.0 1.5 2!J 2.5 

五支終沈殿池汚泥界面高 (m)

左右される。

が、いずれも傾向的には同じであり、返送汚泥ろ液COD濃度が高い種、返送汚泥混合液

PO.-P濃度は高く、またリン放出量も大きい傾向にある.図 4-36中の各データのうち、

Run-4は降雨の彫響で流入水基質濃度が低かったことに加えて、滞留時間も全実験区画中

で忌も長かったために返送汚泥中の残存基質が少なく、リン再放出塁が最も小さくなった

ものと考えられる.とれに対して Run-7は忌も低水温矧であったので、有機物の酸化分解

が遅く、返送汚泥ろ液中の残存基質量が多かったために、リン再紋出量が大きかったと与

えられる.また、前項で述べたように Run-2では、好気情末端でのDO濃度が低かったが、

之の影響は PO.-P放出量及び返送汚泥PO.-P濃度には認められない。
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今土
忌終沈殿池汚泥界面高とリン再放出喧t:荒川処理センター)

表 4-3は、川崎市入江崎処理場での嫌気一好気活性汚泥法運転実験で最終沈殿池にお

いてリンの再放出が生じたケースについて、その原因を推定したものである。(')この場

合には汚泥界面高の浪'1定はなされてないが、荒川処理センターの場合と同様に忌終沈殿池

内の汚泥貯留量が噌加じ、汚泥界面が上昇した場合にリン再放出の影響が処理水リン滋度

の上昇となって現われている.

以上のことから、段終沈殿池でのリン再放出及びその処理水リン濃度への影響を防止す

るためには、最終沈殿池汚泥界面高の適正な管理と十分な基質除去が重要であると考えら

図 4-37 
.7 

-4 
5 10 15 20 25 

返送汚泥ろ液 COD濃度 (mg/1) 

.2 

.6 ・3.， 
・5
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れる。
返送汚泥ろ液COD濃度と同PO.-P濃度及び最終

沈殿池でのリン再政出量(荒川処理センター)
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図 4-36 



会4-3 hl終沈殿池でのリン再放出とその保同(人?I:崎処理湯)山

見詰停 結15併 tttιされる版凶

tfiiJtoのU'iめ過ぎ汚泥引抜弁閉':fJ，;

， 83. 11 14 0.02 0.46 。 。
。83.11. 15 0.01 0.38 。 。
。83.11. 16 日日2 0.48 。 。
. 83. 11. 17 0.02 0.46 。 。
83. 12.7 日02 0.53 。

。83.12.9 0.07 0.75 。

4.2.8 流入水金凶滋度

都市下水を対象とする生物学的脱リン法では、そのリ ン除去の主要部分は活性汚泥への

ポリリン酸の蓄債という生物学的現象によるが、 -}jではCaや Mg等の金属と結合して不溶

性塩を形成するという}f;で水中から除去される部分も無視しえないととが明らかにされて

いる 。 (17)例えば、入江崎処理場における嫌気一好気活性汚泥法連転実験の場合には、暖

気糟活性汚泥のSTSi:去による分画の結果、化学結合性リンが汚泥内全リンの 50%以上を占

めるほど多いことがわかっている。 (17)

凶 4-38に、荒川処理センターでの生物反応糟内での混合液ろ液における各金属の濃度

変化の測定結果を示す。 Ca以外の金属はpo.-Pと同じ濃度変化の傾向を示し、特にポリリ

ン酸に付随する MgとKではその傾向は顕著である 。また、 Feについても濃度変化は小さい

ながら悶織な傾向が認め られる。

また、実施設による実験を行なった 3処理場(宍道湖東部浄化センタ一、荒川処理セ ン

タ一、加瀬処理場)の生物反応槽流入水金属濃度調IJ定結巣を表 4-4に示す。荒川処理セ

ンター及び加瀬処煙場では、加圧脱水機の脱水助A1Jとして石灰と泡化第二鉄を用いている

ため、高分チ凝集部iを用いているベルトプレス脱水機を係用している宍道湖東部浄化セ ン

ターと比鮫して生物反応槽流入水のCa、Fe濃度が明らかに高いことがわかる。また、 Mg濃

度に関しては 3処理場とも大差ないが、 K濃度については加瀬処理場が他二処理場よりも

低い値となっている.

これらの各処理場の活性汚泥 1)ン含有率のt首加に金属との化学的結合による不溶性庖が

どの程度寄与しているかについては、リンの形態分画データがないため判断できないが、

生物反応憎流入水のCa、Fe濃度が忌も低い宍道湖東部浄化センターにおいて、前述のよう
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図 4-38 坐物反応憎l村での金I;fi.煩及びpo.-Pの濃度変化(荒川処!'I_!センター)

ぷ4-4 生物反応糟流入水の金属濃度iJIIJ定結果

処 理場名 l 

宍道湖東部1/1化センター

vi立与

21"Jの測定の平均1lf(荒川処理センター

加瀬処F草場

何g/l)

に忌も高い活性汚泥リン含有率が観察され、また、汚泥処理プロセスからの返流水リン負

街が小さい場合には高いリン除去率が得られたととから、嫌気 好気活性汚泥法の運転に

おいては、脱水ろ液による Ca、Fe供給は良好なリン除去を達成する上での必要条件とは考

えられない。
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嫌気-~fえ活性汚昔話法の処理水リン濃度

これまでに、嫌気 好気活性汚泥法の実施設運転におけるリン除去への影響因 Fにつむ

3 4 

j、L例

荒川処理センター

ーlJ[Ji報処理場
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一入江崎処理場
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て検討してきたが、流入ノ，)<)ま質濃度や雨水流入のような外的要因については、プロセスの

運転管関技術Iによる対応でその影響を消去することは容易ではないと考えられ、リン除去

能力を判断する上では、これらの要因の影響を包合して与えることが必要である。本明で

は、このような視点から、嫌気 好気活性汚泥法によるリン除去能力について、実施設運

転実験の結果をもとに検討する。

図 4-39に、実胞設による運転実験を行なった穴道湖東部浄化センタ一、荒川処煙セン

タ一、川崎市加瀬処理場における忌初沈殿池流出水の全リン(以下、 TPと略す)濃度の累

樋頻度分布曲線を示す。また、図 4-40には同僚に各処理場における処理水(長終沈殿池
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流出水) TP滋度の累隙頻度分布曲線を示す。両図中には参考として、川崎市による入江崎

下水処理場での嫌気一好気活性汚泥法の実施設運転での最初沈殿池流出水及び処理水 rp濃

度を併せて示した。ただし、宍道湖東部浄化センターのデータについては第 5章で詳述す

るように、汚泥処Jlflプロセス楠成上の理由から、返流水リン負荷が運転実験の継続につれ

10 
。

設初沈殿池流出水TP濃度の分布

凡例

一一一定川処埋セ ンタ一

一ーー加瀬処理場

宍道湖東部浄化センタ一

一一入江崎処理場

図 4-39 
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て増加し、品初沈殿池流出水リン濃度が大幅に増大したため、{也実験との比較上汚泥処理

プロセス返流水のリン負荷が流入水リン負荷の l日目以下である期間 (Run-1 ~ 5 )のデー

タを用いた。また荒川処理センターのデータのうち、 Run-7ではその期間中に最終沈殿池

汚泥界面が高く、汚泥からのリン湾政出の影響により処理水リン濃度が高い状態であった

ので、 Run-7のデータは図 4-39からは除外してある。

図 4-39に見られるように、忌初沈殿池流出水のTP濃度の分布は、汚泥処理プロセス返

流水の影響の大きかった宍道湖東部浄化センターのデータを除いて、荒川処理センタ一、

加瀬処理場、入江崎処理場ではほぼ同様とみなせる。これらの 3処理場は、いずれも汚泥

処埋プロセス中に嫌気性消化槽を持たず、また脱水機符!はフィルタープレスで、脱水助卸!

として消石灰及び応化第 2鉄を用いている。また、全施設の一部を用いて 嫌気一好気活性

汚泥法運転を行なったため、汚泥処理プロセスからの返流水リン負荷の影響が小さく、返

流水による段初沈殿池流出水リン濃度の噌大は見られなかった。とのことから、汚泥処理

プロセスからの返流水リン負荷の影響が小さい場合には、五主初沈殿池流出水TP濃度分布は

ζ れら 3処理場の&初沈殿池流出水TP濃度分布に頬似すると推定される。

1.5 0.5 1.0 

TP濃度 (mg/ 1 ) 

。

しかしながら、&初沈殿池続出水TP濃度の分布がほぼ同保であっても、図 4-40のよう

に処理水TP濃度の分布の仕方には処理場によってかなりの差が見られる。すなわち川崎市

の雨処理場では全体的に処理水TP濃度は低い傾向があり、 !mi頼処理場では、全データの 96

%が 1.0mg八以下、 83%が0.5mg/l以下、入江崎処.[111場では全データが1.Omg/l以下、同

じく 97%がO.5mg/1 以下という分布になっている。これに対して、荒川処理センター及び
処理水TP濃度の分布

-81-
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宍道湖東部1浄化センターでは、処煙水TP濃度の分布;立川崎巾のroLJ処開場のデ--7より令体 は処用水質をチェックしながら徐々に送風電を減少してゆき、処JlV水質が悪化しない限界

的に fおめであり、定川処即センターの場合、全データの 85%がj_Omg/l以下、 52%がO.5m に近いと思われる送風!itを選定した.処煙水質のチェックには、 1biも簡便で速やかに判断

g/I以下である.また、火道湖東部浄化センターの場合、全データの 98%がl.Omg/I以ド できる指標として透視度を用いた.

であり、 68%が0.5mg/1以トである。
ぷ 4-5に送風動)Jの比較紡巣を示す。表中には参巧 11百として、 1，;]じく川崎市の入江崎

とのように、実験問所によって処理水リン濃度の分布のfl:方には差が見られるが、 ζ れ 処卵場で昭和 58年度に行なった嫌気一好気活性汚泥法実施設運転夫験における嫌気-H~\ 

らの実施ciQA験結果を総合的に評価すると、嫌気 一好気活性汚泥法によれば処開水リ ンi践 活性汚泥法系列と標準活性汚泥法系列の送j乱動力データを If、す.また、 rojじく参考値とし

皮はその太郎分が 1.0mg/l以 Fであるものと JJえられる。第 l立図 1- 1にぶしたように て、全国から嫡出した標準活性汚泥法処喫場の送風動力データ(斗陥]送風動力データ)を

僚準活性汚1ft.11;では:次処原水TP濃度は全データ 0)90%か3.8mg/l以下 50%が2.2mg/1 '1、してある。ぷ中の加瀬処理場でのRun-5-2の送気尽は Runートlに比較して大きいが、乙

以 Fといった分布をしており、嫌気一好気活性汚泥j去により傑椴活性汚泥法と比較しでか れは Run-5-1 の運転で両系列ともに処理水SS濃度が高まる傾向が見られたために、送j亜i¥f立

なり向いリン除去唱が得られていることが明らかである。倹o.t対象としたミつの実施設速 をt曽大した結果である。

転実験では、いずれも既存の標準活性汚泥法施設の昧気情ぷ前部の医画にJ覚作機をぷi売す

ることにより嫌気ゾーンを設け、嫌気一好5c¥活性ttJ泥法施。立に改造したもので、特に嫌気

槽の密i刻化や返送汚泥流入方法の改造等の嫌気条件を保証するための改造は行なわなか っ

た。また、流入IJdi1、滞留時間、 BOD-SS負何等の述転条件についても、標準活性向泥法の

運転条件の範囲に含まれるものであり、特殊な運転は行な っていない。こ れにも拘らず、

嫌気一好気活性汚泥「去の運転により、リン除去率の大幅な向 tが得られていることから、

同法の運転においては、装(育的にはこのような簡易な改造で十分であり、また特殊な運転

を行なわなくても、 t票準活性汚泥j去に比較してかなり尚いリン除去率が期待できると巧え

られる。

4. 4 雌気 -H気活性汚泥法のエネルギー消費

本 Jfj では、嫌気 -H~\活性汚泥法のエネルギー消'!'l.について検dする 。 嫌気 -H公活性

汚泥j去を様権活性汚泥I去と比較した場合、エネルギー消授に廷が生じる可能性があるとす

れば、それは次のような嫌気一好気活性汚泥法のプロセス情成 1:の特科に起肉するものと

考えられる。

(1)嫌気持?の存在によりエアレーション時間が短紛されること。

(2) 嫌気憎は微械的 に悦伴されること.

k植気 H気活性汚ilEi去の巡転を行なう場合には、生物反応糟全滞留時間はほぼ変わらな

いが、生物反応糟の 1/4f'j!度が嫌気憎となるため、エアレーション時間が短縮され、これ

は送j凪Eの減少につながる可能性がある。川崎市加瀬下水処F霊場での嫌気一好気活性汚泥

法運転実験では、同ー条件下で嫌気ー好気活性汚泥Itと標準活性汚泥j去の 2系列を運転し

たが、この巾のRun-5-1-2において両系列の必要送風情の比較を行なった。実際の施開貨の

運転で必要送風日の限界を正確に知るととは容易ではないが、 JJ日瀬処理場における検証で

A4-5 生物反応糟送j亜Uhよlの比較仏果

処器煙'/d水) 員臨労
単位処埋水量当り 惟1立即日除去量当り

(k~h/N.') 送風畳(Nm'/m') 送風動力(kWh/m') 送風!ll(Nm'/kg) 送風動力(kWh/kg)

Run5ーl 44.840 1. 98 0.052 35.01 0.910 
0.026 

加 Run5-2 45.35日 2.39 0.062 33.87 0.881 

t額 Run5-1 39.481 
0.026 

2.51 0.065 46.09 1. 198 

Run5-2 39. 965 3.41 0.089 49.52 1.287 

入詰t量気好気法 37.250 2. 16 0.048 
0.022 

標準法 36. 000 2.80 0.062 

0.039 4.50 O. 153 48.23 1. 738 

II 0.036 3.94 O. 144 44.33 1. 638 

田 0.046 3.60 O. 145 50.27 2.026 

(i主)!?iifzfziii;;i;23妥結gg触事業霊魂車場お幸雄

本.&の送風動力データによると、まず標準活性汚泥j去における処理水恒三'jり送風電につ

いては、全国平均値と加瀬処理場あるいは入江崎処理場のデータを比較すると、全国手均

値が加瀬処理場あるいは入江崎処埋場の値よりもかなり大きいことがわかる.これら雨処

R霊場では、いずれも嫌気一好気活性汚泥法系列と原準活性汚泥法系列の送風動力の比較を

行なう意図があったため、送風日設定が過大とならないように配慮していたが、 A 般的に

は送風動力の設定については「下水道施設設計街針と解必Jで、標準活性汚泥r去の際、準的

送風倍率として 3-7Nm'/m'があげられているものの、具体的な送風墳の設定基準は示され



ていない.このため、実際の運転では送風量をかなり安全世1)に大きく設定するケースが多

く、過大となっている場合も多いと考えられる.とのことから推察すると標準活性汚泥r去

における送風動力尽はそれ自体必要最小限の値ではなく、まだ削減の余地はあるものと考

えられる。

とこで、加瀬 ・入江崎両処理場における嫌気一好気活性汚泥法系列と標準活性汚泥法系

列の単位処煙水培当り送風畳を比較すると、いずれも嫌気一好気活性汚泥法系列の送風

は保準活性汚泥法系列の送風量よりも 70サ 0%小さくなっていることがわかる。また、加瀬

処理場について除去BOD当り送風量で比較しでも同僚な結果となっている。しかしながら

除去BOD当り送風動力慢の全国平均値と加瀬処埋場の値を比較して見ると、とこでは大差

ない結果になっている.これは.加瀬処堕場の流入下水BOD濃度が一般の都市下水と比較

して低いため、除去BO日当り送風量が大きくなっているものと考えられる。また除去BO日

当り送風量の全国平均値のうち、合流式下水道処理場の値は他の値に比較して高いが、と

れは合流式下水道では、分流式下水道に比較して概して流入下水濃度が低いために、との

ような結果になっているものと考えられる。

次にf覚待機の設置による所要動力については、 嫌気糟容量 1rrl当りト7Wで十分であると

されている。 (13)

以ヒの結果に基づいて、嫌気 好気活性汚泥法と糠準活性汚泥法の生物反応憎について

所要動力の試算を行なう。試算にあたっては必要送風動力を、表 4-4の加瀬処理場での

実験のRun-5-1 での実績値から、嫌気一好気活性汚泥法では除去BOD当り 35Nm'/kgdBO口、

原準活性汚泥法では同じく 46Nm'/kgdBODとし、 嫌気一好気活性汚泥j去における 嫌気糟倣搾

所要動力は 7W/m'と仮定する。また、単位風量当り送風動力は実績値から 0.026kWh/Nm'と

する。試算は流入水町 10.OOOm' /dの処理場について行ない、この場合の生物反応僧諸元は

運転実験時の流入水喧がほぼ 10.OOOm' /dであった宍道湖東部浄化セ ンターのものを用いる

ととにする。生物反応憎流入水BOD濃度及び処理水BOD波度は、 4-2-2の検討と問機に各

々140mg/l及び 10mg/lであるとする。

以上の仮定から、まず嫌気一好気活性汚泥法の一 日当り必要送風動力は、

35Nm'/kgdBODxI3日mg/lxIO.OOOm'/dxIO・'xO.026kWh/Nm'= 1. 183kWh/d 

また、嫌気憎の一日当り悦持所要動力は、嫌気僧容量が 540m'であるので、

540m'X7W/m'x24h/dxI0-'= 9lkWh/d 

従って、単位流入水量当りの所要動力は、

(1. 183kWh/d+91 kWh/d)/( 1 O. OOOm' /d) = O. 127kwh/m' 
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これに対して標準活性汚泥法のー日当り必要送風動力は、

46Nm'/kgdBODxI30mg/l川 O.OOOm'/dxIO-'x日日26kWh/Nm' = 1. 555kWh/d 

従って、単位流入水虫当りの所要動力は、

(1. 555kWh/d)/( 1 O. OOOm' /d) = O. 156kWh/m' 

以上の試算によると、嫌気 好気活性汚泥法の生物反応憎に関係する所要動力は、練準

活性汚泥t去のそれの約80%である.下水処理場でのエネルギー消費の内 50%以上を生物反

応槽曝気動力が占めることを与慮すると、嫌気 好気活性汚泥法は標準活性汚泥法に比較

して省エネルギー的処煙万法であると言えよう.

4. 5 嫌気一好気活性汚泥法の適用条件

これまでの検討により、嫌気一好気活性汚泥訟は既存照準活性汚泥法施設の簡易な改造

により標準活性汚泥法よりも大幅に高いリン除去率が得られること、またエネルギー消費

も傑準活性汚泥r去に比較して小さいことが明らかにな った。更に、次市で述べるよ うに嫌

気一好気活性汚泥法には汚泥沈降性改善効果があるととから、同法の適用の可能性として

標準活性汚泥法の代替法として汚泥沈降性改善効果 ・省エネルギー効果を期待するととも

に公共同水域への放流リン負街を削減するといった適用方法が卜分考えられよう.

ここで、嫌気 好気活性汚泥j去をリンに関する排水基準が存(Eする場合での嫌気一好気

活性汚泥法の適用方法について考察する。第 2章で述べたように、我国で下水処理場に対

してリンの排水基準が適用される場合には、その排水基準値は下水処理場の規筏や新設 ・

既設の月1)によっても呉なるが、 TP濃度 1.0mg/lあるいは O.5mg/lである場合が多い。これ

らの基準値は日間平均値である場合がほとんどであり、原則的に一年中の何時如何なる口

でも満足されることが要求されると考えるべきである。従って、 嫌気一好気活性汚泥法に

よりリン除去を行なう場合には、その処理水リン濃度分布から 判断すると、規制値を満足

出来ないケースが一年に何日か生じることを意味する.その超過日数は処理水TP濃度の分

布曲線から判断でき、加瀬処埋場の場合を例にとると、放流水リン規制値がTP;亘1.0mg/l

であれば、 l年の内 4%、つまり約 14日である。また荒川処理センターの場合では、同織

にその超過日数は年間 55日になる。従って、嫌気一好気活性汚泥法によりリン除去を行な

う場合、例えば激流水TP濃度孟1.Omg/l といった排水基準値を年間を通じて満足するとと

は困難である。これに対して、環境基準的考え方を導入し、例えば l年の内、非趨過確率

が75%以下であれば良いとい った規制であれば、訟も処煙水リン濃度分布が高い荒川処煙

センターの場合でも、 ζ れを満足できょう。本来、公共用水域に排出されるリンはその性

質上、瞬間的ピーク濃度が問題となるものではなく、むしろ排出負何電が問題であるため



現行の下水処煙水リン濃度に対する規制値の設定}ji去には再考の余地があると思われる.

しかしながら、現イ士はリン・ 3言素に関しても BODやSSと同織に上限値的な規制値の考えh

が主流であるため、現実的問題として大降雨による雨水流入等の制御不可能な外的要因に

より上限値を u口lるケースに対応するためには、生物学的 1)ン除去を補完するリン除去プ

ロセスが必愛であると考えられる。

4.6 バックアッププロセスの検討

生物学的リン除去の納完的リン除去プロセスとしては、

1)その処煙対象が生物処理を経た水であること

2)処埋水リン濃度を確実に→定レベル(規制値)以下にする必要があること

から、物!'Il化学的リン除去法が適当であると考えられる。従って、基本的考え方として、

生物学的リン除去法で除去しきれなかったリンを物理化学的リン除去法により仕上げ処即

するととになる.生物学的リン除去法と組み合わせて用いる物理化学的リン除去法として

は、凝集沈殿法、品析脱リン法、接触ろ過脱リン法打川等が候補として考えられる。この

うち、凝集沈殿法には同時凝集j去と後凝集法があるが、同時凝集法以外は品祈脱リン法、

媛触ろ過脱リンr去を含めて、全てフロー的には生物学的リン除去プロセスの後に更に別途

の物理化学的プロセスを付加するものである。とれに対して、同時凝集法は生物反応槽へ

の凝集知l添加設備と凝!t斉11貯留設備のみが必要であるので、これらのプロセス中で設備的

にもっとも簡易であると巧えられる。

生物学的リン除去法のパックアッププロセスとして同時凝集法を実際に適用した例とし

ては、琵琶湖湖南中部浄化セ ンターにおけるリン ・窒素同時除去実験がある 。同浄化セン

ターでの実施設実験の概要については前章3.4. 4で紹介した通りであるので、ことでは説

明を省略するが、本述転実験では放流水TP濃度及びTN濃度をそれぞれ運転管理目標の O.3 

mg八及び 10mg/l以下にするために 、織々な運転方法を試みた 。との結果、窒素に関しては

運転管理回線値を満足するのはさほど困難ではなかったものの、リンについては生物学的

リン除去法のみでは、 TP孟 0.3mg/l という運転管理目標値を安定的に満足するのは困難で

あるととがわかった.このため、実験の最後 (Run-7 )に生物学的リン除去法と同時凝集

法の併用を試みた.同時凝集t去の凝集 ~I としては、生物反応憎末端部に PAC(ポリ庖化アル

ミニウム)を、 Al/TPモル比 =0.34(TPは忌初沈殿池流出水TP濃度)で添加した。 ζ れに

対して、対照系列は生物学的リン除去t去によらず、同時凝集法のみによりリン除去を行な

い、実験系列と同様にPACを、 Al/TPモル比=O. 7で添加した。表 4-6に、 Run-7の期

間の実験系列と対照系列の最初沈殿池流出水及び処理水(忌終沈殿池流出水)の水質分析
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.&4 -6 Run-7の'よ験系列及び対照系列の処F草木リン濃度その他

rp po，-p 汚泥リン合イj本 ttl泥Al合有当事

3. 10(2.73-3.49) 1. 10(0.79-1. 25) (mgP/gSS) (mgM/gSS) 

0.24(0.07-0.67) 0.15(0.04-0.56) 32.0(30.5-33.7) 21. 8(18. 2-23.1) 

0.11 (0.03-0.27) 31. 4(30. 2-32. 6) 33. 1 (30. 9-34. 3) 

(mg/l) 

結果を示す。処理結果に見られるように、生物学的リン除去法と同時凝集法の併用で、 A1

/TPモル比=O. 7の添加sに相当するリン除去結果が得られていることがわかる。また、

~J4 -41に各実験区画の各憎中PO，-P濃度の変化を示した.これらのうち、 Run-2.4.7が

PACの添加を行なったものであるが、いずれも嫌気憎中では濃度は小さいが、 PO，-Pのl放

出が観察されており、 PAC添加による凝集反応と生物学的リン除去が殺行して生じている

ことがわかる。このような現象については、 Spatziererらによる、生物反応憎に海化第 2

鉄を添加した生物学的リン除去法の実絡設実験においても報告されている。 (15)

自費要

思ー--⑥

。一.--'v 

G.一一口 Run-7 

n H 終
品 川出

図 4-41 湖南中部浄化センタ一生物反応槽各憎の PO，-p濃度

ただし、 PAC添加率がAl/TP = 1. 27と段も大きかった Run-2では、他の実験区画に比較

て嫌気槽PO，-P濃度が設も小さ くなっている。これは、 PAC添加喧がt首加すると 嫌気条件
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で放出されたリンのうち凝集沈殿反応により除去される割合が大きくなるため、混合液中

のリン漉度が減少するものと与えられる.

湖南中部浄化センターでは、 M初沈殿H血流出水島質濃度が低いため、嫌気槽での pO.-P

放出量がもともと低く、 PAC添加がPO.-P政出機楠そのものに影響しているのかどうかは

判然としなかった。このため、嫌気条件下で活性汚泥に人工的に基質を加えることにより

この点を確認することにした。 jgJ4-42は、生物学的リン除去法と同時凝集法の併用を行

なった期間中に、活性汚泥に酢酸ナトリウム(CH，COONa) を初期濃度で 250mg/l となるよ

うに添加して 3時間嫌気状態におき、その後 2時間好気状態において混合液中のPO.-P濃

度を経時的に測定した結果である。 PO.-P濃度の変化に見られるように、 PAC添加を行な

っていて も蛾気一好気条件下でのPO.-Pの放出 ・吸収が観察され、嫌気条件下でのPO.-P

浪度は 33mg/lに達し、図 4-41の嫌気憎PO.-p濃度と比較して相当高い値となった。この

ように、生物学的リン除去法と同時凝集法の併用条件下でも、嫌気条件では基質濃度に依

存して pO.-P の放出盛がt自大することから、凝集~J添加を行なった場合でも汚泥のリン放

出機檎自体には影響はないものと推察される。

35 
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図 4-42 CH，COONa添加のリン放出・吸収(湖南中部浄化センター)

以下に、 Run-7の場合について、凝集反応によるリン除去母の試算を行なう。計算上の

仮定条件は次の通りである。
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Run-7の段初沈殿池流出水TP濃度 3. 1 Omg/ 1 

Run-7の処.fIJ!水PO.-P濃度 0.24mg/l 

Run-7のAl添加世(k-t最初沈殿池流出水噴) 日 94mgAl/l

ここで、添加したAlが全て、対Tpモル比 1・lでA1PO.になるものとすると、

Al添加によるリン除去畳=O. 94727x31 = 1. 08mg/l 
= 1. 08mg/l 

従って、 Run-7の場合には全リン除去喧 2.86mg/1中の約40%に相吋する 1.08mg/lが、 AI

との凝集沈殿反応により除去されたことになる。通常、同時凝集法では、処E聖水TP濃度を

0.3mg/J以下にするためには、最初沈殿池続出水についてAl/浴解性TPモル比で約 4以上

のアルミニウム塩添加が必要であるとされている o (16)ここで、同浄化センターの段初沈

殿池流出水の溶解性TP/TP比=0.5とすると、 Run-7で用いたアルミニウム泡添加率はAI

/溶解性TPモル比で O.68となり、かなり低い添加率である。琵琶湖湖南中部浄化センター

の場合は硝化・脱墾により窒素除去を行なっているため、硝化工程でアルカリ度が消費さ

れるので、残存アルカリ度による Al"の消費量が小さく、従来系列でも標準活性汚泥法と

比較して全体的に凝集部l量が小さいととも一つの理由ではあるが‘同じく硝化・脱宅を行

なっている従来系列と比較しでも、実験系列では小さいアルミニウム庖添加率で、低い処

原水リン濃度が得られた.

以上のように、何時凝集法は仕上げ的リン除去に効果的であり、また必要設備も簡易で

あることから、生物学的リン除去プロセスのパックアッププロセスとして通していると考

えられる。

4. 7 第 4章のまとめ

本章では、嫌気一好気活性汚泥j去の実施設運転実験のデータに基づいて、悶j去の特性及

びリン除去に影響する因子について検討を加えた。また、そのリン除去能刀について検討

した結果、以下のような知見が得られた。

(1) 流入下水に多量の雨水流入がある場合、生物学的脱リンに阻害が生じることがある。

これは、雨水中に含まれる浴存酸素や倒酸性窒素が嫌気中曹に流入することにより、嫌気憎

が嫌気状態とならず、リン政出が生じないためである.ただし、流入水 DO濃度が比較的 r~

くても、 NOx-N濃度が低い場合には嫌気糟におけるリン放出が生じているケースが見られ

るのに対して、涜入水NO.-N浪度が高い場合には嫌気槽におけるリン政出が抑制されてい

るケースが多く、リン放出への阻官には流入水のNOx-N濃度の影響が大きい。

nv 
no 



(2)生物l反応僧i/ii.入水(段初沈殿池流出水) BOD滋度が高いほと、嫌気糟のORP レベルは

低く、また、リン政出 Qは大きくなるが、嫌気持?におけるリン放出量が大きいことは、必

ずしも直後に処!'Il水リン滋度が低いごとを怠味するものではない。

(3)ベンチスケール実験の結果によると、リン除去用には BOD濃度の影響が明確に現われ

るが、 's.h匝ぷでは、 i'ii厄処埋プロセスからの返流水リン負街が小さければ、生物反応憎流

入水BOD濃度が低い場合には、リン濃度もこれに述動して低くなるため、生物反応憎流入

水BOD濃度が低下しでも、結果的に処理水リン濃度には大きな影響はなく、低い処JIIl水リ

ン濃度が得られた.また、通常の下水処理場の生物反応糟流入水BOD濃度の範囲では、撤

気-Qf気活性汚泥r去により、標準活性汚泥法を上回るリン除去量が得られる。

(4 )活性汚泥リン含有事は生物反応傍流入水リン濃度との聞に正の相関が見られる。との

理由としては、実施設での嫌気一好気活性汚泥法運転で処理水リン濃度が低い場合には、

生物反応憎流入水リ ン負荷量とプロセスの除去リン量はほぼ等しくなるため、活性汚泥リ

ン含有率は生物反応糟流入水リ ン濃度によって決定されるものと考えら れる 。

(5) 3処理場における 実施設運転実験の結果を総合的に判断すると、嫌気一好気活性汚泥

法を実際の都市下J)<処恩に適用した場合、概ね Img/l以下の処理水TP濃度を期待すること

ができる。

以上の知見を総括的にまとめると、実施設での嫌気一好気活性汚泥法運転においては、

流入水BOD濃度の変動は、流入水リン濃度の変動と連動するため、結果的に処理水リン濃

度には大きな影響肉 Fとはなっていない。また、活性汚泥リン合有率は、理論上はリン除

去F置を決定する図 Fであるが、実際には逆に流入水リン濃度により活性汚泥リン含有率が

決定されており、やはり処恩水リン濃度には大きな影響因子とはなっていない。リン除去

への彫響が明らかな因子としては、雨水流入があり、これは現実的に制御が容易でない外

的要因であるが、このような条件を含んでいても、実施設運転実験結果では標準活性汚泥

法を上回るリン除去が得られており、嫌気一好気活性汚泥法により、概ね Img/l以下の処

理水TP濃度を期待することができると考えられる。

また、運転実験を行なった実施設は、いずれも簡易な改造により既存標準活性汚泥法施

設の曝気憎の一部を嫌気憎としたものであり、生物反応糟滞留時間やBOD-SS負荷等の運転

条件も僚準活性汚泥法の運転条件範囲に含まれるもので、特殊な運転は行なっていない.

とのことから、実施設における 嫌気一好気活性汚泥法の逮転は、基本的に既存標準活性

汚泥法施設の簡易な改造により、曝気槽の一部に嫌気情を設け、標準活性汚泥法に準じた

運転を行なうことにより、五主流リン負荷を大幅に削減することができると考えられる。
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この他に、本章の検討により得られたl'な知見としては、以ドのような事項があげられ

る.

(6 )嫌気一好気活性汚泥法の迎転においては、生物反応榊滞留時間が非常に短い場合以外

には、流入下水の時間的変動の影響により、処理水リン濃度がI骨太することはないと考え

られる。また、忌終沈殿池における処理水リン濃度I骨太を防止するためには、基質除去が

十分であることと、M:終沈殿池に汚泥を貯めすぎないように汚泥界商高の適正な管理が竜

安である。

(7 )放流規制値等により要求されるリン除去程度によっては、 k語気一好気活性汚泥j去を補

完するプロセスが必要となる場合があるが、とのようなバックアッププロセスとしては、

同時凝集法が適している。

(8) 嫌気一好気活性汚泥法の生物反応僧必要動力は、保準活性汚泥t去の約80%程度である

とぷ算された。
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第5章 嫌気一好気活性汚泥法による汚泥沈降性改善効果の検討

5. 1 はしめに

倣丸一好気活ttjfj iJ己υ、は、'よJf!化のiff，i.f'lでは、そのリン除よ能よりも、むしろ糸状性納1

1:.01に起|大|するバルキンク抑制効*にilUがi青かれていた rUIかある。'ぷ際、 Spectorによる

撒丸一 H気活性jfjiJt: i.ょの米l羽将兵では、 I Jドバルキング性的必の製造法Jと題して:Jl原Aか

行なわれており、嫌気併は撤気状態でも});質の照取を行なうことのできるポリリン隊長約

L~1 を優先的に I虫剤させるための選択を行なうことがその~も 'E :ll'な役 '~)J であり、似合液'1'

のリン除去はそれに付随して'[しる副次的効果であるとしている。("

また、我I司で嫌気 u気活性汚泥訟を採用する場合、第 2i;tでi&べたようにリン除去を

Ud的とせず、そのハルキンク抑制l効果に期待するケースも多いと与えられる。しかしな

がら、技団では嫌気一好気活性汚泥法についてはそのリン除去に関する研究が大部分であ

り、バルキング抑制l効果については尖証的な研究はほとんどなされていない。このことか

ら、本車では嫌気 -u;..¥活性汚泥法のパルキング抑制効果について検討する。

5. 2 パイロットプラントによるパルキング抑制実験

(1) 実験施設

バルキング抑制l実験には、第 3;;t 3. 3 Iパイロットプラン卜による実験」で述べたパ

イロットプラントを使用した。同パイロットプラン卜は、同諸元の系列を 2つ有している

が、本実験ではそのうちの l系列を嫌気一好気活性汚泥法とし、然り l系列は対照系列と

して標準活性汚泥r去により逆転した。嫌気一好気活性汚泥法のi逆転を行なった系列では、

聞流墜により 4等分された曝気憎のうちの最初の第 l憎の吸えを停止し、水中}覚持機 l台

をIA世して嫌仏情とした。第 2憎H以降は好気僧とし た。これに対して、対照系列では全

榊で線気を行な った。

(2 )運転条件

各系列には、荒川処JIliセンターの沈砂池通過水 を1.5m' /hr定!i!供給した。これは、曝気

憎の滞留時間では 6.3 11寺聞に相当する。人工的にパルキングを生じさせるために、同系列

の忌初j沈殿池流出水に庶械を添加した a 実験に用いた庶櫛は、大-*裂幡製特製赤椅(純度

92% )であり、 6.55kg/dを各系列に添加した。添加方法は、溶解憎で 10%溶液を作り定!i.t

ポンプで各系列の暖気憎流入部分に定位供給した 。庶備のBOD当!ilをグルコースと等しい

と与えて O.61 g/ gとすると、このf立の庶糖添加により、 i員初沈殿池流出水BOD濃度は埋論

的に約 100mg/lのI曽加となる。

J長鯖添加は、昭和58年 2月5日から 4月18日の期間行なった.返送汚泥重は、 3月2日



までは両系列ともに流入水母の 50%としたが、 3片 3日以降は対照系列の汚泥SVJ が増人

して、h1終沈殿池汚泥界diiが上昇したため、 75%とした。 if-ji尼引敏悦はl河系列のMLSS濃度

がほぼ等しくなるように設定し、実績f直で級九一好3A活性汚泥法系列で、pさ]0.67m'/d、-1:':¥

司t.i.51宇汚泥7よ系列では、 2月28[1までは平均 O.38m' /dであったが、 3月以降は活性汚泥が

1tX:終沈殿池から流出を始めたために汚泥引彼は停止した。また、 3}-j 22 f Jに流入ポンプが

故防してプラン卜への版木の定千百供給が不 nJ 能となったため、 3 月 22 日 ~26 日の Ilij は夜間

はJ泉水供給を中止して間欠運転を行なった

(3) ;)<質分析

本質分析は、毎週 3側、月、水、金に行なった 。採取ぷ料は、最初沈殿池派出水、曝気

持?各憎混合波、処J!Il;J<、返送汚泥である。との内、最初沈殿池流出 J)<のみは l時間毎の24

時間混合ぷ料とし、その他は各m1j定日午前 l日時30分のグラブサンプルとした。処jfjjノkを混

合ぷ料としなかったPH11，は、混合図式料とした場合には実験継続にともなってバルキングが

進行し、忌終説;殿池より流出する汚泥包が地加すると、図式料中に含まれる汚泥により混合

d料の性状が保作中に大きく影響をうけるためである。

MLSS及びSV，oは各系列の曝気情第 4憎日で測定した。従って、 SVI はこれら第 4憎日で

の測定値を用いて計算したものである。

(4 )実験結果

Ii~ 概添加 I)}l 始前の活性汚泥 SVJ は、両系列ともに 100 前後であった 。 実験開始後の両系

列の活性汚泥SVJ 、MI.SS、水温の変化を図 5-1に示す。I.(t椅添加の開始後しばらくは、

対照系列では SVIの変化は見られず、逆に嫌気一好気活性汚泥法系列で庶糖添加開始直後

から SVJ の上昇が見られた。

しかしながら、この傾向は庶絡添加開始後約 2週間で逆転し、嫌気一好気活性汚泥法系

列でのSVI の上昇はおさまり、それ以降は SVJ値は 200前後で推移したのに対して、対照

系列ではSVJ I肢は次第に上昇を始めて、 3月 18日には SVJ は670に達し、 3月22日に流入

ポンプが故防してパイロットプラン卜への原水供給が不司能となりー時的に実験を中断す

るまでこの傾向は続いた。

また、対照系列ではSVI の上昇に伴なって品終沈殿池の汚泥界面が t昇を始め、越流極

より汚泥が流出し始めた.このため、汚泥流出による系内汚泥量減少により MLSS濃度が低

下し始めたため 3)1にはいると汚泥号|抜を中止したが、この結果、 MLSS濃度は1.200mg/l

前後で安定した。これは、生成汚泥慢と最終沈殿池からの流出汚泥句がこの付近で平衡し

たためと与えられる.

これに対して、嫌気-H気活性汚泥法系列では SVI の l昇が抑制されたために、五支終沈

殿池からの汚泥派出はなく、そのMLSS濃度は手均2，800mg/1 前後に維持できた。
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3月22日には前述のように流入ポンプが故障したが、修理 ・運転再開後に対照系列の惚

気袋町が故障し、活性汚泥が数日間嫌気状態、に置かれたため、 4月8日には活性汚泥が rp

色を註する状態になった。 H皐気装置修理後は、対照系列のSVJ はやや改善され、1ii<終沈殿

池からの汚泥流出がなくなったため、 MLSSは次第に回復する傾向を見せた。この後、庶fl，
添加は 4月 18日に中止した。

(5 )活性汚泥生物中日の変化

実験期間中、定期的に光学顕微鏡による生物相の観察を行なった。対照系列では、 SVI

の上界に{半なって、活性汚泥生物中日中に糸状性細菌の増加が見られ、実験開始後 1ヶJ!で

糸状性細菌が優先した状態となった。これは、その外鋭、形状から Sphaerotilusであると

推定された。

とれに対して、嫌気一好気活性汚泥法系列でも糸状性細菌の発生はある.f'il1J!'認められた

ものの、そのt曽殖純度は対照系列に比較して小さかった。

写~5-1~5-4 に、両系列の活性汚泥生物中日の顕微鏡写点を示す.これらのち:点に

見られるように、対照系列では嫌気一好気活性汚泥法系列と比較して糸状性制rAif置が多い

ととがわかる。
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写生'i5ー l 嫌気一好気活性汚泥法系列活性汚泥(3月 19tl ) 
写Q5-3 標準活性汚泥Jよ系タIJ活性汚泥(3凡1911) 

写)'l;5 -2 嫌気 -hf気活性汚泥法系列活性汚泥(4月8日)
写点 5-4 際機活性汚泥法系列活性r'ii，厄(4月8FJ ) 



(6) ，州系列の処!lll状刻

ぷ 5- 1 に、 2 月 7 E:1 ~3 月 18 日の期間での両系列の処廻状況を小す。たたし、対照系

列では、 i忌終沈殿池より活性汚泥の流出が生じていたため、処理ポについては浴解性指僚

のみを測定した.また、厳初沈殿池流出水の庶糖添加後のBO口、 CODの値は、 f守系列の庶

絡添加点直後で採取したグラプサンプルによる値である。

リンについて見ると、 嫌気 -A(-気活性汚泥法系列でのTP除去ネは、平均j，自によると 79.4 

%となっている。対照系列でのTP除去率は不明であるため、両系列悶での l直緩比較は出来

ないか、第 l市 1. 2で述べたように傑準活性汚泥法による TP除去唱は 50%符l主であると

与えられるので、嫌気一好気活性汚泥法系列においては、 一般的に保準活性汚泥法により

行られる他よりも高いリン除去本が得られているととがわかる。しかしながら、本実験の

結果では1'#解性TP及びPO.-Pについては両系列で除去に大きな差は凡られなかった。この

照由としては、易分解法質である庶精添加により系の除去BOD電がt将大したため、細胞合

成に利則されるリン除去電が地大し、この結果対照系列でも高い溶解性TP及びPO.-P除去

率が得られたと与えられる。また、両系列活性汚泥の Px値は共に 2 %強であり、大きな

差はなかった。この鰹由としては、両系列ともに、裕解性指僚で判断すると除去リン母と

除去BOD1J1がほぼ等しいことから、 Px 値もほぼ等しくなったものと考えられる.

ぷ5-1 両系列の処理状況 (2/7-3/18)

締法殿池 嫌系気列処-t煙気水法
産業服毒素

t荷 )lf 

p 11 (ー) 7.29 7. 14 7. 18 

シヨ531f擁護;流出589fss 82 15 

TP 3.54 0.73 
ショ産僅醤量加品1偉長議初診運斡裂列池-1LE !?iIZi !B解性TP 1.55 0.29 0.31 

P O.-P 1. 33 O. 16 0.24 

BOD 101 11 

溶解性BOD 23 

COD 48 20 

tお角単位COD 20 10 13 

(mg/I) 

5. 3 宍道湖東部浄化セ ンターにおける汚泥沈降性改善効果

宍道湖東部浄化センターでの嫌気一好気活性汚泥法運転実験では、嫌気一好気活性汚泥
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t去の導入により、活性汚泥の沈降性改 Fもが観察された。 [o]浄化センターにおける夫'験の概

要については第 3市3. 4. 1に述べたが、標準活性汚泥法で運転をおこなっていた系列

を、その生物反応併の前部 1/4の灰l両にノド中段伴慢を o9:(qすることにより嫌気情として嫌

気-~f勾活性汚泥 j去の運転を行なった。運転条件については、îl1 3 章表 3 -7にd己破した

通りである。この際、標準活性汚泥法でiili転を行なっていた、当時には、 2系列を用いてい

たが、嫌気 好託活性汚泥法逆転実験の開始に伴なって、 l系列のみの運転とした

[oJ 浄化センターでは、嫌気一好気活性汚泥法運転開始前には、活性汚泌中に糸状性細 '~1

( Typeト 3)が俊先し、 SVIは常時200以 tであったが、嫌気-Hx"，活性的泥法迎転実験

開始後は、 SVIの低下が観察された。凶 5-2に嫌気 好気活性汚泥法運転実験開始後 10

日けからの生物反応糟 D糟活性汚泥SVIの変化を示す。本図に見られるように、嫌気 H 
父活性汚泥法運転倒始後 17fJ日から SVIは 100以 Fとなり、 21fJ IJには 55となった。せれ

以後、逆転モード lでは全期間を通じて SVIは50-60で安定し、倹銭によっても糸状刊細

菌はほとんど鋭祭されなかった。また、汚泥沈降速度もI曽大した.

200 

150 

回、、

3100 
〉
lfl 

50 

10 15 20 25 30 

実験開始からの経過日数(臼)

図 5-2 SVIの経時変化(穴道湖1J紅白l浄化センター)

このような活性汚泥沈降性の改善と平行して、活性汚泥の何機物比 (MLVSS/MLSS)も低

下した。嫌気 好気活性汚泥法の運転実験開始前 2週間のデータの平均値では、活性汚泥
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fj機物比は 83%であ ったか、 Px jlftのI自大に伴なつての機物比は低ドした 。似:15-3に作

Hunでの'1'.物fX必榊J)情活性的犯の Px j出と手i機物比の関係について示す。 pxが、 50mg

l'/gSSに述すると、活性汚泥のイ1機物比は 73%符度にまで低下した 。ただし、 px 値がそ

れ以 tll'lJJIIしでも手f織物比は 73%以下にはならなかった .
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50 

P x (mgP/gMLSS) 

図 5-3 活性汚泥有機物比と px 

嫌気一好気活性汚泥法運転にともなう有機物比の低下については、その原因としては次

のような '11項が考えられる。

1. 嫌気 -H気活性汚泥法運転にfドな う細胞内へのポリリ ン般のf.Htl

2 細胞内へのポ リリ ン駿義的に付随してl'じる金属新の蓄積

以ドに、 1)X と有機物比の!民If，i¥について検討する 。この場合、ある単位垂日の活性汚泥

の活性F可申己の情成をj;:(J5 -4のよ うに模式化して考える 。

嫌気 H気活性汚泥il，の運転に作な って ll'l加するリ ンの形態にはポリリ ン酸と化学結合

性のリ ンがあること が知 られているが、 (2) (3)本検討にあたっては次のような仮定を設け

た.

似定 1. X p'は、全てポリリン酸である 。

仮定 2. X p mは、 Mg'・及びrであり、これらの金属矧はポリリン駿出 (KMg)，ノ， (PO，)，の

Jf~ で仔在する。(.，

i反定 3. X)'，は、 13.5mgP/gSSであり、嫌気 -H気治性汚泥法運転によっても不変であ

る。(2)

仮定 4. X v 、 Xm は 一定であり、嫌気 -H気活性汚iJt.法運転によっても不変である。

以上の仮定にぷづき、関 5-3中の標準活性汚泥法述転H.'iに得られた px = 26mgP/gSS 

及びMLVSS/MLSS= 83 %の怖をJllいて Xmの Xvに対する;号JJ合を求めると、 X./Xv=0.16 

14であった。
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汚泥中のリン

X v 汚泥中の有機物

Xp， DNA等細胞矯成物質中のリ ン

X 1"ポリリン鮫として汚泥中に蓄般されたリン

X )'m ボリリン酸中の金属 (K' 、Mg" ) 

Xm XPI~ XP2、XPm以外の汚泥中の無機物

図 5-4 活性汚泥の成分権成モデル図

従 って、 Px (mgP/gSS) と活性汚泥のMLVSS/MLSS比(%)の関係は、次式のようになる .
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(5-1 )式による MLVSS/MLSS比を図 5-3中に示した。このように実際のデータと (5-1 ) 

式は良く 一致している 。

ポリリン酸及びそれに街屯中和した Mg'・&.びr以外の有機物比低下の:il!凶としては、鉄

やカルシウムと化学結合したリンの干手伝がある。昧埜らは、活性汚泥中のリンの分画によ

り、汚泥中の金属と結合したリン昼と汚泥の有機物比聞に負の.fIl闘があることを示してい

る。け h しかしながら、 (5-1)式が図 5-3のデータとほぼー激していることから、本実

験で観察された活性汚泥有線物比の低下は、主として細胞中へのポ リリ ン般の答桜とそれ

に伴なって、ポリリン酸と街屯中和した Mg' ・及びrが細胞内に移行することが主要な~肉

であると考えられる。

宍道湖東部浄化セ ンター での嫌気一好気活性汚泥法では、逆転モード日では 、依然とし

て糸状性細菌は観察されず、また活性汚泥の有機物比も 73~75% にとどま っ たにもかかわ

らず SVI は明大する 傾向を/Rし、 Run-12では 100を超え、 Run-I4では 200に述した。この

原肉は解明できなかったが、運転モード Hでは生物反応糟滞留時間が長かったため、活性

汚泥が逆転モード Iと比較して解体気味であった.このことが運転モード Hにおける SVI

増大の一因ではないかと推察される 。
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5. 4 A宅療

以上述べたように、パイロットプラント実験の結果から燥気 M公活性汚泥法による糸

状性細闘の m~直仰制効果が確4された.また、宍道湖東部浄化センターでの実B在日量実験に

より活性汚泥沈降性の顕著な改善効果が認められた。この宍道湖東部浄化センターにおけ

る汚泥沈降性改善効果は、前項で述べたように後先していた糸状性細薗の消失によるもの

と1jえられる.

これに対して、荒川処開センター及び加瀬下水処理勾における実施設逆転実験では、嫌

主'¥-H気活性汚泥j去による活性汚泥沈降性の改善効果は観祭されなかった。すなわち、荒

川処樫センターでの運転実験では、嫌気一好気活性汚泥法系列と保権活性汚泥法系列でと

もに SVJ は 70~ 1 0日の範聞にあり、両系列でi査は見られなかった。また、加瀬処JI!j場での

巡転実験では、 SVJの手均値は嫌気一好気活性汚泥法系列で 11日、 t:'.'l権活性汚泥法系列で

119とやはり涯は見られなかった.この理由としては、これらのドボ処理場の標準活性汚

泥11系列の活性汚泥には糸状性細菌が観察されておらず、汚泥沈降怜はもともと良好であ

ったことが考えられる。

また、荒川処理センターにおける実施設実験では、昭和57年 11月から昭初日年 l月の約

2ヶ月半に波って、品終沈殿池汚泥ホッパ 1:部を中心にスカムが発'主した。 ζ のスカム

は、茶褐色で粘石 tiがあり最盛期には水面上 2~ 3 cmのi'/さに浮遊していた。これは、分

雌 lfl :l警の紡!荘、政線 l拘(也主主旦~)によるものであることがわかった。また、同じく嫌気

W，，'¥ 活性汚Itt.7.去の実施ぷ尖験を行なった多摩川上流処埋湯でも、同線に Nocardiaによるス

カムの発生が見られた。，5)このことから、 t融公一好気活性汚泥法は、放線的に対する I普

舶抑制l効果はさほど期待できないと々えられる。

嫌気 一好気活性汚泥法による汚泥沈降性改普の原因としては、前述の糸状性細菌I骨殖抑

制効果の{也に次のような要因があげられている 。

①ポ リリ ン酸や金属煩蓄積による Ml.VSS/MLSS比低下

②フロック門 体の形状の変化

①については、 1立がJに活性汚泥のMLVSS/MLSS比が小さいほど沈降性が良いことが知ら

れている.宍道湖東gjl浄化センターにおける実施設実験では、 MLVSS/MLSS比は保準活性汚

泥法運転時と比較して約 10%も低 Fしたが、 hUi頼処埋場における実路設実験では、嫌気

H~\活性汚泥法系列と隙権活性汚泥法系列の活性汚泥の MLVSS/MLSS比は各々 70% 及び 73%

であり、嫌気-~f気活性汚泥法系列の方がMLVSS/MLSS比は若 F小さかったが、前述のよう

に両系列の汚泥沈降性には差は見られなかった。また、②については、総尾らは Px値が

70mgP/gSSを超えるような活性汚泥について、クラスタ形成歯の優先により、活性汚泥に
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多敬の上'"形クラスタか見られたと報告しているか、 ，. ，実施d主:k・験では Px f自がこのよう

な1'"いレベルにまで到迷しないためか、外比的にはフロック形状の明らかな相違は比られ

なかった。以 1: のことから、燥気 -H~\活性汚泥誌による汚泥沈降性改持剣j 製は、 主とし

て糸状性総I1請の地殖抑制及びMLVSS/MLSS比1氏下の伺采効果によるものであり、特に活性汚

泥'Tに糸状性細l渦が優先している場合にその効果がllJi.，i'，'に現われると考えられる。ただし

糸状性細菌は{氏DO条件で俊先しやすいことが経験的に知られており、これは糸状性細菌は

他の形状の細菌と比較してその表面的/終世比が大きいので、{氏DO条件での酸素僕取にH

利であるためと与えられるが、とのことから嫌気 -H気活性汚泥法によりパルキング仰市11

を行なう場合、嫌公倦に若干の浴存酸素の混入があると、リン放出が十分に行なわれない

ばかりか、かえって糸状性細的成育に好適な低DO条件を作り出すことになるために、嫌気

条件の保持にト分il:怠を払うことが必要である。

5. 5 第 5'1のまとめ

(1) パイロットプラントによる人為的なバルキング実験の結果、織気-H主i活性汚泥J去に

より、糸状性細菌のt自嫡抑制効果が観察された。

(2 )実施設実験では、嫌気ー好気活性汚泥法導入により糸状性細菌に起因するバルキング

が解消し、汚泥沈降性が改善された。また、これに伴なって活性汚泥のMl.VSS/MLSS比の低

下が観察された。

(3 )活性汚泥のMLVSS/MLSS比の低下は、主として汚泥中へのポリリン酸の都績とそれに作

なう Mg'.及びrの汚泥中への移行によるものと考えられる。

(第 5t;t 参考文献)
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(3) 味管俊、似尾友矩、川上智規 「活性汚泥のリン組成とリン代謝に関する研究(!:n2

報) 各般リン組成を持つ汚泥の形成とそのリン組成変化J 下水道協会よ

Vol.20 NO.229 1983/6 

(4 )絵尾古高、宮 晶子、渡部 昭 「嫌気一好主"-1.去の実験的研究ー嫌気反応特性の検川

-J 下ノk道協会誌 Vo1.21 NO.241 1984/6 

(5 )奥野久羊、谷口尚弘他 「多摩川上流処理場における嫌気好気法と述心濃縮の組合せ

によるリンの除去J 東京郎下水道局筏術調査年報 昭和60年 3月

-103 -



第6章 嫌気一好気活性汚泥法の汚泥処理プロセスにおけるリンの挙動

6. 1 はじめに

嫌気 一好気活性汚泥法の災胞にあた っては、汚泥処埋プロセスからの返流水リ ン負荷が

ノk処理 プロセスの リン除去にo]J;'ll!な影響を及ぼすことが予怨されるが、同法の汚泥処BI!プ

ロセ スにおける リンの挙動や返流水リ ン負仰の影響に ついては、まとまった知見はほとん

ど得 られていない状況である .

本!lでは、水処理及び汚泥処埋プロセスが完結した条件下で嫌気一好気活性汚泥法によ

る実施設巡転を行なった結果に基づき、汚泥処埋プロセスにおけるリンの挙動や返流水リ

ン負併の水処理プロセス への影響について検討を加えるものである 。

6. 2 :A験調査万法

(1)実験結設の概要

本実験調査は、昭和60年 9月~昭和6J年 3月まで烏恨県宍道湖東部浄化セ ンターにて実

施した 。同浄化セ ンタ は昭和56年 4月に供用開始した分流式の流以下水道処毘施設であ

り、実験JUI問中の流入水量は約9.000ばであ った。同浄化セ ンターの処埋フローは第 3草

図 3-3に示した通りである。

(2 )運転条件

本実験のiill転条件については、その概略を第 3i主3. 4・ lで述べた が、ここでは若干

ぷ細な説明を付けmえる.

宍道1却IJ*部浄化セ ンターのノk処慰施設は実験開始当時 2系列あり 、生物反応憎は l系列

が隔慢により 4区画に等分されているが、 2系列中 l系列の生物反応憎の最もぷ初沈殿池

よりの!X]!Iiiの倣気板を撤去して水中III持機(J. 5kw X 3台)を設置し、 嫌気-bC気活性汚

iliOi.去による生物学的脱リン訟の運転が可能なように改造し、流入水全盛をこの系列でk語気

-H気活性ifIilt.i:去により処埋した・残る l系列は運転を休止した。但し、水処型ぷ備工事

?の附で、昭和6附 9ト 昭和61年 l月中旬までは生物反応槽制は l系列2J 60 rrlで運

転したが(巡転モ ー ド1)、以後昭和6J年 3月末までは 2系列を l白列に使用し、容量4320

rr1で運転した。(運転モード 11) [>(16 - 1に得運転モードを示す 。

本実験J司1'tではがl入下ノk全日を処尽したため、パイロットプラント等の場合と異なり、

i道転条件を J~ 自に設定する余地はなかったが、嫌気-bÇ気活性汚泥法運転継続に伴なうプ
ロセスの経時的変化を見る上で、 iill転調査期，/日 を原則として下月毎に区分した実験区画

(Run) をz日し 以下のデータ解析はこの実験区画分けに広づいて行なった。符 Hunーの

巡転条件(平均値)は、第 3.;t}{ 3ー7に示した通りである 。Run-J-9は運転モ ー ドl、

『、- ーーιー

Run-JO-J4 は運転モート Hである。これらの実験以l吊iは、運転モート lでは全て SRTより

も長い期間に渡 っているが、運転モード Hでは Hun-JJ叶 3はSRTよりも運転期間がお'"

~くなっている。実験問i問中 、 Run-6 では運転休止 rl' の生物反応僧中で好気性消化を行な

っていた既設系列の活性汚泥を役人処思した。また、 Run-7では汚泥処尽プロセスで消化

憎を バイパスし、 'I!:力濃縮汚泥を直接脱水した 。Hun-7以外は汚泥処理は全て宅力濃縮、

無J)口組消化、脱水であった。 1)<質分析は、流入水、長初沈殿池流出水、処理水、急速妙ろ

過水については l時間毎の 24時間コンポジツトサンプルにより、生物反応憎混合液及び返

送汚泥はグラブサンプルによった。また、汚泥処思プロセス返流水等はポンプ嫁動向など

係取可能時に係i収した。分析頻度は、原則として JJ、水、金のilM3回であった。分析んii去

はIJ;iMIJとして下ノk試験r去によったが、汚泥中のリン合有率(p x )はろ過後乾燥したi'iiJ" 

をしS20.-H2 SO.，::;泊分解後、正リン酸態リン (PO.-P)を測定して計p:した 。また CODは

r 1 00 "cに おけ る過マンガン厳カリウムによる 酸素婆求璽」により測定した 。

づ山 l「Iへif::
Mode 1 

づ例 LLLm-
Mode n 

図 6-1 生物反応槽の運転モード

6. 3 実験i釜転結果及び与祭

リンの処理状況については、第 3章表 3-8に示した。また、同じく &3-9にその他

の水質項目の処.flfl状況をまとめた 。

6. 3. 1 リン除去の概況

k語気 一好気活性汚泥法運転は昭和60年8月22日より開始したが、その 直後から嫌気情で

の リン政出が生じ、処理水リ ン濃度が低下した 。嫌気槽では政初沈殿池流出水は返送汚泥

と混合後約 50cmの高さから縫下するため、活下点付近では 2mg/l程度の 00があ った が、そ

の他の部分では、 OHP (白金屯極による測定値)を -60~-2 JOmvの範囲に維持できた .

~6-2 に各実験区画毎の流入水、段者~Jiit民生池流出水、処理木のTP濃度の変化を示す.

処~J)< TP濃度はl留に示されるように 、i退転開始後Run-3までは O.2-0. 3mg/l であったが、



濃縮i'Ji厄のリン fT合本の変化は、ほほ活性 i'~ ìlt:のリン合千I 中の変化に追随!する傾向を 'I~

した。!日]浄化セ ンターでは、余剰汚泥lよ符hl比 1 1 ~ 1・3で、リンi"¥'イI本手上>J7 mgP/ 

gss ljii後の段初沈殿池汚泥と混合され、これによって濃縮榊 tドでリン放出がせ:じるため濃

縮i'iilt:リン合有率は活性汚従よりも 1氏Fするが、 Run-5では 30.9mgP/gssまで上舛した。

脱水ケ ーキのリン合 tí一本は、ほほ消化汚泥のリ ン fT 有率と等しいと S~ なせるが、その Illt

はHun-6 までは泌総汚泥リン合ti率と比較して明らかに低い.これは消化十帯主空白が滞留時

間約 100LIと大きいため、実験開始以前に役人された汚泥の彬響が、ほぽ消化憎滞留 11数

に判|由lする Hun-6 までは妓1f.したものと与えられる o Run-7では濃縮汚泥を直後脱水した

ために、濃縮汚泥と脱水ケーキのリン合有率は一致している.

---ーι

Run-4~5 にかけて、汚泥処開プロセスからの返疏水リン n仰の I科大に伴って i曽加し 0.6-

0.9mg/l となった。その後、 Run-6では運転休止中の生物Ix厄糟に螺気をしなが ら貯留 さ

れていた好丸性消化状態の活性汚泥を役人したため、処照が 時的に忠化 した。その後 、

Run-7-9では汚従処l'I'プロセスからの返流水リン負荷か旅人ポリン負仰の l日o%以上にな

り、処pv.水リン濃度は 1mg/lを超えることが多か った。

Hunー10以降では、生物反応精谷町を 2f音とし て逆転したが、リ ン除去は再び同復して良

好であ った。 IE!し 、Run-14では SVIが向くなり、処用水中に浮遊物が多く処理水TP濃度が

I円b日した .

(注) TP濃度は各Runの平問I1自である

(注) p x 値は各Runの平均値である
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汚泥リ ン含 有 率 (p x )の変化

汚泥処理プロセス返流水のリン濃度変化

岡 6-4に各実験区画毎の波縮分難波及び濃縮汚泥ろ液の po.-P濃度の変化を示した.

濃縮分離液pO.-P濃度は実験 I)~ 始後の l ヵ月半で I由加した後、 Run-9 ， 10で減少傾向をボし

たが‘他の Runでは 90mg/l程度でほぼ一定であった。 これに対して濃縮汚泥ろ液は、 I的減

のパターンは直後脱本を行なった Hun-7を除いて濃縮分離液と同僚であるが、そのpo.ーP

濃度は濃縮分離液と比較してはるかに大きい。 このことは、汚泥階中で汚泥からのリン何

放出が生じ、同級 tHされた 1)ンの一部が鉱散や水流の動きにより濃縮分離液中に出て jjく
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流入水、設初]沈殿池流出水、処JIll!)<TP濃度の変化

汚泥中のリン合有率の変化

図 6-2 

6， 3， 2 

、，

関 6-3に各実験民函の汚泥中の リン合行率(p x )の変化を iJ~ す 。 活性汚泥のリ ン含

ことをノ示している.

Run-7では鎌気性消化憎を経由せずに濃縮汚泥の l!l後脱水を行なったが、浪繍汚泥ろ減

のpo.-P濃度は他のRunよりも著し く高い.これは Hun-7では、濃縮十曹汚泥界面 Fでのリ

イヲ率はi遭転開始後次第に上昇し、 Hun-5では生物反応棉!)糟での Px illiは50mgP/gSSを起

えるまでにな ったが、これをピ クに Px他は Run-6以降では低下した。 Run-lO以降では

雨ぴ附加したが、 Hun-12以降ではほぼ一定と なった.
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ン両政出国がf也の Hunよりも大きかったことを怠昧するものである a この似附としては浪

縮汚泥づ|き抜き頻度が異なることがあげられる。すなわち、 k融公性消化榊を経由した場合

には、濃縮憎から毎日汚泥を引き抜きm化槽に投入していたのに対して、 ，(U妾脱水のi易合

には、脱水機が 111おきに運転されている関係から、滋縮汚泥づ|き抜きも 2日に 1["1しか

行なわれなかったため、濃縮槽内の滞留時間がほぼ 2i告になり、汚泥府中でのリン 1111，皮出

世がt曽大したものと与えられる。

関 6-5には、各Run毎の消化脱雌液及び消化汚泥ろ液のPO，-p濃度をぶした。両行の

濃度は、やはり嫌気 好気活性汚泥法運転の開始後急激に上昇している。消化憎は消化ガ

ス吹込みにより l日数回悦伴されるために両省のPO，-P濃度の変動パターンは類似してい

る。しかしながら PO，-P濃度について見ると、直後脱水を行なった Run-7を除いては、消

化脱税液のほうが消化汚泥ろ液よりも数 lOmg/1高い傾向が見られている。この原由につい

ては、 WrJえばリン政マグネシウムアンモニウム等の金属f量生成反応が、汚泥l'i'1中において

は、脱厳液中よりも何らかの要因でより促進されるといったことも可能性として挙げられ

、ー一ー

(it) PO，-P濃度は各Hunの平t'oJMである

450 

300 

350 

ょう。

また、 Run-7ては消化汚泥ろ液PO，-P濃度が消化脱離液PO，-P濃度よりも大幅に高いが

この理由については、直媛脱ノkを行ない消化憎への汚泥役人がなかったために消化ガス発

生叫が減少し、消化憎のl覚作がほとんどなされなか ったために、濃縮糟における濃縮iljift!. 

ろ液と濃縮分離液PO‘P濃度の関係と問後な理由で、消化汚泥ろ液PO.-P浪j支が高くなっ

たものと推定される。ここで泌縮汚泥ろ液PO，-P濃度と消化脱縦波PO，-p濃度を比較して

見ると、両者の問には大きな差がない。消化憎中で更に汚泥から液担rJへのリン政出が生じ

ているとすると、消化脱厳液PO，-P濃度の方が濃縮汚泥ろ液PO.-P濃度よりも尚いはずで

ある。ただし、宍道湖東部浄化センターの場合には消化憎符l，1が大きいために、実験開始

Ilijから消化糟内に存在していた汚泥及び脱離液の彫轡を考慮する必要があり、両者の濃度
¥ 
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の比較だけでは消化憎内でのリン再政出程度を直後的に判断することは燥しい。このとと

から、消化憎内では汚泥からのリン ifi放出が全く起こらず、消化憎脱離液PO，-p濃度は役

人される濃縮汚泥ろ液PO，-p濃度によって決定されるものと仮定した場合の、消化脱離液

50 

PO.-P濃度計算値と実担rjj，直の比較を行なってみる。

この場合、ある Hunの手均消化脱離液PO.-P濃度は (6ー1) 式で表わされるものとする。

)
 

-6
 

(
 

- C S T .  +CSD.-， (VD -VST.)  

V。
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し Run-iの消化脱離液PO，-P濃度 (mg/l)

Cso.-. Hun-(i-1)の消化脱離液PO，-p濃度 (mg/1) 

C ST. Hun-iの濃縮汚泥ろ液PO，-P濃度 (mg/1) 

V STl Run-iの投入濃縮汚泥f，1(m') 

VD 消化憎容母 (m')

C SO I 

可-・ー一

(6 -1 )式では、 Run-iにおいて消化憎から、まず役人濃縮汚泥母に等しい妊の内容物が

引き抜かれ、その後滋縮汚泥が投入されて完全混合されると考 えた。 また、この場合汚泥

岡j杉物からのリ ンの放出は全くないとし、ろ液PO.-P濃度のみを問題にしている 。

(6 -1 )式を用いて各Run毎の消化脱離液PO，-p滋度の計算を行なった.計算はRun-2か

らつ まり i= 2から開始し、 cso. -I 、 CST  I 及び V ST. はRun毎の平問{山を用いた 。J

~の結果得られた C SD  i と実視11値の関係を図 6-6に示した 。 これらの点を原点を通る直

線で回帰するとその勾配は 1.043となり、各点は多少のバラ ツキはあるもののほぼ 1・l

のi直線の近傍に分布している 。 もし消化糟内で汚泥からのリ ン再放出が生じていれば、手キ

(注) PO， -p it:l度は各Hunの平幼1凶である
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点は 1 1の直線よりも上に分布するはずであるので、肱16-6の結果は前述の仮定が成

立する ことを示唆しており、とのことから消化憎内でのリン再放出 hlはさほど大きくない

と推定される 。

以上のこと か ら、滋総憎及び消化憎におけるリンの准!U)J'を壁恕すると、汚泥からのリ ン

l耳政出は主として濃縮憎中で生じ、 r[i放出されたリンは大部分汚泥IMY='に惚まるため濃縮

分離液リ ン濃度はさほど尚まらないが、濃縮汚泥が消化糟に投入されることにより消化憎

内リ ン滋皮を高める結果となると与えることができる 。従 って、本ケースのような汚泥処

即 フローでは、汚泥処思!プロセスでのリン戸}Ij支出反を削減するためには、.ill;}J濃縮槽にお

けるリ ン両政出防止対策が忌も yl袋かつ効果的であると考えられる 。

凶 6-7には、各Hun毎の脱ボろ液PO，-I'濃度の変化を示した。宍道湖東部浄化センタ

ーの脱/1<機は高分 F縦m斉11を用いるベルトプレスであり、脱水工将での凝集沈殿反応によ

るリ ン除去は期待できないため、本来消化脱離液と脱水ろ液のPO，-P濃度は等しいはずで

ある 。 しかしなが ら、実際には脱水ろ液は脱水機への供給汚泥畳とほぼ同壁のろ布洗浄水

により希釈されるので、そのPO，-I'濃度は消化脱離液と変化のパタ ーン は同じであるが濃

度的には約 1/2 にな っている 。 また、濃度的には直後脱水を行な ったRun-7 でhlも尚い。

u土) PO，-p 濃度は符Hunの平均純である
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こ れは、前向 ~1 6 -4に見 られるよ うに波縮汚泥ろ液PO，干潟j支が増大し 、こ れが脱水時

にろ液として出てきたためである 。

6. 3. 4 プロセスのリ ン収支の検閲J

① リン収支の作成

。ij!j'jまでに述転結果の概略を述べたが、水処理及び汚泥処思プロセスにおけるリ ンの准

動について検討するため、各実験区画毎の rp収支を作成した .TP収支は以下の条件に従 っ

て作成した 。

1. 水位については放流水旬、段初沈殿池汚泥也、余剰汚泥位、濃縮汚泥虫、脱水機供給

i'iiJio虫、浄化憎汚泥壁、脱水ケーキ位、脱水ろ液量をベ ースにして収支を作成する 。

2 得点のTP濃度は次式で計算する 。

Cp，=CSS1 • Px +CPO-
P1 )

 
2
 

6
 

(
 但し、 C P. 点 lのTP濃度 (mg/I)

C 5 S， 点 1のss濃度 (g/I)

p x S Sのリ ン合街唱 (mgP/gSS)

C PO -P I 点 1のPO，-P濃度 (mg/I)

2. の条件により、 TP濃度中には浴解性ポリリン酸は含まれないが、*'l'r分析結果では

溶解性リンは大部分が正リン厳態であり、溶解性ボリリン駿の比'f'iは無視できるほどに小

さい.

また、放流水については (6-2) 式の px をIOmgP/gssと仮定した。之のfI自は、宍道湖東

部浄化センターでの標準活性汚泥法運転における処埋水 ss濃度と ss起因のリン濃度の

関係から得られたものである 。 (1)活性汚泥r去の px は生物学的脱リン法の遥転に伴い上

昇するので、実際の px は IOmgP/gssよりも高い可能性があるが、放流水中の ss a盟度は

通常 2mg/I前後と非常に低く、 ss起因のリン濃度の割合はPO‘-P滋度に比較して小さい

ため、収支計算ではこの値を用いて計算を行なった。

以上の条件で、 Run ー 1-14 の TP収支を作成した。図 6-8~21 に各 Run の TP収支を示す。

図中において各点の数字はその点における TP負荷沼 (kg/日)である。また、参与として図

6 -22~24に僚準活性汚泥r去により運転を行なっている A~C の 3 下水処埋場のリン収支
の例を示した。(2】(3)
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咽』ーーー

(Kg/d) 

(K"/d) 

図 6-8 Run-1 のrp収支
図 6-10 Run-3のTP収支

(K，/d) 
(K"/d) 

図 6-9 Run-2 のTP収支 図 6-11 Run-4のTP収支
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(K./d) 

図 6-12 Run-5のTP収支 (K./d) 

図 6-14 Run-7のfP収支

(K./d) 

[';!16 -13 Run-fiのTP収支 (K./d) 

eiil6ー 15 Run-8のTP収支
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図 6-16 Run-9のTP収支
(民日Id)

図 6-18 Run-11のTP収支
(XI:/d) 

(X"/d) 
(K"/d) 

凶 6-17 Run-IOのrp収支
凶 6-19 Run-12のTP収支
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逆仇 IJ~ 水

(Kg/d) 

図 6-20 Hun-13のTP収支

区16-21 Run-14のTP収支
(K"/d) 

'‘'ーーーιl

(iU 流入水のl't仰を 100としたfll[

図 6-22 A処理場(保権活性汚泥法)のTP収支

Ut)流入水のn仰を 100とした fl{i

図 6-23 B処理場(保権活性汚泥法)のTP収支
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(i上)流人事の ü~i を 100 とした制

凶 6-24 C処理場(標準活性汚泥法)のTP収支

②プロセス内リン蓄積慢の推移

生物学的脱リン法では、水処理系で除去されたリンは全て余剰汚泥として系外に排出さ

されることによりリン除去がなされる。この条件が成立している場合には次式が成立する

はずである. (@し、記号はTP収支図のもの)

p， +P，， =P， +P'5+ (P. -P，-P川) (6-3) 

(6-3)式において左辺は系に入ってくるリンの全量であり、宍道湖東部浄化センターの

場合には、流入水によるもの (P，)の他に嫌気性消化嬉への浄化憎汚泥投入によるもの

( P ，，)がある。 P"は鼠的には大きな変動はなく、ほぼ 6~7kgP/臼の範囲である。

δ辺は、系外へ排出されるリン1iiであるが、 ( )内は場内用水として系外へ排出され

るリン噴(P 6 )より、その内で機械用水 (P. )及び脱水軽量の洗浄水(P ，，)として再

び系に戻される分を段除したものである。 P.、 P.、 p，けま p，や P'5と比較して、そ

の絶対値は無視できる程度に小さい.

ここで水処理プロセスあるいは汚泥処理プロセス中でリンが蓄績される場合には (6-3)

式は成立せず、左辺と布辺の差が系内へのリン蓄積璽(P ，，)となる。

Pac=P. +P13ー {P，+P'5+ (P. -P， -P，，)} (6-4) 

(6-4) 式では右辺第 て項の P.、 P.、 P..は他項に比較して小さいため無視できるの

で P"は次式で計nできる.

- 122 

Pa<= (P， +P，，)ー (P，+ P '5) (6-5) 

各RunのTP収支に1まずいて、 (6-5)式により P"をd算した結果を図 6-25に示す.関

6 -25には併せて水処理プロセスでのリン答債毘(P w )及び汚泥処浬プロセスでのリン

蓄筏喧(p， )も併せてぷした。これは各々以下の式により求めた。

Pw - (P2 -P，) -P9 

p， = (P9 +P，，) - (P'5+P'6) 

(6-6) 

(6-7) 

P"について見ると、運転開始後Run-5まではプラスの値を取っており、系内にリンが

苔倒していることを示しているが、 Run-6ではほぼ Oであり、 Run-7、8では p"はマイ

ナスの値をとっている。 P"がマイナスであるとは、それまで務偵されたリンが系外に政

出されているごとを怠味している。
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図 6-25 各 Ru nの Pa<、 Pw、 p，

Run-6~8 の内、 Hun- 7は濃縮汚泥を Itl筏脱水したために汚泥処理プロセスでのリン諸

積filP ，が減少したことが Pacがマイナスになった主因である. Run-6では好気性消化を

受けた活性汚泥投入により水処理プロセスでのリン除去が悪化し、またこれに伴い PxiIIi 

も低下したために図 6-25にぷされるように水処理プロセスでのリン落偵喧 Pwが大幅な

マイナス値をとっている。また、 Run-8では運転モード Iの他のRunに比較してエアレー

シヨンタンクの送風慣を約20% 減少したために処用水中 N0 2 • ， -N 濃度が減少し、長終沈殿

池でリン再溶出が生じたため、 Run-6と同僚に Pwが大きなマイナス値となったことが‘

P"がマイナスになった原因である。

P ac> 0である各Runについて脱水ケーキとして系外に排除されるべきリン恒ム P (= 

123 



消化脱離液po.-P波度は、前述のように役入濃縮汚泥po.-P滋度により決定されるもの

と考えられる。従って、汚泥リン含有率が一定となり段入濃縮汚泥pO.-P滋度も 一定とな

った場合に は、消化糟内リ ン濃度も 平衡状態に達するために、経時的な消化情内リ ン滋度

t首加現象はなくなるはずである 。この場合 p，= 0となるので、汚泥処恩系のリン蓄績

が減少し、従って再放出されたリンがすべて水処理プロセスに返流されることになる.こ

れは 、返流水リ ン負街のI曽大とそれに伴なう処理水リ ン濃度の増大という結果になる こと

が予想される。

p， +P13-P，)と P日の関係を図 6-26に示す。凶 6-26において原点を通る直線で

回帰すると傾きは O.57となり、系外に排除されるべきリン量の約60%が湾政出されて系内

に善後されていることになる 。

o Mode 1 

・Moden 

40 

③汚泥処理プロセスからの返流水リ ン負街 蛍

図 6-27に汚泥処埋プロセスからの返流水リン負街宣の各Run毎の変化を示す。返流水

負荷量中、濃縮分離液によるリン負荷の比率は小さく、消化情脱離液及び脱水ろ液による

返流リン負荷量(P 12) は、全返流リン負荷量(P ，.)の約80%に達した 。また、 濃縮汚

泥の直接脱水を行なった Run-7では脱水ろ液単独で返流リン負待畳のやはり約80%に達し

ている。このことは重力濃縮工程で再放出されたものの濃縮汚泥中に留まり、濃縮分離波

としては水処理プロセスに返流されなかったリン負街も結局は、脱水工程における国液分

離の結果、ろ液として水処埋プ ロセスに返流されることを意味する。
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について見ると、運転モ ド I

その後次第に Pwは減少してゆき、 p，がI骨加してゆく 傾向が見 られる 。乙の理由につい

ては次のように惟損IJできょう。即ち、 Pw及び p，の要因としては以下が考えられる。

ノド処理プロセス及び汚泥処理プロセス各々のリン蓄積

の初期及び運転モード日ではいずれも最初は水処理プロセスにおいてリンの蓄績が生じ、

合計 P '6 

濃縮分離液

消化脱離液

脱水ろ液一…一一
60 

Pw 生物反応術活性汚泥による細胞内ポリリン酸等としてのリン蕃債

p， 重力濃紺i糟内及び消化槽内の汚泥中及び分離液、脱離液中のリン濃度地加によ
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運転開始後まもなくは前者の要因によるリ ン蓄績が進行するが、活性汚泥中のポリリ ン

酸菩債には限界があるので Pwは Pxの増加と共に小さくなってゆく 。 これと併行して汚

泥からの再政出リン聞も Px の増加と共に増大し、 p，は大きくなる 。図 6-25における

Pw及び P，の変化は定性的には以上のように説明できょう。

p，につ いては、前述のように蓄積の可能性としては歪力濃縮憎及び消化槽の汚泥中及

13 14 

3 

11 12 

2 

9 10 

ら6.1

。
び分離液、脱灘液中のリ ン濃度地加が考えられる 。

浪縮汚泥及び消化汚泥のリ ン含有率は図 6ー 3に見ら れるように、 Run-J とRun-J4で段

汚泥処埋返流水 fP負街宣の変化

次に汚泥処理プロセスからの返流水によるリン負街宣の流入水リ ン負荷盛に対する比率

( P ，./ p， )の推移を図 6-28に示す。実験開始 当初 は (P ，./ p， )は 50%程度であ

図 6-27 終的に大きな差はないので、図 6 -4~5 の分離波及び脱離液の Run - J と Run - J4のリン濃

を試算すると'II力濃縮憎でのリン蓄般日は 38kg、消化糟中でのリン蓄積最は J037kg

となる。このように、 P，についてはその大部分は消化糟脱税液のリ ン濃度上昇によるも

度涯分がRun-J4までの毛カ濃縮憎及び消化槽中でのリン芸術量であると考えて、このリン

千客償

一125-
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のであると与えられる.



--
④返流水リン負街の水処理プロセスへの影

実験期間中は、処理水TP濃度は汚泥処理プロセスからの返流水リン負荷量が噌加するに

つれて増大する傾向を示した.図 6-29に、各Runの流入水リン負荷量 (P1 )に対する

全返流リン負荷量(P 16)の比率(P 16/ P 1 )と処理水po.-P濃度の関係を示す。但し

好気性消化汚泥を投入したため処理が悪化したRun-6は除外した。 P
1 はあまり大きな変

動はなく、平均37.3kg/ 臼であった。

また、図 6-22~24に示した標準活性汚泥法の処恩場のうち、 A 及び C 処理場について

同燥な関係を図中に示した。ただし、 A処理場については流入水TP温度は 2.45mg/l (収支
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調査時)と低いために参考値として考える.これに対して C処理場では、流入水TP濃度は
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4.45mg/l (収支調査時)と宍道湖東部浄化センターとほぼ同レベルであった.
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各Runの返流木リ ン負荷量の流入水リン負荷量に対する比率 (P1 6/P 1) 

ったが、 嫌気 一好気活性汚泥法運転の継続に{半なってこの比率は次第に増大し、 Run-7以

降では 150%以上に達した。これを傑準活性汚泥t去の場合と比較して見ると、前掲図 6-22 

~24に示した係準活性汚泥r去による運転を行なっている下水処理場では、返流水リ ン負荷

の流入水リ ン負荷に対する 比率は、嫌気性消化糟と真空脱水織を有する A処理場では 89%

同じく嫌気性消化糟と遠心脱水機を有する B処理場では 52%である。また、汚泥処理プロ

セス中に嫌気性消化槽がな く、濃縮汚泥を遠心脱水機により直緩脱水している C処理場で

は26%となっている。これらの傑準活性汚泥法の運転例と比較すると、宍道湖東部浄化セ

ンターにおける汚泥処理プロセスか らの返流水リン負街の比率は嫌気一好気活性汚泥法の

運転継続により相当上昇することがわかる.

このように、 嫌気 好気活性汚泥法の運転に伴なって水処理プロセスにおけるリン除去

図 6-28 

司 υ

各 Run 返流水リン負侍電の流入水リン f~ 街包に対する

比率 (P16/P 1)と処埋水po.-P濃度の関係

。

図 6-29 

がI普加する結果、汚泥側に移行するリン畳も増大し、汚泥処理プロセス中での再版出に

より返流水リン負荷は傑準活性汚泥法による運転よりも大幅に地大することになる.汚泥

処恩プロセス中でのリン再放出防止対策については次章で検討する。
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図 6-29に見ら れるよ うに、 処理水po.-P濃度は p，に対する P'6の比率が高くなると
入//<母は 390rrl /時でほぼ一定であり、流入水水混は約 16"cであった。図 6-30に流入水

その他のpo，-p濃度の時間的変化を示す。
I首大する傾向jにある 。この影響の程度は運転モード iとHで異な って おり、運転モ ド日

では Iに比較して同じ P'6/ p，に対する処理水po.-P濃度は低くなっている.この埋白

は、運転モード Iは運転モード日に比較して生物反応梅内汚泥翠が約 2I音であるので、7/<
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処恩プロセスにおけるリン摂取容 f置が大きいためであると考えられる。

仮に処埋水TP濃度0.5mg/l以下を得たい場合、処理水ではTP濃度の約60%がpo，-pであ

るので、 po，-p濃度としては O.3mg/l以下でなければならない。図 6-29から判断する と

との条件を満足するためには、運転の余持を考慮すると運転モード Iでは P'6/ p，を50

%以下、運転モード Hでは 100%以下に抑えるととが必要であると考えられる。

標準活性汚泥法の処理場については、 C処理場は P'6/ P ，が小さいが処理水po.-P浪

度は宍道湖東部浄化センターよりもかなり高いレベルにある。また、 A処恩場はその流入

ノドTPi食度が宍道湖東部浄化セ ンターの約 1/2であるにもかかわらず、やはり処理水po，-p

濃度は同浄化センタ ーと 比較して高いレベルにある。このように、傑準活性汚泥法による

運転と比較した場合、間程度の返流水リン負荷に対する嫌気 好気活性汚泥法のリン除去

能力が大きいととは明らかである .
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系のリン除去量と系外へのリン排出量のバランス

運転調査期間を通じて、水処理プロセスでのリン除去!i16Pw (=p， -P3 ) が、脱

水ケーキとして系外に排出されたリ ン負荷量(P 15) を上回るか、あるいは等しかったの

は、区)6 -25において p"がほぼ Oに近いことからわかるように、 Run-6 ~ 8であった。

6. 3. 5 

5 7 

H寺哀1)

流入水、事yli主流入水、初i:t流出ノ'/<po，-p濃度の時r:n!変化図 6-30 

この内、 Run-6及び 8では (2)項に述べたように水処理プロセスでのリン除去患が小さい

ために、相対的に P..>ム Pwとな ったものである。

これに対して Run-7では濃縮汚泥を直後脱水したために、消化槽中への リン蓄積がな く
図に見られるように、脱水ろ液の沈砂池への返流により、 互支初沈殿池流入水のpo.-P浪

6Pw =26.3kg/臼に:A"'Jして P..=37. 8kg/臼であった。また、図 6-3にも示されるよ
度は流入前は 4mg八程度であ ったものが&高29mg/lまで上昇しており、高いリ ン濃度ピー

クが形成されている 。また 、厳初沈殿池では溶解性成分は除去されないために 、忌初沈殿
うに脱水ケ ーキリ ン含有率も全期間でもっとも高かった。この場合、処理水リン濃度が高

かったために 6Pwが小さく P15>6Pwとなったが、処理水のTP濃度が低かった Run-l 

~3 及び Run - II ~13でのム P w は平均 38 . 5kg/日であったので、浄化槽汚泥投入によるリ
池出口においても po，-p濃度は、長初沈殿池入口と比較してほとんど変化は見られていな

い。また、滋縮分離液の流入は明確なピ ークとしては表われておらず、脱水ろ液ほど影響

ン負符は別にすると、濃縮 直後脱水方式によれば収支的に水処理プロセスでのリン除去

国にほぼ対応する賢を脱水ケ キとして系外に排出することが可能であると考えられる 。

は大きくないことがわかる 。

図 6-31に、生物反応憎の各糟po，-p濃度の時間変化を示す.また、図 6-32には処盟

7/<及び砂ろ過水のpo，-p濃度の経時変化を示した .図 6-31に見られるように、嫌気糟か

ら好気憎 に移行するにつれて、活性汚泥へのリン炭取に伴いpo.-P濃度のピークは小さく

なって ゆくが、好気憎末端である D僧においてもなお吸収しきれないピ クが銭存してい

る。このピークはそのまま処箆水に流出し、処理水po.-P濃度を高める結果となった。と

mし直媛脱水を行なう場合には、次項で述べるように脱水ろ液による返流水リン負荷の水

処煙プロセ スへの時間的彫響に注意が必要である.

6. 3. 6 脱水ろ液の返流による水処埋プロセス への時間的影響

濃縮汚泥の直後脱水を行なったRun-7の期間中に通日水質測定を行なった。この時の涜
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のように、脱水ろ液の瞬時的返流は、水処理プロセスで吸収しきれないピーク濃度となり

処理水リン濃度を k昇させる可能性があるため、これを防止するためには、返流水ピーク

リン負何噴削減や時間的問等化を倹討する必要がある。
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関 6-31 生物反応憎PO.-P濃度の時 fiiJ変化

H寺五IJ

今、返減水負街が完全に灼等化されたとし、この結果図 6-31に示した A槽PO.-P濃度

も時間的に完全に平均化されたとすると、その濃度は約36mg/lとなる。ここで、同じく図

6 - 31 から生物反応槽 A~D 糟でのリン除去監を A 糟と D 憎の PO.-P ピーク濃度の差から

40mg/lであると見なすと、時間的問等化を行なえば A憎での PO.-P濃度は D槽では完全に

吸収できることになり、脱水ろ液返派の時間的均等化の効果は大きいことがわかる.
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第 6章のまとめ

処理水

19 21 

、、口、
、

23 

、Y孔妙ろ過ノk
、

、
'0.. 、

‘ー仁》ー ー。-ー← ;:;----j;l 

3 5 7 (時制 )
12/19 

処J.Ill水及び砂ろ過ノ'J<PO，-P濃度の時間変化

(1)無加混嫌気性消化僧を含む汚泥処理プロセスを有する実線復下水処理場において、嫌

気 好気活性汚泥j去の運転を行なった結果、水処理プロセスで除去されたリン毘のうち約

60%は汚泥処理プロセスで再放出され、消化僧内を主として系内に蓄積されていることが

わかった.

(2 )重力濃縮糟でのリン再放出は汚泥層中で生じており、政出されたリンは汚泥層中に留

まる部分が大きいため、漉縮分離液リン濃度はさほど高まらないが、濃縮汚泥ろ液リン濃

度は著しく高まった。また消化脱離液リン濃度の地加は主として高リン濃度の濃縮汚泥の

投入によるものと推定され、消化憎における汚泥からのリン再放出 はさほど大きくない

と考えられる。

(3)汚泥処理プロセスからの返流水リン負街による処理水リン濃度の噌大を防止するため

には、リン再放出防止あるいは返流水リン負荷の削減が必要であり、本章で検討対象とし

た汚泥処理フローでリン再欣出防止を行なう場合、ヨE力濃縮糟でのリン再政出防止が品も

老婆かっ効果的である。

(4 )重力濃縮汚泥を直媛脱水する場合、水処理プロセスで除去されるリン喧にほぼ相当す

るリン母を脱水ケーキとして系外へ排出できた。しかしながら、脱水ろ液の短時間内での

返送は水処理プロセスへのショックロードとなり、処理水リン濃度にピークが幾存した.

このような現象を防止するためには、返流水リン負街の時間的均等化が必要であると与え

られる。
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(使用記号一覧)
第 7章 汚泥処理プロセス返流水リン負荷の影響とその削減方法の検討

P1 流入水TP負荷電 (kgP/d)

P 2 沈砂池流出水TP負荷量 (kgP/d)

P 3 放流水TPn街島 (kgP/d)

P. 機械用水TP'負待望 (kgP/d)

P 5 長初沈隠池汚泥TP負荷量 (kgP/d)

P 6 余剰l汚泥TP負荷量 (kgP/d)

P 7 i主洗排水TP負街堕 (kgP/d)

P 8 場内用水TP負街塁 (kgP/d)

P 9 重)J浪縮憎投入汚泥TP負荷量 (kgP/d)

7， 1 はじめに

前章では、実施設における運転実験結果に基づいて、嫌気一好気活性汚泥t去の汚泥処理

プロセス 中のリ ンの挙動と返流水リン負荷について検討を加えた 。本章では、前章での検

討結果を踏まえて、汚泥処理返流水リン負荷の水処理プロセスへの彫響度を定毘的に把慢

することを試みるとともに、汚泥処理プロセスにおいて最もリン再政出量の大きい混合汚

泥重力濃縮工程におけるリン再放出抑制方法について検討する.

P 10 :濃縮分離液TP負荷量 (kgP/d)

P 11 消化脱離液TP負荷量 (kgP/d)

P 12 脱水ろ液TP負荷量 (kgP/d)

P 13 浄化槽汚泥TP負荷量 (kgP/d)

p "  脱水機洗浄水TP負荷電 (kgP/d)

P " 脱水ケーキTP負荷量 (kgP/d)

P 16 返流水TP負荷量 (kgP/d)

P 17 i主洗用水TP負荷量 (kgP/d)

P" 系内へのリン蓄績賃 (kgP/d)

Pw 水処埋プロセスでのリン蓄積畳 (kgP/d)

P s 汚泥処理プロセスでのリン蓄積量 (kgP/d)

7， 2 嫌気一好気活性汚泥法余剰汚泥のリン再放出特性

本項では既往の研究報告を整理し、嫌気一好気活性汚泥法の発生汚泥からのリン再版出

特性についてまとめる。

7. 2. 1 汚泥からのリン再政出塁

嫌気 一好気活性汚泥F去の余剰汚泥は、嫌気状態に置かれると好気条件下で混合液中より

筏取・普積したリンを再版出する 。図 7ー lは嫌気一好気活性汚泥法の余剰汚泥を 24時間

停置沈降した後の汚泥か らのリン 放出量と汚泥リン含有率の関係について、 既往の文献値
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図 7- 1 汚泥リン含行唱と 24時間でのリン般出尽
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を整理したものである，川什的関中のリン政出F置は、混合液中の正リン 酸態リン(以下

PO，-Pと略す)の24時間での増加fiiを供試汚泥MLSSで除した1直である。図より判断できる

ように汚泥リン含有率が高い程、リン放出量は大きくなる傾向が見られる。

図 1-2は緑初沈殿池汚泥からのリン政出電の測定例である。忌初沈殿池汚泥からのリ

ン脱出置は、余剰l汚泥のそれに比較して非常に小さい。最初沈殿池汚泥のリン含街率は測

定例が少ないが、図 1-2の場合では 11.5mgP/gssであり、また宍道湖東部浄化センター

での実施設運転実験ではト7mgP/gssの範囲であった。
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経過時間 (h)

|立11-2 ~立与VJ 沈殿池i'yiJt.からのリンl版社i

嫌気条件下での活性汚泥からのリン放出速度は、混合液中の基質滋度が高いほど大きい

ことが知られている。これは余剰汚泥からのリン再島支出についても向後であり、余剰汚泥

を位争9J沈殿池汚泥と混合した場合には、長初沈殿池汚泥が落質となるために余剰汚泥単独

の場合と比較してリン放出速度は大幅に増大する。図 1-3に日本下水道事業団の嫌気-

M気活性汚泥法パイロットプラン卜の余剰汚泥 E単独及び混合汚泥からのリン放出虫の測定

結果を示す.この場合、余剰j汚泥のリン含有率は 29.7mgP/gss、混合汚泥のそれは 21.8mg 

P/gssであった。図に見られるように混合汚泥からのリン般出は余剰汚泥単独の場合と比

較して速度が格段に早く、 3時間で既に 24時間政出量の約90%が放出されている。 24時間

でのリン政出量は、余剰汚泥、混合汚泥ともほぼ同じであり、 48時間後では余剰汚泥単独

の場合の方が大きいが、これは混合汚泥の万が汚泥リン含有率が小さいためと考えられ、

1，，1織な実験で余剰l汚泥電ベ スのリン自主出量をJ算すると、長初沈殿池汚泥量が増えるほ

とリン政出町は大きくなることが報告されている.日}

1. 2. 2 汚泥処理各工程でのリン再政出特性

(1) 濃縮工n

濃縮プロセスの中でも、受力濃縮は滋縮糟内での汚泥滞留時間が比較的長いため、汚泥
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余剰l汚泥及び混合汚泥からのリン放出量|剖 1-3 

が嫌気状態になり、リン再政出が生じやすい。特に余剰汚泥と段初沈殿池汚泥を混合浪縮

する場合には、汚泥からのリン政出は宕しく促進される。宍道湖東部浄化センターにおけ

る嫌気一好気活性汚泥法の実路設運転実験では、余剰汚泥を段初沈殿池汚泥と混合''Ii:刀濃

縮したが、同法の運転開始時には約35mg/lであった濃縮分離液PO.-P滋度が運転継続によ

る汚泥リン含有率の地大に伴って上昇し、 2ヶ月後には約 100mg/lとなった。標準活性汚

泥法の混合汚泥重力濃縮分離液の PO.-P 濃度は、既往の調査例では 4~40mg/l といった値

が報告されており川、嫌気一好気活性汚泥法の場合には、余剰l汚泥リン含有事が高まる

ため濃縮分離液中のPO.-P濃度は標準活性汚泥法に比較して高まる傾向にあると考えられ

る。しかしながら、第 6章 6. 3 . 3で述べたように、宍道湖東部浄化センターの場合、滋

縮汚泥ろ液PO.-P濃度は最高400mg/l以上に達しており、再政出されたリンの大部分は濃

縮汚泥として次の工程に送られ、濃縮分離液として出てくるのはその一部であることを指

摘しておく。

重力濃縮以外の濃縮方法としては、遠心濃縮と加圧浮上濃縮がある. l童心濃縮は濃縮機

中での汚泥滞留時間が 10~20分純度と短いため、リン放出防止の点からは有利である。嫌

気一好気活性汚泥法の混合汚泥を遠心滋絡した例は報告されていないが、余剰l汚泥につい

てはリン含有率23mgP/gssのものを遠心濃縮した例で、濃縮分離液のTP濃度は9.5mg/lで

あり、溶解性TP濃度は3.6mg/ 1であったと報告されている。(7，また、}jIJの実験では リン

含有率は不明であるが、同後に余剰l汚泥の遠心濃縮で分離液PO.-P濃度は、 12.5mg/lであ

った o (2) 加圧浮上濃縮法は好気条件下で濃縮操作を行なうので、濃縮中のリン放出量は

小さい。生物学的窒素 ・リン同時除去プロセスの余剰l汚泥の加圧浮上濃縮実験結果による

と、分説液中のPO，-P濃度は O.25~ 1. 2lmg/lと非常に低い値であった o (5) 
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(2) 消化工程

嫌気性消化工程における消化液リン漉度の経時変化について、その測定例を図 7-4に

示す.これは、標準活性汚泥法施設の混合汚泥をそれぞれ20"C及び30・Cに保って一日一回

悦梓を行な って貯留し、定期的に汚泥ろ液の po.-P滋度を測定した結果である。図中には

併せて pllの変化も示した。本図に見られるように、汚泥ろ液po.-P滋度は急激に上昇して

5~7 日目にピークに i主し、その後は逆に減少して 10日目以降ではほぼ一定値となってい

る。ろ液po.-P濃度の変化と pHの変化を対照して見ると、 po.-P濃度のt曽加は駿性発醇時

7 
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図 7-4 嫌気性消化工f¥1での消化液リン濃度の終日寺変化

のpHの低下に対応して生じており、その後アルカリ性発酵に移行してがlが上昇するに伴な

って po.-P濃度はやや減少していることがわかる。このpH上昇に{半なう消化液po.-P濃度

の減少は金属頬と po・-Pの化学的反応による金属泡績の生成によるものであろう。この実

験では煙汚泥を用いず、また貯留容誌は気密ではないために、厳密には実際の嫌気性消化

憎とは条件が若干異なるが、堺は混合汚泥を用いて回分式消化実験を行なった結果、本実

験と同燥な結果を報告している。 (16)
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以上は、いずれも標準活性汚泥j去の発生汚泥に関する知見であるが、 k植気一好気活性汚

泥j去の発生汚泥に関しては、宍道湖東部浄化センターでの嫌気一好気活性汚泥法運転実験

で霊力濃縮された混合汚泥が無加温嫌気性消化され、運転実験開始以前は 100mg/l程度で

あった消化脱難波po・-P濃度は運転実験開始後 3ヶ月で 280mg/lに達した.しかしながら

この場合、第 6な 6. 3 . 3で述べたように消化脱縫液po.-P濃度の上昇は必ずしも消化情

中での汚泥からのリン再放出によるものではなく、主として重力浪織槽におけるリン再政

出によりリン浪度の高まった濃縮汚泥段入の影響によるものと推定された。とのことは、

重力濃縮憎では酸性発酵の状態となり多量のリンが再放出されるが、 pHが弱アルカリ性ま

でに回復する消化僧内ではリン再放出はあまり進まないととを示唆するもので、嫌気性消

化工程においては、リンは前述の標準活性汚泥法汚泥の場合と同僚な経時的挙動を示すと

考えられる。

好気性消化工程ではポリリン酸の嫌気条件下での1m水分解による混合液中への po・P放

出は生じないが、消化に伴なう細胞体の分解により混合液リン波度はI曽加する。 Matsuda

らによる僚準活性汚泥法余剰汚泥の好気性消化実験では、混合液中の po，-p滋l立は消化日

数 15日で約30mg/lに達し、 ζ れは連続曝気と間欠曝気でほとんど涯がないという結果であ

った。円}嫌気一好気活性汚泥法余剰汚泥を好気性消化する場合には、汚泥リン含有権が

高いため混合液中のリン濃度も標準活性汚泥法余剰汚泥の場合に比較してより高いことが

予想される.その実伊!として、図 7-5に宍道湖東部浄化センターの嫌気一好気活性汚泥

法余剰汚泥を再曝気した場合の混合液po，-p濃度の変化を示す.供試余剰汚泥のリン含有

率は 39mgP/gSS、MLSSは6，960mg/lであった。図に見られるように、供試汚泥の貯蔵中に

政出されていたリンが曝気により -.e_は速やかに再吸収されるが、その後は曝気継続に伴

なって汚泥から po.-Pが浴出し、 4日間の曝気で混合液po.-P濃度は約70mg/lにも達して

いる.これは、汚泥中に含まれるリン filの約26%が政出されたことを意味する。このよう

に、好気性消化でも脱離液中のリン濃度はかなり高くなるととが与えられる.

(3 )脱水工程

汚泥脱水プロセスとしては点空脱水、加圧脱水、ベルトプレス、遠心脱水等があるが、

これらの中で脱水前の汚泥調質に石灰と庖化第二鉄を用いる真空脱水及び加圧脱水方式に

ついては凝集沈殿反応により po.-Pが不溶性庖となって除去されるので脱水ろ液中のリン

滋度は低い。嫌気 -H気活性汚泥法混合汚泥を消石灰と出化第二鉄を脱水JVJ斉1)として用い

て加圧脱水を行なった実験では脱水ろ液のTP濃度は平幼4.6mg/l、po，-p濃度は O.3mg/ l 

であったと報告されている。 (8'
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ここで、水処理プロセスで除去されたリンは全て汚泥として系外に排出されるため、ノk

処理プロセスのリン収支より (7-1 )式が成立する。

1>117 -6 
4 

余剰汚泥曝気時の混合液PO，-I'濃度の変化

これに対して ii心脱水やベルトプレスのように、高分子凝集荷lのみを脱水助朔lとして用

いる脱木プロセスでは、リン脱水工程は固形物態のリン除去しか期待できないため、濃縮

2 3 

暖気時間(日)

凶 7-5 

(7 -1 ) 

(1) 式に図 7-6中の水尾の関係を代入する。 ζ の場合、 Qou t 与 Q '0であると見なせ

るので、 pou t は(7-2) 式で表わされる 。

Q '0・P，o+Q， 'P，-QO"' ・PO"' +6P， +6P， 

汚泥混合液中のPO.-Pがそのまま脱水ろ液中に流出することになる。

p OU t = P亀 0+0.0176・P，ー (6P，+6P， ) / Q"  (7-2) 

長初沈殿池汚泥及び余剰汚泥の発生図形物墳は対象期間の運転実績より、各々単位流入

水量当たり 144.9g/m' 、 136.lg/m' であったので、 6 p ，とど~ p，は各々 (7-3) 式及び

(7-4) 式で表わされる。

(7-3) 

(7-2) 式に (7-3) 及び (7-4) 式を代入する。また忌初沈殿池汚泥のリン合符率 PX PS 及

び流入水TP濃度 P‘nは実績値ではほぼ一定で各々 7.15mgP/gss及び4.76mg/1であったので

結局処埋木TP濃度 Pou t は(7-5) 式で表わされる。

(7-5) PO"' =3.72+0.0176・p，-0.1361・p率 ..  

ここで、返流水TP負街璽の流入水TP負荷量に対する比事を L(P，)/L(P，o)とおく。

L(P，)/L(P，o)= (Q， . P，)/(Q"・p，0) (7 -6) 

7. 3 汚泥処理返流水リン負荷の彫響の検討

ノド項では、汚泥処理返疏水によるリン負荷が嫌気 好気活性汚泥法のリン除去に及ぼす

影響を定底的に抱握することを試みる。

7. 3. 1 ケーススタディによる検討

返im水リン負イ苛堕及び活性汚泥リン含有率と処理水リン滋度の関係を宍道湖東部浄化セ

ンターでの織気一好気活性汚泥法運転実験データに基づいて検討する。図 7-6に同浄化

センターの処煙フローを再掲する.同浄化センターの汚泥処母プロセスは、混合汚泥を重

J) itl縮後、無1m温消化憎で約30日間消化を行ない、ベルトプレス脱水織により脱水するも

のである。濃総i分離液、消化脱離液、脱水ろ液は全て直後沈砂池に返流される。

図 7-6中には、同浄化センターでの昭和60年 9月 1日~昭和61年 l月16日の運転実績

に基づいて作成した水母収支を併せて示した。水f百収支の各数値は、流入水f置を 10日とし

たものである。との期間での生物反応糟滞留時間は涜入水量ベースで 5.6時間であった。

(7-4) 

ムP1 - P xps ・144.9 ・Q'0・10-'

6P， =p，，， ・136. 1 ・Q，0・10-， 
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(7-6) 式に各々の数値を代入して変形すると、

p， =270.453 ・L(P，)/L(P，，) (7-7) 

(7-7) 式を (7-5) 式に代入すると 、 pou t はし(P ， ) /L ( P " )と Pxes の関数として (7-8)

式で表現できる 。

p， = 4. 76・L(P，)/L(P，，)-0.1361・p，，， +3.72 (7-8) 

(7-8) 式に)，1;づき Pxes が40、45、5日、町、 60mgP/gssの各ケースについて、 L(P，)/L(P且，)

と処理水TP濃度 pou t.の関係を図 7-7に示した。 ここで、 (7-8) 式においては pOU t 己

Oであるので、 P翼.，は (7-9) 式の範囲になければならない。

P xes 孟 34.97 ・L(P，)/L(P，，)+ 27. 33 (7-9) 

(11) p，，，の単位は、 mgP/gSS

3.0 
Pxes 40 45 50 55 60 

:::; 201: 

ー・40く Pxes壬50
2.5卜 。50く Pxes壬62

¥
国
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1.51-

101- 。

0.5 

50 100 150 

L(P，)/L(P‘，) (覧)

i刈7-7 し(P，) /1. (P，，)と P0 "，  (穴道湖東部浄化センタ ーのケース)

。

(7-9) 式は、ある任怠のL(P，)/L(P，n)に対して P，.，の上限が存在することを示すもの

でこれは、 (7- 2) 式からJ1~解できるように、リン除去量が上限値を取る p OU  t 0の場合

にム p，が長大となるために、 (7-4) 式の関係から Pxes の忌大f直も決まることによるも

のである.例えば、I.(P，)/L(P，n)= 50%の場合には、 (7-9) 式より Pxes の忌大{直は 45mg

P/gssであり、とれは関 7-7では p，，， =45mgP/gssでL(P，)/L(P，n)が50%の場合には

P。川=Omg/ 1であるととに相当する。しかしながら、現実的には Pou，=Omg/l とはなら

ず、 pou t の下限は 0.2mg/l程度であると考えられる。
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図 7-7には、併せて宍道湖東部浄化センターでの運転実験で得られたデータ(半月毎

の手均値)をプロッ卜した。図に見られるように、 L(P，)/L(P'n)は pou t に大きく影響し

L(P，)/L(P，n)が 10%増加すると pou l は約 0.5mg/l地大する.また、実験値はバラツキは

見られるものの、ほぽ (7-5) 式の関係と傾向的に一致していると見なせる。

同浄化センタ での実験期間の Pxe 5 は、平均約50mgP/gss (好気憎末端)であったの

で、図 7-7より判断すると、仮に pOU  t.孟 O.5mg/l としたい場合には、 L(P，)/L(P，n)が

75%以下であれば良いことになる。しかしながら.ここでは実際の運転管恩上の余硲を考

慮して第 6'Q:での検討のように Pou，を平問日 5mg/l以下とするためには L(P，)/L(P，n)を

50%以下にする必婆があると考えるととにする.とこで、 L(P，)/L(P，n) = 50%の場合、

P，.， =50mgP/gssの条件下で水処理プロセスでの除去リン喧 (6P¥ +6P，)に対す

る返流水TP負荷L(P，)の比率は以下のようになる。

)
 

r
 

pa 
(
 

I
h
 

P I n • Q ln・O.5 

6P¥ +6P， (P，.， ・144.9 + P ，.，・ 136.1) . Q ，n・10-3

4.76xO.5 

(7.15 x 144.9 + 50x 136. 1)・10-3 

= O. 304 

従って、 L(P，)/L(P，n)を50%以下にするためには、以上の計算から水処理プロセスでの

除去リン塁の内、汚泥処理プロセスで再放出されるリン量の割合を 30%以 Fに留めなけれ

ばならないことになる.

7. 3. 2 標準的条件での検討

前項と同様の考え方に基づいて、 一般的な際準活性汚泥法施設に嫌気一好気活性汚泥法

を適用した場合に、返涜水リン負荷が処E雲水リン法度に与える彫響の程度について検討す

る。検討にあたっては、生物反応糟滞留時間は標準活性汚泥法程度とし、段初沈殿池汚泥

及び余剰汚泥の発生量は標準活性汚泥法hiii設の運転実績値より各々、流入水量 10.000 rr!に

対して 109 rr!及び 140 rr!とした。 (10)また、発生汚泥図形物量は同じく実績値から、流入

水量 1rr!あたり各々 157g/ rr!及び96g/rr!とした。 H 引以上の条件に基ずき、図 7-8に流

入水虫を 100 とした場合の水虫収支を示す。

流入水TP濃度を第 l章 1. 2. (1) より 4.73mg八とし、忌初沈殿池汚泥のリン含有率を

前項の場合と同じく 7.15mgP/gss とすると、処理水TP濃度 pou t は間後に返流水TP濃度

p，と余剰汚泥リン含有率 Pxes の関数として次式で表現できる。

Po"，  - P ，n+0.024 ・p，-0.096 ・p鉱.，ー 1.123 (7-10) 

(7-10) 式に前項と同様に (7-6) 式を代入 ・整理する と(7-11 )式が得られる.

Po"，  =4.74・L(P，)/L(P，n)-O. 096 ・P... +3.607 (7-11) 
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P xe s が30、35、40、45、50mgP/gssについて、 (7-11 )式により L(P，)/L(P，n)とP。日の関

係を図 7-9に示す。図に見ら れるよ うに処理水TP濃度を平均0.5mg/l以下にするために

は余剰汚泥リ ン含有率が40mgP/gssの場合、 L(P，)/L(P，n)を少なくとも 15%以下に、同じ

く処埋水TPi農度予防1.Omg/l以下を得るためには、 L(P，)/L(P'n)を少なくとも 25%以下と

する必要がある.このことは、前項と問僚の計算より水処理プロセスで除去されたリン豊

の内、汚泥処理プロセスで再放出さ れるリ ン鼠の比率を前者の場合 14%以下に、後者の場

合には 24%以下にしなければならないことを意味する。

返流水リン負街の影響は図 7-7及び 7-9から判断できるように、余剰汚泥リン含有

率 Pxes が大きくなるほど相対的に小さくな ってくる.嫌気一好気活性汚泥法において 、

P xe $がどのようにきまるのかについては、未だ明らかでない部分が多いが、第 4章 4.

2. 3で検討したように、生物反応僧流入水リ ン濃度は Pxe s に影響を及ぼす 。図 7ー10

は前掲図 4-28に、宍道湖東部浄化セ ンターでの運転実験で得られた各笑験区画毎の最初

沈殿池流出水TP濃度と生物反応槽末端での活性汚泥法リン含有率の関係をプロッ卜したも

のである。両データは同織な傾向を示していることから、 Pxe s と段初沈殿池流出水TP濃

度 pp S ou t の聞には (7-12)式の関係が成立するものと仮定する。

50 100 

L(P，)/I.(P，n) (%) 

凶 7- 9 L(P，)/L(P，n)と P0"' (際司E的条件)

70 

jfl 
L I 

5 10 
品初沈殿池流山水TP濃度 (mg/l) 

- ベンチスケー ルデ ータ

。宍道湖データ

;:; 60 
U"J 

"" 、、
も 50
E 

K 

0.. 40 

i刈7-10 1t}初沈殿池流出水TP濃度と活性汚泥リ ン含行中

P." =2.467 ・PP'O" ' +32.853 (7-12) 

P psou t はリン収支より (7-13)式で表現できる. P psout = 
Pin' Q ，n+P， . Q， -L'， P， 

Q 川 +Q，-Qp. 
(7-13) 

(7 -1 3)式に図 7-7の各水慢の関係を代入すると (7-14)式が得られる .
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P"ou， =0.987・p・n+O. 0236. p， -0.155・PX P S (7 -14) 

p川 =4.73mg/l、l'xp. = 7. 15mgP/gss として (7-14)式を (7-12)式に代入すると (7-1 5) 

式が得られる。

p ... = O. 058・p，+ 41.636 (7 -1 5) 

(7 -15)式を(7ー10)式に代人すると、結局 pou l は p，の|民l数として (7-1 6)式でぶわされ

る。

Pou， =0.0184・ p，-O. 390 (7-16) 

(7 -16)式と (7-6) 式の 関係から、 (7-17)式が仰られる 。

Pou' =3.64・L(1'， )/L(P，n)-O. 390 (7-17) 

[刈 7-9中に点線で (7-17)式の関係を示した。図から、活性汚泥法リ ン合イ写本 Pxes が

h止初沈殿池流出ノ.)<1)ン濃度に依停するとした場合には、処JlIlノ.)<TPit:)度を平均日 5mg/l以下

とするためには L(P，)/L(P，n)を少なくとも 24%以下、同じく平均 1.0mg/1以下とするため

には少なくとも 35%以下にしなければならないと判断できる。このことは、 3-11ftと同様

な計算により、ノド処恕プロセスで除去されたリン filの内、汚泥処理プロセスで l耳政出され

るリン量の苫1)合を前占の場合には 21%以下、後告の場合には 30%以 Fに抑制しなければな

らないととを怠l床する。

以上のように、標準的な条件での検討結果では、宍道湖東部浄化センタ のケースと比

較して流入ノ，)<T1'濃度 P，nはほとんど同じであるにもかかわらず、同じ活性汚泥リン含有率

P xes でい!等の処理水T1'濃度を ~~1 るためには、 L(P ， )/L(P ， n) をより低く抑えなければなら

ない。このPP.IiJとしては、両ケースを比較すると単位流入水虫当りの発生汚泥図形物虫は

10(初沈殿池汚泥では大差ないものの、余剰汚泥では一般条件での検討では 96g/ nlであるの

に対して、アミiU湖東部浄化センタ ーのケースでは 136g/nlと約40%も多いために水処理プ

ロセスでの除去リン!立が大きいためと与えられる。このように活性汚泥法リン合イl'与が同

じ場合には、余剰汚泥発生 Jltが小さいほど、同レベルの処理水TP濃度を得るために返流水

リン負符慢をより小さくすることが援求される.

7. 4 返流水リン負仰の削減対策

7. 4. 1 嫌気 -WX¥活性汚泥t去における汚泥処理の基本的考え方

rFi羽の検，;-1より、嫌気 -H気活性汚泥r去の巡転においては返流水リン負術は処路!水TP濃

度レベルに大きな彫響を持つことが明らかである.汚泥処理プロセスでのリン湾政出の許

容filは目標処用水TPiC度と汚泥リン含fi率及び汚泥発生!誌により異なるが、前頃の試算に

よると処JlIl;)<TP濃度 目5mg/l以下を白標とする場合、 P... = 40mgP/gssのケースでは
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汚泥処J1Jjプロセスでのリン再政出 fttをノk処JI.!lプロセス除去リン tltの少なくとも 14%以ドに

抑える必裂がある。 Pxes がこれより小さい場合にはリン湾政 HI.rF容量はもっと小さくな

る。このように、リン再政出 IJtを松小限に抑制できる汚泥処煙プロセスの選択が重要であ

る。本存iでは、燥公一好気活性汚泥r去の汚泥処JII1プロセスの選択について名処煙工f'i'での

リン同級出特性から判断して、以 Fに基本的考えプj:をまとめる。

①濃縮プロセス

i.Q縮プロセスは軍力濃縮よりも処煙時間の短い遠心濃縮や、 Hえ条件下で濃縮を行なう

IJ日l正浮上濃縮がfj平1)である。直)J濃縮を行なう場合、特に混合汚泌を対照とする湯合には

')ン再政出量が多く、また I勾ノk温期や滞留時間の長い場合等、忌初沈殿池汚泥が酸性発師事

しやすい状況ではリン再放出はより促進される。このととから、毛力濃縮を行なう場合は

最初沈殿池汚泥と余剰汚泥を分離濃縮することが笠ましい。また、必初沈殿池汚泥単独で

は時間が経過してもリン放出虫は小さいととから、段初沈殿j也汚泥は重)J濃縮し、余剰汚

泥はi卓心浪縮して混合後速やかに脱水する Jii.去も提案されている。日}

②嫌気性消化プロセス

第 6i;t6.3.3で述べたように、宍道湖東部浄化センターにおける嫌気-~fk\ 活性汚泥

法運転実験では、消化脱離液中のリン濃度が高く、この結果返流水リン負待f立がI曽大した

が、その主因は嫌気性消化工程でのリン JilJi支出よりも、主力濃縮工程で多11のリンが内政

出され、 1) ン濃度の高まった濃縮汚泥が消化僧に投入されたことであった.嫌気性消化工

程における汚泥からのリン再紋出虫は酸性発静段階で大きいととから、問実験では重))濃

縮槽中で汚泥が際性発酵状態となってリン同級出が促進されたと y;えられ、とれに対して

本立 7.2. 2. (2) でi&べたようにアルカリ性発酵の段階では消化液リン濃度はむしろ若干減

少する傾向が見られる。

この点から見ると、嫌気性消化工程自体にはあまり問題がなく、むしろ泌総工程におけ

るリン両政出が問題であるようにj思えるが、重力iC縮の場合には 121水温矧や滞留時間が長

い場合には容易に濃縮工程で酸性発酵がかなり進行するのに対して、 i道心泌総や浮上浪紛

等の非嫌気的濃縮プロセスをj']FIlした湯合には、消化糟中ではじめて嫌気化が始まるため

多むのリン再島支出がm化糟で生じる可能性が考えられる。乙の例として、総).t，らは嫌気

HXi. 活性汚泥F去の余剰汚泥を、 IJ日圧浮上濃縮装置を IT)いて TS浪度 3.5-4.5%に濃縮したもの

を供誠汚泥として容ほ70Qのm化憎により、消化日数 20日間で述続式嫌気性消化を行なっ

た結果、 lヶ月間の手均消化汚泥po.-P濃度は 498mg/lに達したと報告しており、 (11)こ

れはJド嫌気的滋縮プロセスと鰍気性消化を組み合わせた場合、消化術中でのリン紋出が大

きい吋能性を示唆している。

このように嫌気性消化は、本質的にリン両政出の場を提供するプロセスであると考えら
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れ、敬礼-~f 気活性汚泥訟の汚泥処PJ1プロセスとしては原則的に望ましくない.止むを得

ずtHHする場合には、返if，UI<リンれ戸!日削減対策をi講じる必援があろう。

嫌気性消化 L程でのリ ン再政出防止対策としては、投入汚泥に石灰と泡化第 二鉄を添加

して消化を行なう方法が図式みられており、石灰を，ttDS74 %、 海化第 二鉄を同じく 8.9 % 

役人汚泥に添加lしてリン放出を 8%に抑制できたと報告されているが、これら薬剤lの添加

に伴い消化本の低 Fが観察されている o (l l)消化工程中で リン再放出抑制lができない場合

は、脱離液の凝集沈殿処F型か必要となろう。

ところで米国ではA/Oプロセスの嫌気性消化脱維液のリン濃度がそれほど高くならない

'IJ例が報告されており、消化工程でのリン厳マグネシウムアンモニウム (MgNH.PO.・6H，O)
の生成によるリン除去が原因であろうと推定されている。 (12)我国でも消化工程でのリン

椴マグネシウムアンモ ニウムの生成については何ヶ所か例があるが、沖縄県の下水処思場

の例では水処即プロセスの運転条件により生物学的脱リン現象が生じてリン除去率が上昇

した場合に消化構回り配管のスケール発生量が多く、運転条件の変更により生物学的脱リ

ン現象が生じなくなるとスケール発生日の減少が見られた。このようなリン酸マグネシウ

ムアンモニウムの結品生成には、 pHがアルカリ減であること、リンと当ほのMgが存住する

こと等、いくつかの条件が必要である。 (13)前述したように、宍道湖東部浄化センターの

消化情内でリン再放出があまり進行しないのは、このような現象が寄与している可能性を

示唆するものであるが、かと三って普遍的にこの現象により脱離液について高度なリン除

去を期待するととは錐しいと考えられる.

③脱水プロセス

脱水時間はどのような形式の脱水機でも長くて数 10分であるので、脱水工程中でのリン

再放出尽は小さく、脱水ろ液リン濃度は主として供給汚泥の溶解性リン浪度と脱水ろ液の

浮遊物濃度により決定されると考えられる。真空脱水機や加圧脱水燃のように脱水助斉11と

して石灰や泡化第二鉄をmいる場合には 7.2. 2 (3) で述べたように凝集反応による脱水ろ

液中のリン除去が期待できるが、 iC!縮工程でリン再放出防止対策を行ない供給汚泥の溶解

内リン滋l受が低い場合には、 I高分子凝集iflJを用いるベルトプレスや遠心脱水機でも低い脱

水ろ液リン濃度が期待できる.また、脱水ろ液で浮道物質起因のリン負荷を減少させるた

めには、脱水憾の図形物回収率が高いことが必愛である。

④その他

脱水を数日おきに実施する場合などには、汚泥処理プロセス中に汚泥貯留槽が設けられ

る場合がある .汚泥貯留憎でも重力滋縮と同織に余剰l汚泥と段初沈殿池汚泥の混合貯留や

長JUIP"~ の貯留は避けるべきであるが、これが不可避な場合にはリン再政出抑制対策を講じ

るζ とが必要である。
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以上のJ.!i本的与え方によれば、娘気 Hえ活性汚泥j去の汚泥処問プロセス lドでのリン両

政出血は小さいと考えられる。しかしながら、現実的には様々な要因により汚泥処理プロ

セスを必ずしも前述のようなPJ1~的汚泥処理プロセス情成にできない場合がある。特に t雄

主;¥-H主I活性汚泥j去は既存 f11<処理施設を改造してi運転を行なうケースが多いと思われ、

このような場合には汚泥処PJ1施設も既存のものを伺いるため、リンr4政出抑制の点からは

望ましくないプロセス構成で汚泥処理を行なわなければならない官態が予怨される.汚泥

濃縮工程では重力濃縮方式を係用している F水処理場は全体の約80%に速し、この大部分

が混合汚泥を対照としていると推定されるため、嫌気一好気活性汚泥t去の余剰汚泥がM相j

沈殿池汚泥と混合後垂力濃縮される可能性はかなり高いと判断される.また、 ifiカ漉縮仁

程でのリン再放出置はかなり大きく、ここで再放出されたリンは滋縮分離液としての泌度

はさほど大きくなくても、長終的に消化脱離液や脱水ろ液リン泌度を大幅に正月める結果と

なる。このことから、第 6-o立でも述べたように混合汚泥の重力波縮工程におけるリ ン両以

出抑制対策妓術の開発が重要である。

7， 4， 2 混合汚泥重JJit2縮時のリン再放出抑制万法の険討

(1)混合汚泥の曝気

リンを島支出した混合汚泥を蝶気 fることにより、脱出されたリンを再吸収させるととを

ぷみた。凶 7ー11は宍道湖東部浄化センターの混合汚泥を用いて、曝気によるリン再吸収

実験を行なった結果である。{再試汚泥は余剰j汚泥と段初沈殿池汚泥を容量比 1 1で混合
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図 7ー11 混合汚泥再暖気による混合液リン濃度の変化
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したので、リン合街中は 35.6mgP/gssであった o r号泥の混合後、ある程度リンが政出され

た後に混合汚泌を曝気し、混合液中のpo.-P漉度変化を測定した。本候lに見られるように

リンを般出した汚泥は曝気によりリ ンを再吸収し、 24時間後の混合液po.-p濃度は非常に

低いレベルまで低下している。

ノド実験の場合、経時変化は細かく測定していないが、縫合や問中らによる 同様な実験で

は出合液中po，-p濃度がほとんど Oとなるまでの必要曝気時間は 8-16時間であることが

綴告されている .【 2) (4) しかしながら、 7.2. 2 (2) で述べた余剰汚泥の暖気と同級に、混

合汚泥の場合にも曝気継続に伴い-F-[碍吸収されたリ ンが 再度政出される現象が観察され

た.同燥な現象は落合によっても報告されている引とのJIIl由としては、好~\性消化の

場合と同織に曝気継続に作い細胞体の分解が進行するためと与えられる。このように、過

剰な曝気は リン政出抑制の点、からは逆効果となる 。

以上のように、混合汚泥の曝気処埋により放出されたリンの再吸収が可能であるが、最

低で も8時間程度の滞留時間を街する暖気タ ンクが必要である上、曝気に伴って発生する

臭気と発Tr.止の対策が必'iQとなるので、混合汚泥の曝気による 1)ン再吸収は実用的には重量 し

いと~えられる。

( 2 ) 金属庖凝集~]添加

混合汚泥の 'IT 力濃縮 U .~ に A lt包やr- e血を添加してリン再放出を抑制する方法を検討した 。

l刈7-12- 13は、日 本 F水道官業問の嫌気 -H気活性汚泥法パイロ ットプラン トの余剰l汚

泌に PAC(ポリ r:，l化 アル ミニウム)及びPFS(ポリ統鍛鉄)をむを変え て添加して弔力滋織を

行ない、濃紛後の上澄み波及び濃紛r'I/;尼中の po，-p濃度を測定した結果である 。図に凡ら

れるよ うに、 pFSで5.6gFe/kgTS、pACで2.7gA1/kgTSの添加母で 上浸み液po.-P濃度は

ほぼ Oとなった。

金凶t包凝1忠商1]添加による重力濃縮_[f'~でのリ ン 再放出抑制効果に つ いて、宍道湖L41 部浄

化センターの嫌気 -Hx¥活性汚泥i1，混合汚泥について同線な篠認実験を行なった。実験は

M主1)沈殿池汚泥及び余剰汚泥を各々 200m1及び900mlずつ混合後、 PACを5.6、7.6、

9. 8、 12.7. 14.5. 17.0gAl/kgTSの各濃度で添加し、 室温において 3分間急速悦件後、 4

時Il¥]緩速凶作を行な った後のろ放のpO，-P濃度を淑I])Eした。混合汚泥の rs濃度は、 8600mg

/1であった。凶 7-14に実験結果をmす。混合汚泥からの 1'0，-1'放 ll:lfitは、無添加の場合

と比較して、 5.6gA l/kgTSの添加日でほぼ 1/3に減少し 、9.8gAl/kgTSの添加 111ではほぼ

Oとなっ fこ.

l刻7-15は]，;JIf.化センターの混合汚泥に PACを 10.5gA1/kgTS添加したものと、無添加の

ものとの 72U与1mまでのリ ン政出を測定した結果であるが、凶 7-14と!日l僚にpAC を約 10gA

l/kgTS添加した場合には 、 4時間ではほとん ど リン再放出は見 られず、 24時間後の放出量
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されるようにした.緑初沈殿池汚泥と余剰汚泥はその引き妓き時刻が異なるため、 PACは

余剰汚泥のみならず忌初沈殿池汚泥にも添加された .

PAC添加は昭和61年 11月始めより約 2ヵ月間実施した。この期間には重力滋縮汚泥は消

化槽を経ずに直後脱水された。ラ ボテストの結果では、混合汚泥からのリ ン再放出をほぼ

完全に抑制するためには約 10gAl/kgTSのPAC添加量が必要であるが、 PAC添加周ロータリ

ーポンプ能力の関係で、 PAC添加虫は混合汚泥に対して 5~ 6 gAI/kgTSであ った.

図7ー 16にPAC添加前後の放疏水(急速砂ろ 過水)TP濃度及び濃縮汚泥滋度の変化を示

した。処理水TP濃度はPAC添加開始後から低下しはじめ、 10臼後には 0.5mg/l以下となり

その後もとのレ ベルを保った。表 7-1に歪カ濃縮僧にPAC添加した期間中、昭和61年 11

丹後半の半月間(期間 11)と同じく濃縮汚泥の直媛脱水を行なったが、司E力濃縮糟へのPA

C添加は行なわなかった昭和60年 12月前半の半月間(期間 1)の処理水TP濃度その他を比

較した。表に見られるように、実証実験に用いたPAC添加畳では重力濃縮工程でのリ ン再

放出を完全に抑制することはできなかったものの、 PAC添加を行なわない場合に比較して

返流水リン負荷は約50%に減少した 。表中の両期間では、流入水TPinl.J!:はほぼ同じである

が、処理水(急速砂ろ過水)TP濃度を比較すると、期間 Iの処理水TPim度が平均日.9Img/l

であるのに対して、期間 Hのそれは平均O.22mg/lであった。

も無添加のものと 比較 して非常に小さくなっている。

PAC添加 f，tと4時!日lでのリン放出Iil
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(3) 実施設による効果確認実験

!日述の ラボテストの結果に基っき、 宍道湖東部浄化セ ンターの重力濃縮僧にPACを添加

30 10 5 25 30 1 

10 J] 

。し、 リン再政出防止効果及び水処理プロセスのリ ン除去改善効果に ついての確認実験を実

施した 。

政流水TP濃度と濃縮汚泥濃度の変化図 7-16 

PAC添加は濃縮+昔前のロータ リース クリ ーン llIlで行 なった。段初沈殿池汚泥及び余剰汚

泥は タイマーに よるポ ンプ作動で一定時間間隔で引き敏かれるが、重力濃縮糟流入前にロ

ータリ ース クリ ーン を通過 し爽縫物が除去される 。PAC添加には小型ロータリ ーポンプを

151ー

用い 、ロータ リースク リーンの作動に連動 して PACがスクリ ン内を通過する汚泥に添加
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ぷ 7ー l 期間!と期間 Hのリン除去状況の比較

項 日 期間 期間 11 

流入水TPiCl度(mg!l) 3. 87 3. 77 

放流水TP濃度 (mg!l) O. 91 日22

放流水po.-P濃度 (mg!l) O. 88 O. 18 

滋縮分離液po.-P濃度 (mg!l) 94. 3 36. 5 

脱水ろ液po.-P滋度 (mg!l) 208. 0 69. 5 

返流水TP負街宣 (kgP!d) 36. 4 19. 0 

PAC添加里 (gAlIkgTS) 。 5. 6 

以上のように重力滋縮工程でのPAC添加によるリン再放出抑制及び返流水リン負街削減

効果とそれに伴う処理水リン濃度の低下が実施設実験により確認できた.

重力ifI縞僧へのPAC添加による汚泥処理工程への彫響については、図 7-16中にも示し

たようにPAC添加により濃縮改善効果が見られ、濃縮汚泥浪度が上昇した。また、 PAC添

加開始後はベルトプレス脱水前の汚泥凝集工程でそれまで使用していた強カチオン高分子

凝集部lでは良好な凝集が園祭になった.高分子凝集部l適合試験を実施し 、弱カチオン高分

子凝集~J を選定するととにより再び良好な凝集が可能となり、以前と同等な脱水ケーキ含

水唱が得られた.この理由としては、カチオンであるアルミニウムイオン噌加により汚泥

の有する負電街の一部が既に荷電中和されたために、弱カチオン高分子凝集剤が忌大の凝

集効果を示したものと准定される.

(4 )必要凝集剤費の比較

前述の実施設実験により、五E初沈殿池汚泥と余剰汚泥の混合重力濃績を行なっている下

水処理施設でも重力濃縮工程で金属暗証凝集 ~J を添加するととによってリン再政出を抑制し

返流水リン負街宣を削減して、嫌気一好気活性汚泥法により低処理水TP漉度が得られるこ

とが明らかになった。一方、既存下水処理施設でリン除去を行なう場合、活性汚泥j去の曝

気糟に金属庖凝集 ~J を添加する同時凝集法が、現在多く用いられている 。との同時凝集法

と、前述の方法により返流水リン負荷削減を行なう嫌気ー好気活性汚泥法について、金属

温凝集 ~J必婆賓の比鮫を試みた.比較計算は以下の仮定のもとに行なった.

盟主上.流入水TP濃度は第 l章1.2. (1) より 4.73mg!1とし、その 50%が溶解性のリンで

あるとする。

盟主主.汚泥処理プロセスのフローは、混合汚泥の重力濃縮ー脱水(ベルトプレスある

いは遠心脱水)とする.
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盟主三 嫌気 好気活性汚泥法では重力濃縮僧に 10gAl!kgTSのPACを添加し、これによ

り返流水リン負待は Oとなり、処煙水TP濃度を平均O.5mg!1以下にできるものとする.

主主主-同時凝集法では流入水TP濃度に対して、 AI!溶解性TPモル比=2でPACを添加

することによって、同じく処用水TPi震度を平均日 5mg!1以下にできると考える (14'ま

た、汚泥中のリンは凝集沈殿反応により既に不溶化されているため、汚泥処fIIlプロセス

中ではリン再放出は生じないものとする.

盟主主 嫌気-H気活性汚泥法の発生汚泥里は標準活性汚泥法と等しいとし、い引

7. 3. 2より霞初沈殿池汚泥及び余剰l汚泥の合計で 253g/rrlとする.

嫌気 好気活性汚泥法では、要求される処理水TP濃度レベルがかなり低い場合、例えば

規制値がTP=O. 5mg!1である場合などには生物学的リン除去のバックアップとして若 Fの

金属庖凝集剤|を曝気僧に添加することが必要となる。このため、嫌気一好気活性汚泥法で

曝気糟に PACの添加を行なわない場合 (Case-I) と行なう場合 (Case-2)の両ケースについ

て計算を行なった。 Case-2については、f，f_琶湖湖南中部浄化センターでの実験結果より AI

!TPモル比=O. 34でのPAC添加がパックアップに必要であるとし、この添加によっても重

力濃縮糟への PAC添加量は低減されないとした.

表 7-2に計算結果をまとめた。嫌気 -H気活性汚泥t去の必要PACfi1は、 Case-Iでは J，i1
時凝集法の約60%であり‘ Case-2では同時凝集法よりも若干少ない結果となっている.本

" 1"1'):ーでは重力濃縮僧への必要PAC添加窒は、返流水リン負荷憶を 0とするため 10gAJ!kgTS

としたが、実際には育i]述のように PAC添加1立が6gA!/kgTSでもト分なリン除去改善効果が

篠認されているので、嫌気一好気活性汚泥法の必要PAC添加 Qは計算結果よりも少ないと

考えられる。凝集 ~J:!置の{也に維持管煙費に影響する因子として同時凝集j去の場合、発生汚
泥沼がI曽加することがあげられる。 一般的にアルミニウム慌を使用した場合には、余剰汚

泥が25~40% 、処理場全体では 13~20% 発生汚泥 fìl が噌加するとされており、"川汚泥処

理処分費まで考慮すると両方法の維持管理授の差は本試算より大きくなると巧ーえられる。

表 7-2 必要 PAC添加 f百の比較

同時凝集il

必要 PAC添加盟 (gAJ!m') 4. 12 
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7. 5 第 7Ci:のまとめ

ノドなでは嫌気 -H気活性汚泥J去における汚泥処埋プロセスか らの返流水リ ン負街のリ ン

除去に及ぼす影響について検バした。また、汚泥処理プロセス中でのリ ン再政出の抑制万

法についても検討を加えた.この結果、次のような結論が得られた。

(1) 嫌気-H気活性汚泥t去において、汚泥処理プロセスからの返流水リン負荷が処理水リ

ン濃度に与える影響の程度は、汚泥の リン含有率及び汚泥発生虫に依存し、これらが大き

いほど返流水リン負仰の許容!tlは大きい。

(2) 汚泥処 JI~ プロセスからの返流水リン負仰の.i'f容吐については、嫌気一好気活性汚泥 i1

の発生汚泥母が標準活性汚泥法と同程度としたモデル計算の結果では、流入水TP濃度が

4.73mg/l 、活性汚泥リ ン合行本が40mgP/gssの条件で処用水TP濃度平均0.5mg/lを得るた

めには、ポ処理プロセスで除去されたリン虫の内、汚泥処理プロセスでの再放出 filの割合

を 14%以下にする必要がある。また、処浬水TPi箆度平均 1.0mg/l を得るためには、同様に

24%以下に1る必要がある。

(3) 既存活性汚泥法庖設の改造により嫌気 一好気活性汚泥法の運転を行な う場合には、余

剰汚泥が段初沈殿池汚泥と混合重力滋縮される可能性があるが、この場合のリ ン湾政出抑

制 }j訟として、金属泡凝集斉IJの濃縮槽への添加を検討した。この結果、 10gAlIkgTSのPAC

添加で滋縮中のリン再政出はほぼ完全に抑制できた。

(4)実施設において上記方法により重力濃紛工程でのリン再放出防止を試みた結果、 PAC

添加率5.6gAI/kgTSで濃縮分離液及び脱水ろ液のリ ン負街宣は約50%減少し、処理水TPi12

l主は 0.5mg/l以 Fという結果が得られ、返流水リン負何削減によるリン除去改善効果が確

泌された.

(5 )同H寺凝集法と、上必方法により重力濃縮工程でのリン再放出防止を行なう嫌気一好気

活性汚泥法について必要凝集斉IJfilをPACについて比較した結果、処理水TP濃度を平均O.5 

mg/l以下にする場合、後省の万が前省より必要 PACiilが少ないと与えられる。また、発生

汚泥Filが同時凝集法よりも少ないであろうことを考慮すると、 嫌気一好気活性汚泥法と凝

集剤添加法の組み合わせによるリ ン除去プロセスの方が同時凝集法よりもより経済的であ

ると考えられる 。

(使用記号一覧〉

Q ，n :流入水量 (rrl/円)

Q， :返流水虫 (rrl/日)

Q ou ¥. : 1放流水量 (rrl/口)

Q .' 
: 1詰初沈殿池汚泥毘 (rrl/臼)

Q"  :余剰汚泥沼 (rrl/fl)

P ，n :流入水TPi惣度(mg/l) 
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)起訴I!l<TP濃度 (mg/I)

P ou t -放流ノドfr濃度 (mg/l) 

ムp， 忌初沈殿池における除去リン fil(g/日)

ムP2 :最終沈殿池における除去リン虫 (g/日)

p ... :段初沈殿池汚泥リ ン合引率 (mgP/gss)

P xes :余剰j汚泥リ ン合符率 (mgP/gss)

L(P，n) :流入ノドTP負符母 (g/日)

し(P，) :返流ノ'l<TP負街虫 (g/臼)

PPSOUl Q初i:t殿池流出7l<TP濃度 (mg/l) 
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第8章 嫌気一好気活性汚泥;去の施設設計における基本的考え方と運転管理手法

8. 1 はじめに

嫌気 -H気活性汚泥法の大きな特徴として、既存療準活性汚泥法施ぷの比較的簡易な改

造により運転が可能となることがあげられる。また、同法はリン除去効果に加えて汚泥パ

ルキング抑制効果をも有することから、特にリン除去を目的としない場合でも既存処l'~湯

の維持管理対策として用いられる可能性もかなり期待される .加えて主要な閉鎖性水減の

fS!辺や主要な都市減では、下水道が既にかなり整備されている ととを与慮すると、 嫌気-

M気活性汚泥J去の適用手法としては纏設の新設よりも、むしろ既存保準活性汚泥法処J.lll施

設の改造による巡転が行なわれる'!~例の方が多いと考えられる.このごとから、本項では

第 4~7 !言で得られた知見に基づいて、既存標準活性汚泥法処恩施設の改造を行なう場合

を中心に、嫌気一好気活性汚泥法施設設計の基本的与え方を提示する.

また、施設設計が鑓示された3吉本的考え方に基づいていれば、その運転管煙はさほど熟

練や高度な校術を要するものではなく、探準活性汚泥法の維持管理経験があれば安定した

処理を行なうことが期待できると与えられるが、本項ではi選転管理上考えられるリン除去

悪化の主な要因とその対策についてまとめた。

8. 2 施設設計における基本的考え方

8. 2. 1 生物反応糟容量

標準活性汚泥法絡設を嫌気一好気活性汚泥法施設に改造する場合には、既存傑準活性汚

泥法施設と嫌気一好気活性汚泥法の生物反応僧必要HRTの大小、つまり必要生物反応憎容

立の大小が最も問題となる。乙の点については、生物学的リン除去の反応速度論が佐立さ

れていない以上、現実に標準活性汚泥法施設を嫌気一好気活性汚泥j去に改造して運転を行

なった結果を判断の拠所とせざるを得ない。その事例として、宍道湖東部浄化セ ンターで

の運転実験では標準活性汚泥法系列を嫌気 一好気活性汚泥j去に改造し、流入下1)<を全町嫌

気一好気活性汚泥j去により処理した結果、 80日、 SS除去は標準活性汚泥法運転の場合と比

較して差がなかった.また、川崎市加瀬処理場での実験では、嫌気-u気活性汚泥法系列

と標準活性汚泥法系列を同ーの BOD-SS負荷、滞留時間で運転した結果、 sOD、SS除去には

やはり両系列で差が見られなかった。これらの事例か ら、 嫌気 一好気活性汚泥法は、少な

くと も糠準活性汚泥法で用いられる生物反応糟BOD-SS負荷、滞留時間の範閣内では 80日、

SS除去については問題なく運転可能であると 判断できる 。また、リン除去に|期し てはこれ

らの実施設実験では第 4I;l':4. 3で述べたように標準活性汚泥法を上回るリン除去率が得ら

れている.従って.標準活性汚泥法施設の嫌気一好気活性汚泥法への改造に際しては、処
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用水喧、 BOD-SS負 f旬、滞留時間等の生物反応槽の基本作~j運転条件は傑準活性汚泥法と比較

して特に変史を必要せず、生物反応憎の一部を嫌気槽とすれば良いと考えられる。

8. 2. 2 生物反応槽の情成

嫌気一好気活性汚泥法の生物反応僧は嫌気情と好気憎から格成されるが、その符fi!;比に

ついては、穿~ 3 i主で紹介した実施設運転実験では、嫌気槽 :H気糟の容喧比を宍道湖東部

浄化センタ-&び荒川処理センターでは 1: 3、1m瀬処pll場では3:5として運転した.また

入江崎処理場では 1: 3あるいは 3:5として運転した。この結果、いずれも標準活性汚泥t去

に比較して向いリン除去率が得られ、また前述したように、即日、 SS除去の点では問題な

かったことから、この範囲の柵容電の配分が指l篤される。

また、 k語気-u気活性汚泥j去の運転においては時々、 H気憎末端でPO.-Pが吸収しきれ

ずに姥仔しているのが観察されるととがあるが、この現象が嫌気糟でのPO‘P放出母が大

きすぎて好対補でl吸収しきれない事に起因する場合には、嫌気相容量を小さくし好気僧容

積を大きくすれば解決できる.このようなことから、運転管理上の不確定な要因に対応で

きる余地を残 し、運転管理に柔軟性を持たせる意味で両悶宇曹を設置することが望まれる。

通常の標準活性汚泥法の処理場では曝気憎が 4分割されている例が大部分であるが、図 8

- 1に示すように両用憎を 設置した場合、忌前部の区画を嫌気槽にする と、 嫌気憎:好気

糟の容li比は 1:3 となる.また両用僧を嫌気糟として運転すると 嫌気憎:好気槽の容量比

は3:5となり、 i運転符理傑作に柔軟性を持たせることができる.

協務 好
z 
ヌL +普

傷彦君好 l

塚線好[

z 
ヌ1 +雪

t 

支L +警

図 8- 1 生物反応憎の権成
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8. 2. 3 嫌討槽への俗仔酸A，持込み対策

嫌気憎が嫌気状態であることが保dされており、リンの政:11が牛じることは生物学的脱

リンプロセスの所j促条件であり、 t雄3d槽[1'へのi$i作機Aij寺込みはけ:*るだけ小さくする配

1 .. 1;:が必要である 。 このためには、嫌気槽の情造は、 WX¥槽との境の隔曜の開[]部の大きさ

を必要M小限とし、!氏自IllJij1 Jがある場合には水由位iYlに開 ll'を設けることを越け、以18-

2 のようなエ y リフト効~による嫌気槽 -H~4.槽聞の似合被循環か生じるのを防ぐ必繋が

ある。

エアリフト効果による娩気憎 -kf気槽隙iの混合液循原については、先琶湖湖南中古I1浄化

センターの脱窒槽と備化糟聞の循原液量損1)).Eによれは、 im人水慢の約400%にも相当する似

合液循環が起こっていた甘1)かあり、このような場合には好対憎からの厳ぷ持込みほか人き

すぎるため、嫌気槽の嫌気状態か保持出来ない。また、この他に嫌気憎への般来持込みの

lJR杭!となる主主!大i、骨1)えはu初沈殿池流出水や返送汚泥の r高い位置からの嫌気付?への治卜、

犠気槽の必要以上の強償伴についても出来るだけ避けることが必要である。嫌気婚の役作

必要動ノ1については循保式附化脱毛1去における経験他から嫌気糟単位終的とうりト7W/m'で

卜分であろう。 (I) しかしながら、気減表凶1からの鮫案取り込みを防止するための嫌気憎

の槌蓋による密閉化や不活性ガスの吹き込み等、嫌気糟情造の大幅な改造を伴なう対策は

このような処置を行なわなかった諸実施設実験でも高いリン除去唱が得られたことから特

には必要ないものと考えられる。

守山一

好 気槽

凶 8-2 エアリフト効果による両憎間の混合液循原

8. 2. 4 送風設備

4.4でi&べたように、好気糟での所妥送j凪量は係準活性汚泥j去の場合よりも低減する

と考えられるため、送風設備は特に改造の必要はなく、僚準活性汚泥t去の場合と同級な与

え方でよい。
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8. 2. 5 rlj泌泡j基設備

返送riilt.ポンプを始めとする j邑送r'iilt.設備は、激気 好j.;i.活性汚泥法では一般的に汚泥

沈降性及ひj上密性が僚準活性汚泥法汚泥と比較して向上する傾向にあるため、返送汚泥凶

形物むが [61ーであれは必要j伝送汚泥慣は小さくてすむことから、返送能力の増強は必援な

く、撚権活性向者己法と [';1燥でHいと考えられる。

8.2.6 段終沈殿池の構造

嫌気 -Hx¥活性汚d己法は第 5I~"i:で.ì&べたように、的犯のパルキング抑制効果があり、糸

状性微生物が優先した拘泥に対して通附された場合には、汚泥沈降性改善効果が期待でき

る。活性汚泥中に特に糸状微生物が優先していない場合には、沈降性改善効果は顕著では

ないものの、少なくとも嫌気-~f気活性汚泥法 ri泥の沈降性は、標準活性汚泥法汚泥より

も劣ることはない。従って、株唯活性汚泥j去における忌終沈殿池の水面倒負荷やI[If越流負

がIは、嫌:;'i-Hx¥活性汚泥r去には安全曲11であると考えられる。

8. 2. 7 ハックアッププロセス

第 4~吉 4. 5で.i&べたように処理水TPim度に規制値が存在する場合には、大雨時の!潟水

流入等の'llt[&による生物学的リン除去能力の低下を補完する怠味で、パックアップ用リ ン

除去プロセスを保街することが笠ましい。パックアッププロセスとして曝気槽への凝集斉I[

添加設備をぷ遣する場合には、凝集斉1[貯留憎、注入間ポンプ及びとれらの制御設備が必要

である。縦!，f.1舟I[としては抗酸ばんどやポリ泡化アルミニウム(PAC)が用いられる。また、

i挺!，f.1nl[添JJIIは、活性汚泥の生物学的脱リン機能を失わせるものではない。

8. 2. 8 ri従濃紛ぷ備

余剰汚iJt.の濃縮プロセスとしては、 r'fr:S!濃縮時間が短いi車心濃縮や好気条件 Fで処埋を

行なう JJ[J11:浮上濃縮が望ましい，ifj;力濃縮を行なう場合には、滞留時聞か長いため嫌気状

態になりやすく、 i丞心濃縮や加Jf浮上告盟縮に比較するとリン再放出回は大きくなる可能性

があるが、特に余剰l汚泥と忌初沈殿池汚泥の混合汚泥を重力濃縮するととは、リン般出を

与しく促進することから避けるべきである。|司燥な理由から、標準活性汚泥法処理施設の

巡転においてかなり行なわれている余剰汚泥を -f:I_以初沈殿池に送り、品初沈殿池拘泥と

混合してづ|き級く fj式も 1)ン向Jb.出を促進することになるため避けなければならない。1ti

初沈殿池汚泥単独でのリン同級出ほは小さいため、余剰汚泥をi卓心濃縮あるいは加圧浮上

滋縦し、~;.(初j 沈殿池汚泥を!重力浪縮する方法も与えられる。止むをえず混合汚泥を重力濃

縮する場合には‘濃縮補役人混合汚泥への凝集斉I[添加n事の方法によりリン再放出抑制を行

なう必要がある。

8. 2. 9 tりiJt.ii1化悶.¥lu荷

嫌気性消化プロセスは、特に厳性発僻段階でのリン将殿出電が大きく、消化脱離液リン
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濃度ーがかなり上舛する吋能性かあり、これは返mì.lJ< リン flf可奇11曽大を沼くため、嫌気-~子

公活性汚泥法の汚泥処!'I!プロセスとしてはJ正本的に採用は望ましくない。止むを得ず保持l

する場合には、凝集斉11の役人あるいは脱離液の凝集沈殿処用といった返流水リン負街削減

対策を考慮する必要がある。

8. 2. 10 汚泥貯開設備

脱水を毎日行なわず、隔日あるいは週数阿f'l皮の頻度で脱水機を運転する均合には波縮

汚泌を111'留する必要がある。このような場合には、 l狩儲榊で濃縮汚泥が嫌気化しリン両政

出が起こることが考えられる。このため、凝集剤添加等によるリ ン再放出防止対策が必要

である。

8. 2.11 返流水貯留 .!1):事化設備

I~~î リン濃度の返流水が短時間に水処埋プロセスに返送されると、第 6 1;1' 6 .3 .6で述べ

たようにピークリン濃度が吸収しきれずに処用水中に流出する oJ能性がある。 j包流木リン

負j;;jは、水処埋プロセスにおけるリン除去に影響しない42度にまで削減するととが絵本で

あるが、これか不可能な場合には返流水貯留 ・均等化糟を設けて水処珂!プロセスへのi&iiJff.

リン負街憶の均等化を行なうことにより、返流水リン負仰の影響を軽減し、処JlM水リン濃

度レベルをある符度改善できるロj能性がある。また‘凝集沈殿により返流ノドのリンf'lHの

削減を行なう場合には、凝集沈殿プロセスの沈殿僧容量を返流水貯留 ・勾等化槽谷'ilの-

:l11と与えることが出来る.

l刻8-3及び反18-4に嫌気 好気活性汚泥法のフローを提示する.幽 8-3は汚ilt'.処

煙プロセスで、長初沈殿池汚泥と余剰汚泥を混合重力濃縮せざるを得ない場合のフローで

であり、既作活性汚泥法施設の改造により嫌気 好気活性汚泥法運転を行なう場合、との

ような事例が多いと考えられる。この場合、汚泥処殴プロセスからの返流水リン負仰を削

減するために、重力滋縮憎投入汚泥にPAC:事の金属t盆凝集ifJ1を添加する。また、凶 8-4

はM事Yl沈殿池汚泥と余剰汚泥を分離濃縮することが吋能な場合のフローであり、余剰汚泥

は遠心濃縮あるいは加1.1:浮上濃縮により潟縮し、濃縮性の良い忌初沈殿池汚泥は重力滋絡

する。いずれのフローでも返流水は 一 巳返流水貯留 ・均等化憎を過し てノk処理プロセスに

返i差し、返流水リン濃度が高い場合に対する安全対策とする。
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続初沈殿池 両用情

嫌気精:

口 | 且ノJ個 別問 I ，-----j … ←脱水汚泥

:協捕事) -.........ζ__j 

図 8-3 品初沈民主池汚泥と余剰汚泥を混合重力濃縮する場合のフロー

政初沈殿池 両用槽

図8-4 iii初沈殿池汚泥と余剰汚泥を分離漉絡する場合のフロー
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8.3 嫌気 H気活性的泥t去の運転管JIjj手法

嫌気 -H気活性汚泥j去の実施設運転実験において観察されたリン除去悪化の現象とその

以凶として考えられる事項及び対策を表 8-1にまとめた。これらの呪項については、既

に第 4"-'14tにおいて触れたものが大部分であるが、以下に会現象日IJに若干の解説を加え

る。また、表 8-1の対策のうち、嫌気情と好気情の容量比の変更に関するものは、生物

反応+曹の権成が前章で述べたように両用槽を街するという tlij鑓に立ったものである。

ぷ 8ー l リン除去悪化時の原凶と対策

現 象 考えられる原因 対 策

壁気槽でのリン刷が 嫌気書の警気状能 益金持仰、硝駿f生;;2?朔己瞬間i読み係じない. が保でてい;在
し、。

EG2233主552持鷺221i態勢b菌群限

長産量霊話再きま?硝
事送汚泥滋度を9.0伽ダI程度以上に維持
る.

MLSS濃度が低すぎる. 汚泥号Itli買を減らし、 MLSS濃度を高める.

13?なLY33最際空五宇品ぷFk子気槽四Tが不足. 好気僧容量をt曽大させる.

の問‘-p 札 SS濃度が低すぎる. 汚泥引妓監を減らし、 MLSSiJl度を高める.出1い.

5修Zが?高す?員ぎ長る話.呼~!! 嫌許容量を減少させ、好気槽容量を増加
さる.

物量産際的
事殺によるリン負荷

し、. E霊祭守ご詩誠実是認怒号F止#の

返際空写間5量産
言 しているリ。

思品群2F留併設けて返流リン間

般4子気出槽れでリンが再
さでいる。

∞濃度が低すぎる. 送風璽を増大し、∞濃度を高くする.

長気思議の肌ーP漉 長終gzsで汚泥
欝議ZTF時 汚泥を引き抜いて.汚泥界面高を下げる.

.はP 、が処高理い水。の から された
リン してい
る.

ff??P!?五産自
T5FEを増加させる.好気憎∞濃度を

(1) 嫌気情でのリン放出が生じないか、あるいは放出笹が非常に小さいケース

嫌気-H気活性汚泥法の運転でリン除去が良好でない場合には、嫌気糟でのリン放出が

ほとんど起こっていない、あるいは起こっていてもリン政tlPitが非常に小さいといった現

象がよく観察される。これは、嫌気情が嫌気状態に維持されていないごとによるものであ
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るか、このj京駄!としては以下のような 'IJ項が与えられる a

1)生物Jx応糟ifoi.人/)<により D口、硝敏性窒Aが嫌気憎に持ち込まれている。

2 )生物以応僧ifoi.入木の沼下、I1lt1'、好気糟とのrmの混合液循環等により k融公糟に 00が持

ち込まれている。

3)返送汚泥により 00、硝酸性窒素が嫌気糟に持ち込まれている。

4)MLSS浪度が低過ぎる。

この内、その!京阪lが流入水小の00や硝酸性室長のfr在にl.b来する 1)は、下ノド処理施設の

みでは対比、が難しく、下水収集システム臼体の問題となってくる。合流式下水道で雨天時

に14:iノkが流入することは 3然であるが、分流式下水道における雨天時の雨水流入は、主と

して管きよからの泌入水、誤縫合、怠図的な汚水管へのl司ノkの排水士事に起因するものであ

る.これを改善するためには、 tまきょの点倹と破m箇所あるいは漏水筒所の補修・修繕、

排/)<設備のぷ縫合の調台、住民への下水道の適正な使用法の徹底とい った広範囲な対策が

必要とされよ う。

3)に関しては、特にH気槽において備化が生じている場合には、汚泥返送により 00や倒

酸性窒素が嫌気情に持ち込まれ、こ のために織気条件が保持できない現象が見られること

がある。これを防止するためには、返送前に返送汚泥ライ ン 中で、 00あるいは硝酸性宅~

が消費されてい ることが霊安である。循環式硝化脱窒法での経験により、返送汚泥濃度が

9.000mg/1程度以上あれば、脱'宅により返送汚泥中に硝酸性窒素は銭存しないと考えられ

る o (1) 

4 )に関しては、 MLSS濃度が低過ぎると、嫌気憎へ持込まれた 00や備酸性窒素が速やかに

消費されないため嫌気糟で嫌気状態が維持できず、また生物量が少ないことからプロセス

のリン除去能力も減少することになる.また、返送汚泥濃度も低いため 、3)に関しでも不

利な条件となる 。本研究で実施した嫌気一好気活性汚泥法の実施設運転実験では、いずれ

もMLSS滋l交を2，OOOmg/l以上として運転した結果、このような現象は生じなかった。との

ことから、 MLSSi民度は少なくとも 2，OOOmg/l程度を確保するととが運転管理上の目途とな

ろう.

(2)嫌気情でのリン政出は生じているが、好気憎末端でのPO，-P波度が向いケース

t最気糟で卜分なリン脱出が生じているにも拘らず、好気憎末端でのPO，-P濃度が高い現

象が見られることがある 。との原因としては、大別して以下の三項目が考えられる。

1)好気榊でリンが卜分に吸収されていない。

2 )生物反応僧流入水リ ン波度が高い.

3)好気情でリ ンが再放出されている.

以上のうち、 2)については生物反応僧流入水リン濃度が高い原因が、汚泥処埋プロセス
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からの返流水によるものであれば、返ifoi.水 リン負街削減を行な うことで対処可能である .

また、 '1:物反応糟流入水 1)ン濃度に時間的に高いピークがあり、このピークfIIjが好気倦

木端にまで残存するのであれば、返ifri水貯留憎を目貫けて返流水リン負戸Iの時間的均等化を

行なうことにより改善効果が期待できる.

(3)好気糟末端のPO，-p濃度は低いが、処Pll水のPO，-P濃度が高いケース

H気僧末端の PO ， -P 濃度が低いにも拘らず、処理水 PO ， -p 濃度が高いのは、~終沈殿池

内でリンが再政出され、これが処理水リン滋度を高めているためである。 ζ のような場合

には、長終沈殿池内貯留汚泥!ilが多すぎることが原因であると J'jえられる。対策としては

忌終沈殿池内に汚泥を貯めすぎないために、品終沈殿池内汚泥界面の適正な官pllが重裂で

ある。また、余剰j汚泥引妓設備の故障によっても段終沈殿池内への汚泥の過剰な貯留が生

じるので、設備の正常な作動のための日常保守点検が重要である .

<1l'lS章参考文献)

( 1) r微生物を利用した窒素及びリ ン除去プロセスの評価に関する第 l次報告占」

昭和61年 日本下水道事業団伎術評価委員会
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第9章総括

嫌気一好気活性汚泥7去に対する期待は大きく、同法に関してはこれまでに数多くの研究

がなされてきた。しかしながら、実施ぷにおける巡転において、同法に忌大の処理性能を

発仰させるためのぷ計手法、運転管埋手法については明らかにされていなかった。本論文

は、実B桓ぷ実験を主体とする研究により得られた知見に基づいて、これらの諸点を明らか

にしたものである。

ノド論文においては、 ml章では我国の水質汚濁防止政策におけるリン規制の状況と下水

中のリン除去の必要性について概説し、下水中のリンの起訴・形態・濃度・必安リン削減

レベルについてまとめた.また、リン除去j去の現況を総活し、現在下水中のリン除去法の

主流となっている同時凝集法には汚泥発生虫のI曽大という問題点、があることを述べた.

;r， 2>;iでは、生物学的脱リンプロセスの開発の経緯とその原理、偽情について既伎の知

見をまとめるとともに、生物学的脱リンプロセスの将頑とその実用化の現状について概活

しfこ。

第 3章では、生物学的脱リンプロセスのうちの鎌気 好気活性汚泥t去に|苅して行な った

ベンチスケール実験、パイロットスケール実験‘実施設実験の概要について紹介した。

第 4;;tでは、前市で述べた嫌気 -H気活性汚泥t去に関する諸実験の結果をもとに、嫌気

-U:Xi活性汚泥j去の実施目覚におけるリン除去能力、 リン除去における影響因子等について

検Jした.

この験u.jの結果、実施ぷ運転におけるリン除去への影響凶ヂとしては、まず雨水流入は

嫌気一好気活性汚泥r去によるリン除去の阻害因子となることを明らかにした。これは、雨

天時流入 F水中の00及び縞酸性窒素の存症により嫌気憎が嫌気状態に保符できず、 PO.-P

のI放出が生じないことがその原因である.特に硝駿f生窒素は00より低濃度でも阻者的影響

が大きい.また、 l点水恭質波度もプロセスのリン除去慢に大きく影響を与える因子である

が、実際の F水では BOO濃度と TP濃度は連動し、 BOO浪度が低い場合にはTP濃度も低いた

め‘結果的に原水BOO濃度は処陛水リン濃度に影響しないことを明らかにした.

活性汚泥リン含行指は、理論上リン除去量を決定する重要な因子である.活性汚泥リン

含有率への彫響因チとして、 BOO-SS負街、 SR T、汚泥リン負荷、原水リン濃度について

検討したが、之れらの中では除、水リ ン濃度と活性汚泥リン含有率の聞に正の相関が見られ

た.この!llj由としては、実施設運転の場合には最初沈殿池涜出水TP濃度は比較的低く、ま

た処理水リン濃度も低い場合が多いために、段初沈殿池流出水TPift度によってプロセスの

リン除去 f在が決定され、これに対応して活性汚泥リン含有事が決まるためと考えられる。

このように、実際には流入水リン濃度ーから活性汚泥リン含有率が決まっており、この怠
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昧で活性汚泥リン含有率は、リン除去に直後影響を与える凶子とはなっていない。

この{也に、水温、流入水量変動、 H気糟00濃度、段終沈殿池におけるリン再版出につい

て、その影響を検討した。

天施設による運転実験の結果では、実験箇所によって処煙水 fP濃度の分布にはかなり差

が凡られており、全データ1.Omg/l以下の箇所もあったが、これを超えるケースが見られ

る箇所もあった。 ζ れらのデータを総合的に判断すると、嫌気 -H気活性汚泥t去によりリ

ン除去を行 なう場合には、概ね 1.Omg八以下の処埋水TP濃度が得られると考えられること

を明らかにした.

第 5>;iでは、嫌気一好気活性汚泥r去による活性汚泥沈降性改善効果について検討を加え

た。流入ド水に庶糖を添加し、人工的にパルキングを起としたパイロットプラント実験で

は、標準活性汚泥法系列では糸状性細越が活性汚泥中に優先し、汚泥沈降f生が次第にJ低化

して長終沈殿池から汚泥が流出し、 MLSSが低下していったのに対して、嫌気一好気活性汚

泥法系列では汚泥沈降性は若干悪化したものの、活性汚泥中には糸状性細菌が優先する状

態には至らず、汚泥沈降性も対照系列に比較して良好であり、五主終沈殿池での汚泥流出は

生じなかった。

実施設においても、宍道湖東部浄化センターの運転実験では、嫌気 -H気活性汚泥法の

運転に伴なって汚泥沈降性改善と、それに伴なう活性汚泥MLVSS/MLSS比の低下が観察され

た。この活性汚泥沈降性改善効果は主として.糸状性細菌の増殖抑制効果によるものと権

定される.また、活性汚泥MLVSS/MLSS比の低下は、嫌気一好気活性汚泥t去の運転に伴ない

ポリリン酸とそれに付随する金属頒が活性汚泥微生物細胞内へ蓄繍されることが原因であ

ると与えられることを明らかにした.

第 61主では、宍道湖東部浄化センターでの実施設運転実験結果に基づいて、嫌気一好気

活性汚泥j去の汚泥処理プロセスにおけるリンの挙動と返流水リン負街の彫響について検討

した.同処理センターの汚泥処理プロセスは、混合汚泥の重力濃縮+曹、無加温嫌気性消化

僧、ベルトプレスからな っているが、逆転実験では特に汚泥処理プロセスにおけるリ ン再

版出防止対策は行なわなかったため、水処理プロセスで除去されたリンの約60%は汚泥処

理プロセスで再脱出された .ζ のリン再放出は、大部分が 'U力濃縮僧中で生じており、消

化憎中でのリン湾政出F置は重力濃縮糟ほど大きくないととを指摘した。また、再放出され

たリンは主として消化憎脱離液リン濃度の上舛という形で系内にお積された.この結果、

返流木リン濃度が地大し、処埋ポリン濃度のt曹大をもたらした。このため、低い処埋水リ

ンiftl度を得るためには返流水リン負街lJlの削減を行なうことが必:fiであり、宍ilI湖東部浄

化センターのケースでは、宅力a盟縮憎でのリンJf}放出防止が段も重要であることを明らか

にした。
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'1lカ濃縮汚泥の l直後脱水を行なう場合には、水処用プロセスで除去されるリン窒にほぼ

相当するリン冠を脱水ケ キとして系外に排出することが可能であった。 しかしながら、

脱水ろ液の返流にあた っては、その 一時的な返流は水処用プロセスへのショックロードと

なり処sll水リン濃度の上舛を結くため、やはり返流水リン負待喧の削減や時間的上均等化を

検Jする必要があることを繕摘した。

第 7j吉では、鎌気一好気活性汚泥j去余剰汚泥のリ ン再政出特性について既往の研究成果

をまとめるとともに、首~ 6章での検討結果に尽づいて、嫌気 -at気活性汚泥i去における汚

泥処埋プロセスからの返流水リ ン負街の水処理系におけるリン除去への影響をモデル計算

により定位的に評価することをdみた。この結果、汚泥処理プロセスからの返流水 ')ン負

仰が処埋水リン濃度にうえる彫響の純度は、汚泥のリン含有率及び汚泥発生畳に依存し、

これらが大きいほど、返流水リン負街の許容f置は大きいととがわかった。

また、汚泥処理プロセスからの返流水リン負街の許容量についての倹討を行なった。嫌

気一好気活性汚泥j去の汚泥発生量を標準活性汚泥法と同等と仮定したモデル計算により、

流入水TP濃度 =4.13mg/l、活性汚泥リン含有率=40mgP/gSSの条件下では、処埋水リ ン濃

度平均1.Omg/l以下を得るためには、水処理プロセスで除去されたリンほのうち汚泥処理

プロセスでの再政出量の割合を 14%以 Fにする必要があることが示された。

汚泥処埋プロセスからの返流水負荷を低減するために、リン再放出量の大きい混合汚泥

の電力濃縮工程におけるリン同級出抑制方法について検討した.汚泥の再爆気と重力濃縮

糟へのAIJ包凝集斉IJ添加法について実験したが、凝集filJ添加訟では約 IOgAl/kgTSのPAC添加

により、リン再政出がほぼ完全に抑制できることを明らかにした a また、この結果に1まず

いて宍道湖東部浄化センターで確認実験を行なったが、重力濃縮憎へのAI塩凝集斉IJ添加に

より返流水リン負荷量は大幅に減少し、同時に処理水TP濃度は著しく低下し、この方法の

有効性が篠認された.

首~8 章では、第 4'"'-'7~の検討において得られた知見に基づいて、既存の標準活性汚泥

法施設を嫌気一好気活性汚泥j去に改造する場合を中心に、 嫌気一好気活性汚泥法施設設計

の基本的考え方を縫示した.また、同じく第 4~ 71立の検討において得られた知見に基つ

いて、嫌気 一好気活性汚泥法の運転管理手法をまとめた。

高度処理は二次処理後に更に付加的な施設と多額の費用を役入して、緩維なプロセスに

よる処埋を行なうものであるというイメ ジが強く、それゆえに、まず二次処理を優先的

に行ない、止むを得ない場合に高度処理を行なうという事業上の位置付けが従来よりなさ

れてきた。また、処理技術的にも特殊で傾雑な制御の必要な筏術を用いなければならない
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とい ったイメ ジがあ ったことは否定できない。

しかしながら、忌近の市民の怠議権造の変化に伴なって、下水道事業にもただ単に汚水

を収集して政流基準に適合するまでに処理するのみでなく、付加価値的なものが求められ

るようになっており、これらは具体的には処埋水の籾水的利用への要望等となって現われ

てきている。第 7次下水道整備 5ヶ年日十薗にお いても、，:五l支処理の推進はその軍点施策の

ーっとなっており、今後は二次処理レベルの普及本向上という従来からの白様と並行して

雨皮処理も積憎的に実施されてゆくであろう。

このような状況にあって嫌気 一好気活性汚泥法は、基本的には標準活性汚泥法の暢気憎

の 4 部を嫌気ゾーンとするだけでリン除去が可能なことから、前述のような高度処理のイ

メージを大きく変えたと三えよう。このような、いわば て次処尽に付随するmで高度処煙

がnJ能な }i訟が登場して来たことは、それまで規制への対応手段としての高度処埋から、

l-i1mへのインパクトを可能な限り低減するために、除去可能な汚濁物質は出来るだけ除去

するといった積極的姿勢への転換の契機となる可能性がある。

また、嫌気-H気活性汚泥J去の生物反応構に嫌気ゾーンを設けるという慨念は、それま

での生物反応糟に嫌気的部分が存在することは絶対に澄ける べきであるという常織を打厳

し、過大なエアレ ションを行なう傾向の強かったこ れまでの下水処理場逆転手法を省エ

ネルギ 的方向に転換させる効果が大きいであろう.

これに加えて、国IJi欠的効果である糸状性細菌によるバルキ ング仰制効果に対しても下水

処理場の維持管埋に携わる人々からの期待は大きいものがある。

このように、嫌気 好気活性汚泥法は従来の標準活性汚泥法に置き換わるだけのポテン

シャルを持っていると考えられるが、このような新しい プロセスが広く白及してゆくため

には、まず第ーにその適用可能範囲が明確にされ、加えて設計手法や維持管埋手法が確立

されることが段も重要である。

この点において、本研究で得られた知見が、嫌気一好気活性汚泥法の設計あるいは維侍

管理に関与する人々にいささかでも参与となり、また多くの長所を有する嫌気-H気活性

汚泥r去の実用化において若干でも役立つところとなれば、Jt者の望外の喜びとするところ

である。
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